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 18 

１．本検証の背景 19 

⚫ 電力・ガス取引監視等委員会（以下｢電取委｣という。）では、2020 年８月に、当時の関西20 

電力の金品受領問題の発覚や、電力・ガスシステム改革が進められる中、多数の事業者が21 

電力市場等に参入し、発送電分離も実現するなど当委員会を巡る状況変化が起きている点22 

等を踏まえ、有識者にて構成される「電力・ガス取引監視等委員会の検証に関する専門会23 

合」を立ち上げ、これまでの電取委の取組状況・成果に関する検証（以下「前回検証」と24 

いう。）を実施し、同年 11月にとりまとめを行っている。 25 

⚫ その上で、前回検証以降、大手電力による情報漏えい・カルテル事案等の発覚、各電力市26 

場の変化（容量市場や需給調整市場の開始等）など、電取委を巡る業務状況は更に大きく27 

変化しており、これに対する各対応も都度取られてきた。加えて、2023年６月に閣議決定28 

された「規制改革実施計画」では、当委員会の監視機能の強化について明記がなされてい29 

るところ。 30 

⚫ これら昨今の状況に鑑み、引き続き、電取委として期待される役割を適切かつ迅速に遂行31 

していくためにも、今回、これまでの電取委の活動実績について一定の検証を行い、これ32 

により抽出された評価や課題事項なども踏まえた形で、今後、電取委において取り組むべ33 

き重要項目などを設定する観点からの中期方針や、当該方針を実現するために必要となる34 

電取委の監視機能強化の方針の策定を行うこととし、必要に応じて、組織の経営理念（以35 

下｢MVV（Mission Vision Value）｣という。）の改定なども検討を行うこととした。 36 

⚫ なお、中期方針や監視機能強化の方針等の策定に当たっては、電取委の組織を取リ巻く状37 

況や活動実績に加え、海外規制機関の現状等についても検証を行い、これにより抽出され38 

た論点事項なども踏まえながら検討を行うこととした。 39 

 40 

 41 

２．検証の進め方 42 

⚫ 電取委における前回検証（2020年）では、2013年に閣議決定された「電力・ガスシステム43 

に関する改革方針」を踏まえ、電取委と関連する分野・項目（(1)電力小売全面自由化、44 

(2)卸電力市場の公正性の確保及び取引の活性化、(3)送配電関連分野の制度改革、(4)ガス45 

システム改革等）を設定し、これに沿って、電取委の活動と、果たしてきた役割について46 
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検証を実施するとともに、今後の課題と、当該課題に取り組むための電取委の組織の在り47 

方について議論を実施した。 48 

⚫ 本検証では、前回検証の分野・項目設定も参考にしつつ、2020年の前回検証以降の、各料49 

金審査関連への対応や、各電力市場や内外無差別などの監視業務範囲の拡大、大手電力・50 

ガスの不祥事対応など、当委員会に係る取組変化等を踏まえ、以下のとおり分野・項目を51 

設定の上、検証・評価を実施した。 52 

 53 

【検証項目について】 

  １．電力・ガス取引監視等委員会の活動実績について（総論） 

  ２．電力・ガス取引監視等委員会の活動実績について（各論） 

＜電力＞   

     小売全面自由化を踏まえた監視・審査と制度改革 

     卸電力市場等の公平性の確保及び取引の活性化 

     送配電関連分野の監視・審査と制度改革   

＜ガス＞    

     小売全面自由化を踏まえた監視・審査と制度改革（熱供給を含む） 

     ガス卸等の公平性の確保及び取引の活性化 

     導管関連分野の監視・審査と制度改革  

 

  54 

３．組織概要 55 

1) 構成   56 

電取委は、電力・ガスの自由化に当たり、市場の監視機能等を強化し、健全な競争を確57 

保するために、経済産業大臣直属の組織として設置された。電取委は、法律、経済、金融58 

又は工学の専門的な知識と経験を有した委員長及び委員４名で構成されており、事務局59 

は、本省約 80名、地方局約 60名。弁護士や公認会計士等の外部の専門人材を積極的に採60 

用している。 61 

 62 
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 63 

 64 

2) 設置経緯   65 

2013年に閣議決定された「電力システムに関する改革方針」において、電力市場の全面66 

自由化などを進めることが決定され、その中で、独立性と高度な専門性を有する新たな規67 

制組織を設けることが掲げられた。これを受け、2015年に成立した電気事業法改正法にお68 

いて正式に電力取引監視等委員会の設立が決定され、同年９月に設立された。 69 

  70 
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3)  役割   71 

電取委は、法律に基づき、電力・ガスの適正取引の監視や、ネットワーク部門の中立性72 

確保のための規制等を適正に実施している。また、各種ガイドラインや、電力・ガスシス73 

テム改革の詳細制度設計等のルール整備も実施している。 74 

 75 

４．組織検証について 76 

  電取委における活動実績については、既述のとおり、総論と各論に区分しての検証を実施。具77 

体的には、以下４－１、４－２、４－３のとおり、電取委の組織発足からこれまでの活動実績（総78 

論）及び、2020年の前回検証以降の電取委の具体的な事案対応を中心とした活動実績（各論）に79 

ついて整理を行った上で、電力・ガス取引監視等委員会（第 495回、第 502回、第 509回、第 51380 

回）において、有識者・実務者も参画の下、検証・評価を行った。 81 

 82 

４－１．活動実績（総論） 83 

  電取委が発足してから、これまでの活動実績については以下のとおり整理を行った。 84 

 85 

1) 経済産業大臣への建議   86 

電取委では、電気事業法の規定によりその権限に属させられた事項に関し、電力の適正な87 

取引の確保を図るため必要があると認めるときは、電気事業に関し講ずべき施策について経88 

済産業大臣に建議することができる。具体的には、2015年の電取委発足から現在に至るまで、89 

競争促進や需要家保護等のルールづくりに係る経済産業大臣へ建議を、計 41 件実施した90 

（2024年２月 26日時点。うち半分については、直近３年間で実施）。 91 

【参考１：経済産業大臣への建議（一覧）】 92 

2015年 10月 小売電気事業及び小売供給を営もうとするものの登録に係る審査基準の改正（登

録審査の拒否要件等） 

2016年１月 「電力の小売営業に関する指針」の制定（電源構成表示の開示等） 

2016年２月 電力取引の監視に必要な情報の定期的な収集（契約需要家数等の定期報告） 

2016年３月 「適正な電力取引についての指針」の改定（事業分類に応じた適正な取引） 
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2016年６月 「新しい火力電源入札の運用に係る指針」の改定（入札が必要となる場合の明確

化等） 

2016年７月 「電力の小売営業に関する指針」の改定（業務改善勧告の発動に関する考え方） 

2016年９月 「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方」の制定（公募実施方

法等） 

2016年 12月 「ガスの小売営業に関する指針」の制定（需要家への適切な情報提供の方法等） 

2017年１月 ガス取引の監視に必要な情報の定期的な収集（契約需要家数等の定期報告）  

2017年２月 「適正な電力取引についての指針」の改定（ネガワット取引の在り方等） 

2017年２月 「適正なガス取引についての指針」の改定（自由化後のガス市場取引の在り方

等） 

2017年５月 「電力の小売営業に関する指針」の改定（非化石証書導入に備えた改正） 

2018年１月 「みなし小売電気事業者部門別収支計算規則」の改正(部門別収支計算ルールの改

正) 

2018年６月 送配電網の維持・運用費用の負担の在り方検討 WG中間とりまとめを踏まえた託送

料金制度見直し（発電側基本料金の導入など） 

2018年６月 一般送配電事業者等の法的分離にあわせて導入する行為規制に関する経済産業省

令の改正（取締役等及び従業員の兼職、グループ内での取引に関する規律等） 

2018年９月 「電力の小売営業に関する指針」の改定（間接オークションの導入等に伴う電源

表示に関するルール等） 

2018年 12月 「電力の小売営業に関する指針」の改定（需要家による小売電気事業者の切り替

え（スイッチング）の期間中での取戻し営業行為に関して） 

2019年１月 ガス導管事業者の収支状況の事後評価を踏まえた経済産業省令等の改正 

2019年１月 「適正なガス取引についての指針」の改定（LNG基地の第三者利用制度の促進） 

2019年９月 「適正な電力取引についての指針」の改定 

2019年 11月 「新しい火力電源入札の運用に係る指針」の改定 

2020年６月 「適正な電力取引についての指針」の改定 

2020年９月 経済産業省令等の改正 

2020年 12月 「電力の小売営業に関する指針」の改定 

2020年 12月 ガス導管事業者の収支状況の事後評価を踏まえた経済産業省令の改正 

2021年２月 ガス導管事業者の収支状況の事後評価を踏まえた経済産業省令の改正 

2021年３月 「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方」の改定 

2021年３月 「適正な電力取引についての指針」の改定及び「需給調整市場ガイドライン」の

制定 

2021年６月 配電事業者に係る行為規制に関する経済産業省令及び「適正な電力取引について

の指針」の改正に関する建議について 

2021年８月 「適正な電力取引についての指針」の改定に関する建議について 

2021年９月 「電力の小売営業に関する指針」の改定の建議について 

2021年 10月 「適正な電力取引についての指針」の改定に関する建議について 
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2021年 11月 「地域や需要家への安定的な電力サービス実現に向けた市場リスクマネジメント

に関する指針」等の改定に関する建議について 

2022年７月 「適正な電力取引についての指針」の改定に関する建議について 

2022年 12月 「需給調整市場ガイドライン」の改定の建議について 

2022年 12月 小売電気事業に関する制度的措置について 

2023年４月 「発電側課金の導入について中間とりまとめ」を踏まえた発電側課金の導入・運

用に関する建議について 

2023年６月 発電実績の公開に係る省令改正に関する建議について 

2023年６月 一般送配電事業者の情報漏えい事案に関する制度的措置に関する建議について 

2023年８月 「適正な電力取引についての指針」の改定等の建議について 

2023年 11月 「需給調整市場ガイドライン」及び「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達

に係る考え方」の改定に関する建議について需給調整市場ガイドライン」の改定

等の建議について 

  93 
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2) 意見聴取への回答実績   94 

電取委では、電力・ガスの小売事業の登録に係る経済産業大臣からの意見聴取等への回答95 

等を実施しており、意見聴取の件数は、上昇傾向で推移している。 96 

【参考２：意見聴取への回答実績件数推移】 97 

 98 

3) 経済産業大臣に対する業務改善命令勧告  99 

電取委では、不適正な行為の監視を行い、必要な場合には、経済産業大臣から対象事業者100 

に対して業務改善命令を実施するように勧告することができるとされており、これまで、以101 

下のとおり、業務改善命令勧告を実施している。 102 

【参考３：経済産業大臣に対する業務改善命令勧告事案概要】 103 

  104 
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4) 事業者に対する業務改善勧告   105 

電取委では、不適切な行為の監視を行い、必要な場合には事業者に対して業務改善勧告を106 

行うとことができるとされており、電取委発足以降これまで、14件について、事業者への業107 

務改善勧告を実施している（2024年２月 26日時点）。 108 

 109 

5) 報告徴収実績   110 

電取委では、2022 年度、不正事案に関する報告徴収を多数実施（情報漏えい関係 19 件、111 

カルテル事案関係５件）。2023年度は小売事業の運営状況に関する報告徴収（2024年２月末112 

までで７件）などを実施した。 113 

【参考４：報告徴収実績推移（件数）】 114 

 115 

6) 指導実績   116 

電取委では、需要家への情報提供や契約の形態・内容等について、電気事業法上、問題と117 

なる行為を行っている事業者等に対する指導を実施しており、指導実績は、近年上昇傾向で118 

推移している。 119 

【参考５：文書指導実績推移（件数）】 120 
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7) 監査実績   121 

電取委では、毎年度、監査を実施しており、一般送配電事業者や一般ガス導管事業者等に122 

対し、電気事業法又はガス事業法に基づいて適正に業務及び経理を行っているかどうかを確123 

認している。監査の結果、問題となる行為が認められた場合には、速やかに改善するよう所124 

要の指導を実施している。 125 

【参考６：監査の結果、指導した件数等】 126 

 127 

8) あっせん・仲裁及び苦情の申出に係る対応実績   128 

電取委では、電気事業法に基づく「あっせん・仲裁」や、電気事業法又は熱供給事業法に129 

基づく「苦情の申出」について、対応を実施している。 130 

【参考７：あっせん・仲裁、苦情の申出対応実績】 131 

9) 審議会の開催実績   132 

電取委の発足後、審議会の開催回数は増加傾向であり、2015年９月の発足以来、本委員会133 

の下、９個の審議会を設置し、計 714回の会合を実施している。（※2024年１月末時点。） 134 
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【参考８：審議会開催実績】 135 

 136 

10) 各種料金の審査実績   137 

電取委では、これまでに計６回、各種料金（託送料金（電気）・託送料金（ガス）・小売規138 

制 料金（電気）、熱料金）に係る審査を実施している。審議はいずれも、本委員会及びその139 

下に設置された専門会合（電気料金審査専門会合・料金審査専門会合・料金制度専門会合）140 

で行われている。 141 

【参考９：各種料金の審査に係る専門会合概要】 142 

 143 



12 

 

 144 

  145 
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11) 各種料金の事後評価実績   146 

電気・ガスの小売料金に関しては、電気の使用者の利益を保護する観点から、みなし小売147 

電気事業者 10 社と旧一般ガスみなしガス小売事業者に対して、小売全面自由化後において148 

も経過措置として小売料金規制が存在している。この措置に伴っては、原価算定期間の終了149 

後に毎年度、規制部門の電気・ガス事業利益率が必要以上に高くなっていないかなどを確認150 

する事後評価を行うこととなっており、経済産業大臣の意見聴取を受けて電取委において事151 

後評価を実施している。 152 

また、電力小売全面自由化後も地域独占が残る送配電部門については、効率化・料金の低153 

廉化を促進すべく、電取委が事後評価を実施している。 154 

一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者（以下「ガス導管事業者」という）について155 

は、託送供給約款を策定している等の事業者（143 社）について、その収支状況等の評価を156 

行っている。 157 

 158 

12) 電力・ガス取引報の公表実績  159 

電取委では、電力・ガスの小売事業者などから提出された取引報の情報を集計し、電力・160 

ガスの販売量・販売額・契約件数・スイッチング状況について、毎月公表している（※2024161 

年２月１日時点で、電力は 2016年４月から計 103回、ガス取引報は 2017年４月から計 91回162 

公表）。 163 

電力・ガスの取引報などを通じて収集したデータは、電力・ガス取引監視等委員会や制度164 

設計専門会合で、新電力・地域別のシェア率や域外進出の傾向分析の基礎データとして活用165 

するなど、制度検討や監視業務の基礎情報として活用されている。 166 

 167 

13) 相談窓口における対応実績   168 

 電取委では、相談窓口を設けて、需要家からの相談に対応するとともに、事業者による不169 

適切な営業活動等が疑われる事案については、調査・指導等を実施している。 170 

【参考 10：電取委の相談窓口への相談件数の推移（電気・ガス）】 171 
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14) 電力・ガス市場のモニタリング実績   172 

電取委では、市場における競争環境を確保するため、旧一般電気事業者による自主的取組173 

及び電力市場・ガス市場の競争状況等を定期的に分析・検証し、その結果を毎四半期公表し174 

ており、2015 年９月の電取委発足以来、これまでに 31 回レポートを作成し、制度設計専門175 

会合において報告している。 176 

 177 

15) 年次報告の公表実績   178 

電取委では、電気事業法第 66条の 16の規定に基づき、毎年その事務の処理状況を公表し179 

ている。2015年９月の電取委発足以来、これまでに８回年次報告の作成を行い、公表に当た180 

っては、本委員会で審議の上、HP上で公開している。 181 

【参考 11：年次報告の公表実績】 182 

  183 
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４－２．活動実績（各論：電力） 184 

 185 

1) 小売全面自由化を踏まえた監視・審査と制度改革 186 

①  小売電気事業者に対する監視対応  187 

電気事業法上、小売電気事業者の登録に当たり、経済産業大臣は、電取委の意見を聴く188 

こととされているところ、電取委では、電気の使用者の利益の保護のために適切でないと189 

認められる者に該当しないか、審査を行っている。 190 

現在、小売電気事業者は 700社を超える水準となっており、多様な事業主体が様々な191 

サービスを提供しているが、近年、市場価格の高騰等に伴って、小売電気事業者の撤退等192 

が増加した。 193 

【参考 12：小売電気事業者の登録数の推移】 194 

 195 

 これを踏まえ、現在、電取委では、事業者の事業計画等についても審査対象としてい 196 

る。また、登録を受けた小売電気事業者については、定期報告（電力取引報）等を活用し197 

て営業活動の状況について把握するとともに、相談窓口（情報提供窓口）の設置により、198 

不適切な営業活動等が行われていないか継続的に監視を実施している。 199 

【参考 13：電取委の相談窓口への相談件数推移（電気）】 200 

 201 

さらに、不適切な事案をより早期に発見・是正することを目的とした監視にも取り組ん202 

でおり、例えば、小売電気事業者のウェブページ上の表示を、定期的に巡回確認して、需203 

要家に対して誤解を招く情報提供等が行われていないか監視し、必要に応じて修正の指導204 

を行っている。 205 
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加えて、監視の結果を踏まえつつ、需要家への注意喚起が必要な点については、消費者206 

庁などの関係機関とも連携し、ウェブページや SNSなどを通じて、需要家への情報発信を207 

実施している。 208 

 209 

②  小売電気事業者に対する指導対応  210 

電取委が発足して以来、小売電気事業者に対し、業務改善勧告を計９回実施している。 211 

業務改善勧告の具体的な事例としては、2023年６月に、小売電気事業者に対して、(1)212 

ショートメッセージサービス等を使用した契約変更内容の説明が十分でなかったことや、213 

(2)同社の委託先等が、他の小売電気事業者の名称に酷似した文言が広告バナーに表示さ214 

れるウェブサイトを用いていたことなどを踏まえ、電気事業法に基づく業務改善勧告を行215 

った。 216 

また、電力カルテル事案については、経済産業大臣から対象事業者に対して業務改善命217 

令を実施するよう、2023年６月に、電取委から経済産業大臣に対して勧告を行った。 218 

このほか、2019 年４月以降、小売電気事業者に対する文書指導（業務改善指導）を計219 

11回実施している（2024年３月 18日時点）。 220 

なお、不適切な事案による需要家への影響を回避する観点では、勧告や指導といった事221 

後的な取組だけでなく、予防的な取組が重要である。そのため、例えば、全ての電気・ガ222 

スの小売事業者に対し、電取委から広告表示に関する確認要請を行うことで、自己点検を223 

促した（2023年８月）。 224 

また、小売電気事業者のウェブページ上の表示（例：電源構成の表示）の定期的な巡回225 

確認を行い、需要家に対して誤解を招く情報提供等が行われていないか監視し、必要に応226 

じて修正の指導を行っている。 227 

なお、ウェブページ上の表示の確認・指導の結果、例えば、電力小売ガイドラインにお228 

ける電源構成等の開示方法に関する記載について、事業者への理解が浸透していないこと229 

も明らかになったため、電力小売ガイドラインについて、所要の改正を行うよう建議を行230 

っている。 231 

 232 

③  制度改正に係る対応（建議等） 233 

電取委では、小売電気事業者に対する監視・指導の結果などを踏まえ、制度改正が必 234 

    要と考えられる事項については、経済産業大臣への建議を行っている。 235 

近年では、エネルギー価格の高騰に伴う電気料金の高騰や、小売電気事業者の撤退な236 

ど、需要家に対して大きな影響が発生したことを踏まえ、料金メニューの説明や、小売電237 

気事業者の撤退時の対応等について建議を行った。 238 

また、電力カルテル事案を発端として、大手電力会社の域外進出に向け、営業活動や電239 

源調達について、電力・ガス市場の競争促進に資するような制度面での検討も行ってい240 

る。 241 

さらに、小売電気事業者のウェブページ上の表示の確認・指導の結果、事業者への理解242 

が浸透していないなどの現状も明らかになったため、事業者の理解促進の観点から、電源243 

構成や非化石証書の組み合わせに応じて、表示可能な内容を整理するなど、電力小売ガイ244 

ドラインの読みやすさを改善するための建議も行っている。 245 
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上記のように、電取委では「(1)ルールを整備」し、「(2)ルールに基づいた監視・指246 

導」を行うのみならず、「(3)監視・指導の結果を踏まえたルールの見直し」といったサイ247 

クルもあわせて進めており、ルールの見直しを検討する際には、透明性や専門性の確保の248 

観点から、制度設計専門会合において議論している。 249 

なお、今後の予定としては、電取委において効果的・効率的な監視に向けたデジタル化250 

（DX）も行っていることを踏まえ、電力市場の監視の高度化に向けた所要の制度改正の建251 

議も行っていくことを検討している。 252 

【参考 14：建議に関する議論の過程（一例）】 253 

 254 

 255 

④  小売規制料金の審査・評価対応   256 

2022年 11月及び 2023年１月に、ウクライナ侵略に伴う燃料価格の高騰などを背景とし257 

て、大手電力会社７社が、電気の規制料金を改定するため規制料金の変更認可申請を行っ258 

た。本申請について、電取委の料金制度専門会合で、中立的・客観的かつ専門的な観点か259 

ら、厳格かつ丁寧に審査した（料金制度専門会合は計 16回開催）。本申請の認可に向けた260 

プロセスにおいて、消費者庁との協議が行われ、その結果、不適切事案の影響検証や、調261 

達改善に向けたフォローアップを行うこととされ、中国エリア内における特別高圧・高圧262 

の電気料金の高止まりに関する影響試算や、中国電力の調達コストの高止まりに関する検263 

証を行った。また、電力分野における調達の効率化に向けて、2023～25年度を「集中改善264 

期間」とし、規制料金の改訂を行った大手電力会社７社に対して、「調達効率化に向けたロ265 

ードマップ」の策定を求めることとし、ロードマップの具体的取組の進捗状況について、266 

フォローアップを行っていく予定。 267 
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 【参考 15：小売規制料金の審査対応（一例）】268 

 269 

 270 

また、大手電力会社（みなし小売電気事業者）の小売規制料金については、原価算定期271 

間終了後に、毎年度、規制部門の電気事業利益率が必要以上に高くなっていないか、など272 

を確認する事後評価を行うこととなっている。電取委では、経済産業大臣からの意見聴取273 

を受けて事後評価を行っており、これまで行った評価の結果、値上げ認可申請の必要があ274 

ると認められる事業者はいなかった。 275 

さらに、電取委は、みなし小売電気事業者に対して、毎年度、電気事業法に基づき、適276 

正に業務及び経理を行っているかを監査で確認している。監査の結果、問題となる行為が277 

認められた場合には、速やかに改善するよう所要の指導を行っており、2015年以降では 31278 

件の指導を行った。 279 

 280 

⑤  大手電力会社の不正事案（カルテル等）への対応  281 

公取委は、中部電力・中部電力ミライズ、中国電力、九州電力・九電みらいエナジー282 

が、それぞれ 2018年 10月又は 11月～2020年 10月の間、関西電力との間で互いに相手方283 

の供給区域で顧客獲得競争を制限する合意（カルテル）を行っていたと認定した。 284 

これを踏まえ、電取委で 2023年３月に報告徴収を実施し、2023 年６月に電取委から経285 

済産業大臣に対して業務改善命令を行うよう勧告を行い、2023年７月に経済産業大臣から286 

各社に対して業務改善命令を発出した。業務改善命令では、各事業者の改善計画で満たす287 

べき内容が指定された。その上で、電取委は、改善計画の内容を確認していくに当たって288 

改善計画の適正性確保のための目安として、委員会及び制度専門会合において確認を行う289 

際の視点（チェックポイント）を整理した。 290 
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業務改善命令を踏まえ、電取委では、2023年８月からの１年間を「集中改善期間」とし291 

て、改善計画に関するフォローアップを実施している。その一環として、2023年 10月292 

に、電取委の委員長及び全委員、委員会事務局が出席する形で、業務改善命令の対象事業293 

者の社長との面談を行い、改善計画や業務改善命令への対応全般について聴取を行った。294 

現在、電取委事務局では、三線管理を担う各部門の連携など、事業者の具体的な取組状況295 

をフォローアップしているところ。 296 

【参考 16：各事業者に対する聴取】 297 

 298 

2) 卸電力市場等の公平性の確保及び取引の活性化 299 

①  内外無差別の卸取引の監視対応   300 

電取委は、2020年７月に、旧一般電気事業者に対して、社内外の取引条件を合理的に判301 

断し内外無差別に卸売を行うこと等のコミットメントを要請し、各社よりコミットメント302 

を受領し、2021年度より各社での運用が開始されている。電取委は、旧一般電気事業者か303 

ら、社内取引の単価・条件や、締結された全ての卸契約の内容の提出を求め、コミットメ304 

ントの取組状況を確認するとともに、制度設計専門会合において確認結果を公表している305 

（これまでに定期的な取組状況のフォローアップを６回実施）。あわせて、内外無差別な卸306 

取引の実効性確保に向けて、電取委は卸標準メニューの作成・公表等を旧一般電気事業者307 

に対して求めた他、内外無差別な卸取引に係る評価方針を提示した。 308 

【参考 17：内外無差別な卸取引の監視対応推移】 309 

 310 

また、一定の価格水準を下回る小売契約について、競争者からの申告や公共入札の状況311 

を踏まえて、取引条件等を含む実態を重点的に把握する「小売市場重点モニタリング」312 

を、2019年９月から開始し、その調査結果を年２回程度の頻度で公表している。  313 
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② 電力市場（スポット市場、容量市場等）の監視対応   314 

（スポット市場・時間前市場） 315 

電取委は、スポット市場及び時間前市場への入札において、不公正な取引が行われ316 

ていないか日々把握・分析を行い、定期的に分析結果を公表するとともに、問題とな317 

る行為等が認められた場合には、当該事業者に対して業務改善勧告や指導を行い、是318 

正を求めた。2021 年６月以降、電力スポット市場価格又は時間前市場の平均価格が319 

30円/kWh以上となった場合には、旧一般電気事業者及び JERA に対して、入札可能量320 

を全量供出していることを示すデータの提供を求め、これまでに 362日分の確認結果321 

を電取委のホームページで公開している。また、四半期毎に、旧一般電気事業者及び322 

JERAの自主的取組や電力市場における競争状況等を定点的に分析・検証したモニタリ323 

ング報告をとりまとめ、公表した。さらに、「適正な電力取引についての指針」など324 

を適時見直し、監視ルール及び体制等を整備した。 325 

【参考 18：スポット市場価格高騰の検証を踏まえた制度見直しへの関与】 326 

 327 

 328 

  （ベースロード市場） 329 

電取委では、2019年度以降に開催された 18回のオークションについて、ベースロ330 

ード市場ガイドラインに基づき、ベースロード市場の受渡年度の前年度に供出上限331 

価格及び供出量の適切性を、受渡年度の翌年度に想定発電コスト及び発電量と実績332 

発電コスト及び実績発電量の乖離に係る合理性を確認し、監視結果を公表した。監333 

視の結果、問題となる行為等が認められた場合には、当該事業者に対し、業務改善334 

指導等を行い、是正を求めた。また、監視実績を踏まえた制度の見直しに係る議論335 

を進めた。 336 
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  （容量市場） 337 

電取委において、「容量市場における入札ガイドライン」に基づき、オークション338 

への応札前後において、「事前監視」および「事後監視」を実施した。監視の結果、339 

売り惜しみについては、問題となる事例は認められなかったが、価格つり上げにつ340 

いては、これまでに２件認められており、当該事業者に対し文書指導を行い、事業341 

名及び当該行為の内容を公表した。 342 

 343 

  （長期脱炭素電源オークション） 344 

電取委において、長期脱炭素電源オークションガイドラインに基づき、応札後に345 

監視を実施することとしており、2023年度のオークションについて、約定候補とな346 

る応札案件全件の応札価格の監視を実施したところ、応札価格に含めることが認め347 

られないと考えられる項目を確認したことから、該当する事業者に対し、その旨を348 

通知した。なお、電源が約定した事業者（容量提供事業者）は、実際の他市場収益349 

の約９割の金額を広域機関に還付することとされており、制度適用期間（原則 20350 

年）において、各年度の実際の他市場収益の金額を電取委で監視することとしてい351 

る。 352 

【参考 19：長期脱炭素電源オークションにおける監視のイメージ】 353 

 354 

 355 

  （非化石価値取引市場） 356 

電取委では、非化石価値取引市場において、入札行動等が非 FIT非化石証書の価格357 

形成に大きな影響を与えうる事業者（旧一般電気事業者及び電源開発）に対し、売り358 

惜しみ・価格つり上げの有無について監視を行った。監視の結果、事業者から合理的359 

な説明が得られなかった事例が１件認められ、問題となる事例として事業名及び当該360 

行為の内容を公表した。また、これまでの監視結果から、非化石価値取引市場におけ361 
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る内外無差別の更なる徹底に向け、取引の透明性確保のため、発電・小売間の情報遮362 

断の徹底などについても、提言を行っているところ。  363 



23 

 

3) 送配電関連分野の監視・審査と制度改革  364 

① 需給運用の最適化に向けた対応 365 

【１】需給調整市場に係る制度設計及び監視 366 

（市場取引開始までの取組） 367 

2021年度から開設された需給調整市場に関して、需給調整市場における競争が十分 368 

でない場合、市場支配力を有する事業者が支配力を行使し、不当に高いΔkW価格や kWh369 

価格を設定することにより不当な利益を得るといったことが起こりえることから、需給370 

調整市場における価格規律等について議論を行った。また、事前的措置としての入札価371 

格規律等についての考え方のとりまとめを行い、2021年３月に経済産業大臣に対し372 

て、需給調整市場ガイドラインの制定に関して建議を行った。 373 

 374 

（市場取引開始後（2021年）の取組） 375 

三次調整力②のみ取引が開始されたが、取引開始当初、応札量が少なかったことから376 

理由について分析を行い、連系線配分量（時間前市場向け及び三次調整力②向け）の見377 

直しを行った。また、入札価格の分析等を行った結果、連続するブロックにおける起動378 

費の重複計上が発見されたことから、第 69回制度設計専門会合（2022年１月）におい379 

て、この対応について検討を行い、起動費等の入札価格への反映は１回分までしか認め380 

ない等入札方法について整理を行った。 381 

 382 

（市場取引開始後（2022年度、2023年度）の取組 ） 383 

2022年８月に三次調整力②取引の最高約定価格が 347.8円/kW・30分となり過去最高384 

となったことから、関係事業者に対して報告徴収等を行い、その分析結果を、第 78回385 

制度設計専門会合（2022年 10月）に報告した。 386 

また、需給調整市場ガイドラインにおける価格規律の解釈について事業者ごとに違い387 

があったことや、実需給時に起動していないユニットについてΔkW市場約定を通じて388 

起動費が支払われていたことから、それらの扱いについて整理を行い、整理した内容389 

を、需給調整市場ガイドラインに反映することについて、2022 年 12月に経済産業大臣390 

に対して建議を行った。 391 

さらに、需給調整市場における三次調整力①の取引が、2022 年度から開始されてい392 

たところ、約定量の募集量未達や応札単価が三次調整力②と比して高水準であった。そ393 

の背景を確認するため、2023年２月に関係事業者に報告徴収を行った。これを踏ま394 

え、第 84回制度設計専門会合（2023年４月）以降、需給調整市場への供出インセンテ395 

ィブの在り方や大きな市場支配力を有する事業者に対して要請する入札価格の規律に関396 

する整理等について議論・検討を行い、2023年 11月に経済産業大臣に対し、需給調整397 

市場ガイドラインの改定について建議を行った。また、改定後の需給調整市場ガイドラ398 

インにおいては、固定費回収のための合理的な額が 0.33円/ΔkW・30分を超える電源399 

を所有する事前的措置の対象事業者に関しては、事務局と協議を行い、事務局が認めた400 

場合にはそれを超える額での応札を可能としたことから、協議の申し入れがあった事業401 

者への対応を行っているところ。 402 

  403 
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【２】連系線確保量に向けた取組 404 

広域調達された調整力が活用できるよう、調整力向けの連系線確保量について、制度設405 

計専門会合にて議論を行ってきた。2019年 9月には、三次調整力②の取引開始前に、時406 

間前市場向けに残す連系線容量（α値）について議論し、「三次調整力②への影響と時間407 

前市場への影響を検討し、両者の経済メリット等を評価して、社会コストが最小となるよ408 

うに、α値を決定し、スポット市場後の連系線空き容量からα値を差し引いた残余分を三409 

次調整力②向けに充てることが合理的」と整理された。2021年 3月には 2019年のデータ410 

を用いたα値を示し、時間前市場の取引額に時間帯・季節変動が見られないことから、年411 

間一定量を時間前市場のために確保することとした。その後、三次調整力②の調達未達、412 

市場分断が生じていたこと等を受け、α値について適時見直しを行った。 413 

また、2020年３月には、一次調整力～三次調整力①を広域的に調達することによるメ414 

リット及びスポット・時間前市場のデメリットを考慮して、スポット・時間前市場向けに415 

残す連系線容量（β）を設定し、残余分を一次調整力～三次調整力①向けの連系線確保量416 

の上限とすることについて議論を行い、2022年２月には、β値を設定した。さらに、417 

2023年９月以降、直近の三次調整力①の調達状況を踏まえ、β値の下限値を導入するこ418 

と等について検討を行い、β値について見直しを行った。 419 

 420 

【３】新インバランス料金制度導入に係る検討 421 

2016年度からの小売全面自由化後、新たに計画値同時同量制度が導入され、小売事業422 

者と発電事業者は、１日を 48コマ毎に分割した際の需要計画と発電計画を作成し、実需423 

給１時間前（ゲートクローズ）までに需給を一致させる運用を実施している。インバラン424 

スを発生させた者は、一般送配電事業者との間でインバランス分の事後清算を行う制度で425 

あったが、スポット市場価格をベースとしてインバランス料金を算定する仕組みとなって426 

いた。インバランス料金は系統利用者への価格シグナルのベースとなるものであることか427 

ら、電取委では、制度設計専門会合において、実需給における電気の価値をインバランス428 

料金に反映させるとともに、関連情報をタイムリーに公表するため、新たなインバランス429 

料金制度の詳細設計及び関連情報の公表のあり方について、2019 年２月から検討を行430 

い、2020年３月にその内容を取りまとめ、調整力の限界的な kWh 価格をインバランス料431 

金とする制度を導入することとした。さらに、需給ひっ迫時には、インバランス料金が上432 

昇する仕組み（補正インバランス料金）も導入した。 433 

加えて、2020年４月に 2022年度以降のインバランス料金制度の詳細設計をとりまとめ434 

た「2022年度以降のインバランス料金制度について（中間とりまとめ）」 を策定した。435 

なお、中間とりまとめは、その後の運用上の課題や議論の内容を踏まえて適宜改定を行っ436 

ており、補正料金算定インデックスと広域予備率の一本化などの改定を行ってきていると437 

ころ。  438 
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【参考 20：インバランス料金制度に関する議論の過程（一例）】 439 

 440 

  441 

  442 

 【４】2020年度冬季スポット市場価格高騰時のインバランス料金への対応） 443 

ひっ迫時における需給運用の最適化に向けた対応としては、2020年度冬季スポット444 

市場価格高騰時のインバランス料金はスポット市場価格等に連動しており、需給ひっ445 

迫時に両者がスパイラル的に高騰したため、資源エネルギー庁と連携して、補正イン446 

バランス料金の上限価格を前倒しする形 で、インバランス料金に 200円の上限価格447 

を設定した。また、インバランス料金高騰により発生した一般送配電事業者のインバ448 

ランス収支の黒字額を算定し、これを踏まえ、インバランス収支の過不足の還元・調449 

整を検討することを資源エネルギー庁に提言した。 450 

 451 

【５】需給逼迫時を踏まえた調整力の調達・運用の改善等 452 

需給ひっ迫時に調整力の運用を円滑に行うことができるよう、電源Ⅱ契約において453 

燃料不足時には 燃料制約を超過した運用を行うことがあることを明示した。また、454 

燃料制約時の火力電源の登録 kWh価格について、機会費用を含めた限界費用の具体的455 

な考え方を整理した。需給ひっ迫時等緊急時において、一般送配電事業者が、特定の456 

事業者に対し、安定供給の確保のために必要な情報提供を行うことは、情報の目的外457 

提供の禁止の観点からは問題ではないこと等を、適正な電力取引についての指針に記458 

載する旨の建議を行った。揚水発電の池全体の水位の運用について、調整力提供者が459 

行うことを基本としつつ、需給ひっ迫時や再エネの出力抑制回避等のために一般送配460 

電事業者が必要と判断するときは、一時的に一般送配電事業者が池全体の水位の運用461 

を行うことを認めることした。 462 

 463 
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【６】kW公募及び kWh公募への対応 464 

さらに、冬季・夏季の需給見通しへの対応として、資源エネルギー庁において 2021465 

年度冬季の追加の供給力・燃料確保策の一つとして kW公募及び kWh公募の実施が検466 

討され、以降冬季や夏季の需給について必要と判断された時にはこれらの公募が実施467 

されてきており、電取委においては、kW公募及び kWh公募の実施に当たっては、入札468 

価格が過去公募と比して高値となって理由の分析等を行い、調達結果や運用結果の妥469 

当性等について事後確認を行ってきている。  470 

【参考 21：需給ひっ迫時を踏まえた調整力の調達・運用改善に関する議論の過程471 

（一例）】 472 

 473 

  474 
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 475 

【７】ブラックスタート機能公募への対応 476 

ブラックスタート機能（以下「BS機能」という。）公募に関しては、BS機能を有する477 

電源が限られており競争が限定的であることが想定されたことから、入札価格が不当に478 

高い価格とならないように、固定費相当額から、他の市場等から得られる期待利潤を控479 

除した額とすることを基本にすることとされた（第 42回制度設計専門会合）。以降、公480 

募が実施される度に、公募の実施方法の適切性、入札価格の適切性、公募要綱上の課題481 

等について、電取委において監視・議論を行い、制度設計専門会合を通して、事業者に482 

改善等を求めている。 483 

【参考 22：需給運用の最適化に向けた対応（ブラックスタートへの対応）（一例）】 484 

 485 

  486 
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 487 

② 託送料金制度の設計、料金審査・フォローアップ対応 等   488 

【１】レベニューキャップ制度の設計 489 

2020年７月の資源エネルギー庁の持続可能な電力システム構築小委員会において、新490 

たな託送料金制度（以下「レベニューキャップ制度」という。）の詳細については、専門491 

的な料金審査に係る内容を多く含むことを踏まえ、電取委にて検討を進めていくこととさ492 

れた。これを受けて、電取委では、2020年７月より「料金制度専門会合」及び専門性の493 

高い詳細な論点について議論・検討を実施するために、料金制度専門会合の下に設置した494 

「料金制度ワーキンググループ」において、必要な検討を実施。レベニューキャップ制度495 

では、一般送配電事業者における送配電費用を最大限抑制しつつ、必要な投資を確実に実496 

施する仕組みとなるようその詳細を設計していくことが求められた。制度検討において497 

は、規制期間における投資費用を、｢投資量｣と｢投資単価｣に区分し、｢投資量｣について498 

は、新たに策定されるマスタープランや高経年化設備更新ガイドラインとの整合性を確認499 

することで、その妥当性を担保し、｢投資単価｣については、単価査定プロセスにおいて、500 

統計手法を積極的に組み入れることで、事業者間の横比較を通じたトップランナー査定を501 

可能とする等の制度構築を目指し、詳細な検討を進め、2021年 11年にとりまとめを行っ502 

た。 503 

  【参考 23：レベニューキャップ制度の概要】 504 

  505 

  506 
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 507 

【２】レベニューキャップ制度における託送料金審査対応 508 

   レベニューキャップ制度の策定後、2022年７月 29日の第 14 回料金制度専門会合か 509 

ら第 29回会合まで、一般送配電事業者 10社から提出された「収入の見通し」につい510 

て、中立的・客観的かつ専門的な観点から必要な検証及び審査を実施。その後、一般送511 

配電事業者 10社が、承認された収入の見通しを踏まえ定めた「託送供給等約款」につ512 

いて、中立的・客観的かつ専門的な観点から必要な審査を実施した。  513 

また、一般送配電事業者 10社から変更承認申請がなされた「収入の見通し」の期中514 

調整について、並びに、変更された「収入の見通し」や 2024 年度からの発電側課金導515 

入に向けて発電側課金単価の設定及び需要側託送料金単価の見直しが必要であることを516 

踏まえ一般送配電事業者 10社から変更認可申請がなされた「託送供給等約款」につい517 

ても、必要な審査を実施した。 518 

【参考 24：託送料金（収入の見通し）の検証対応（一例）】 519 

 520 

 521 

【３】送配電効率化・計画進捗確認ワーキンググループの設置 522 

   2023年度からレベニューキャップ制度が開始されるにあたり、一般送配電事業者各社523 

は効率化計画を含め、事業計画を着実に実施していくことが求められるため、電取委で524 

は、料金制度専門会合の下部に新たに「送配電効率化・計画進捗確認ワーキンググルー525 

プ」を設置。 本ワーキンググループでの検証では、各事業者における経営効率化の進526 

捗状況の確認を行う観点から、マクロ視点からの分析（サプライヤー構造等）や、各事527 

業者における送電・変電・配電ごとの個別プロジェクトを抽出した上でのミクロ視点か528 

らの検証（物品費や工事費の削減に向けた最適化取組の効果等）を実施。また、送配電529 

設備の実態・特徴や経営効率化の適用状況を現地で確認することを目的として現地視察530 
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を行い、発注形態や工法の実態把握・分析を行うなど、多角的に検証作業を進めてい531 

る。 532 

【参考 25：送配電効率化・計画進捗確認ワーキンググループにおける多角的な検証視533 

点】 534 

 535 

 536 

【４】発電側課金制度の詳細設計 537 

   電取委では、送配電設備を利用する者の受益や送配電関連費用に与える影響に応じ538 

た公平、適切な費用負担の実現のため、発電側課金制度の導入に向けた議論を 2016年539 

度より開始。具体的には、「送配電網の維持・運用費用の負担の在り方検討ワーキン540 

グ・グループ」を設置し、委員等に加え、幅広くステークホルダーも巻き込みなが541 

ら、課金対象範囲や、潮流データなどを活用しての系統投資効率化割引制度の在り方542 

など、専門的な観点から、議論・検討を実施。2018年度には、検討内容を中間とりま543 

とめとして策定し、経済産業大臣への建議を実施。その後、発電側課金の導入が再エ544 

ネの最大限の導入を妨げないようにすること等の理由から、2020 年 12月より制度設計545 

専門会合において、引き続き、幅広いステークホルダーとの丁寧な協議も行いなが546 

ら、kWh課金の導入等に関する見直し議論・検討を実施した。電力・ガス基本政策小委547 

員会において、2024 年度の発電側課金の導入が定められ、その後、制度設計専門会合548 

において、制度導入を見据えた、詳細ルール制度に関する議論を進め、改めて中間と549 

りまとめを策定の上、2023年度に経済産業大臣への建議を実施した。加えて、今後、550 

データセンターの設置や電気自動車への充電設備の整備により、局地的な電力需要の551 

増加が見込まれることから、送配電ネットワークがこうした需要増加を機動的かつ円552 
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滑に受け入れるための課題や方策を整理するべく、研究会を立ち上げ、検討を実施し553 

ているところ。 554 

   【参考 26：地内系統増強費用のエリア間負担】 555 

 556 

 557 

 558 

【参考 27：発電側課金制度の詳細設計の議論経緯】 559 

 560 

 561 



32 

 

 562 

【５】一般送配電事業者及び送電事業者の監査 563 

   電取委は、一般送配電事業者及び送電事業者に対して、毎年度、電気事業法に基づ564 

き、適正に業務及び経理を行っているかを監査で確認している。監査の結果、問題と565 

なる行為が認められた場合には、速やかに改善するよう所要の指導を行っており、566 

2015年度以降では 109件の指導を行った。 567 

 568 

【６】旧託送料金制度の事後評価 569 

   2023年度にレベニューキャップ制度が導入される前の旧託送料金制度では、託送料570 

金の事後評価を行い、超過利潤累積額が一定の水準を超過（ストック管理）するか、571 

想定単価と実績単価の乖離率が一定比率を超過（フロー管理）した場合等で、翌々事572 

業年度開始日までに値下げ届出がなされない場合には、託送供給等約款の変更命令を573 

発動することとなっている。電取委では、経済産業大臣からの意見聴取を受けて一般574 

送配電事業者の託送料金の事後評価を行っており、これまで行った評価の結果、変更575 

命令を発動する必要があると認められる事業者はいなかった。 576 

 577 

③ 大手電力会社の不正事案（情報漏えい事案）への対応＜行為規制＞  578 

  送配電部門の中立性確保を更に徹底するため、2020年４月に、送配電部門の発電・小579 

売部門からの分社化（法的分離）を義務づけるとともに、行為規制遵守のための体制整580 

備を義務づけた。こうした中、2022年末、関西電力送配電から託送業務で知り得た新電581 

力の顧客情報が関西電力側から閲覧可能になっており、多数の関西電力社員・委託先か582 

ら閲覧可能になっているとの一報があった。情報漏えい事案を受け、2023年１月 13日、583 

一般送配電事業者及びみなし小売電気事業者に対して、電力・ガス取引監視等委員会委584 

員長名にて情報管理体制等の緊急点検を求め、１月 27日までの状況報告を求めた。電取585 

委から、各情報漏えい事案の発覚を受け、一般送配電事業者及び関係するみなし小売電586 

気事業者に対して、電気事業法に基づく報告徴収・立入検査等の調査を実施。２月３日587 

には、漏えいした情報が営業活動に利用された実態を調べるため、一般需要家、新電588 

力、一般送配電事業者及びみなし小売電気事業者等の関係者に対して情報提供受付フォ589 

ームを設置。また、２月 10日には、経済産業省は、一般送配電事業者に対し、事業の中590 

立性・信頼性を確保するため、所要の措置をとるよう緊急指示を実施した。３月 31日に591 

は、電取委は、一般送配電事業者の非公開情報の漏えい事案に係る報告書を公表すると592 

ともに、経済産業大臣に対して５事業者に業務改善命令を実施するよう勧告を行った。 593 

さらに、再発防止のため、経営層から社員・委託先社員までの意識改革、業務プロセス594 

全体での情報管理・法令遵守を徹底するための三線管理体制の構築、コンプライアンス違595 

反の早期発見と是正など、各事業者における内部的取組みの強化が不可欠であり、こうし596 

た取組みは、本来、制度環境を踏まえて各事業者が自主的に実施するものであるが、他方597 

で、今後の再発防止のためには、コンプライアンス向上のための実効的な取組みを各社が598 

行っているか否か、電取委が確認していくことも重要であり、電取委がモニタリングを実599 

施することとした。具体的には、１年間を集中改善期間とし、実地確認の実施や委員会に600 

よる面談・意見交換等の方法で実施した。 601 
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【参考 29：集中改善期間に係るモニタリングの実施状況】 602 

 603 

 604 

加えて、制度的なアプローチからの再発防止策の議論を制度設計専門会合で行ってお605 

り、各事業者が再発防止に係る対応を速やかにとる観点から、省令や指針の改正を伴う606 

「(1)非公開情報を取り扱うシステムの物理分割」、「(2)内部統制体制の構築」、「(3)特定607 

関係事業者の禁止行為に関する事項」、「(4)災害等非常時対応の情報共有に関する事項」608 

に関して、2023年６月 29日に経済産業大臣に対して建議を行った。 609 

さらに、2023年６月 16日に閣議決定がなされた規制改革実施計画を踏まえ、人事規制610 

の在り方について、制度設計専門会合で議論を行い、兼職規制について省令を改正するこ611 

とについて、2024 年３月 28日に経済産業大臣に対して建議を行った。あわせて、制度設612 

計専門会合において、各一般送配電事業者と、その特定関係事業者間における人事交流に613 

関連した情報漏えいの防止の考え方を各社から聴取し、各社において、専門会合での議論614 

を受け止めた上で、行動規範の見直しの要否も含めて検討し、人事交流に関連した情報漏615 

えいの防止を徹底することとなった。 616 

 617 

④ 最終保障供給（LR）制度の見直し対応   618 

燃料価格上昇を受けた電力市場価格の高騰などにより撤退する新電力が出現したこと、619 

また、電源調達コストの上昇により一部の自由料金について最終保障供給料金より割高に620 

なったために需要家が自由料金よりも安い一般送配電事業者の最終保障供給に流入したこ621 

と等を背景に、2022 年３月以降、新電力と契約していた企業等で、最終保障供給の契約622 

に移行する件数が増大した（最高値記載：約４万 6,000件）。 623 

本来、セーフティネットとして機能すべき最終保障供給料金が、自由料金よりも低い水624 

準にあることは、適正な価格形成や自由競争が阻害されるおそれがあり、電取委では、適625 

正化の観点から制度設計専門会合において議論を進め、卸市場価格との逆ざやを解消する626 

ための補正項の導入を決定した（2022年５月の制度設計専門会合）。 627 

この補正項導入以降、最終保障供給契約の件数は減少傾向にあり、４月１日時点で、 628 

4,797件となっており、電取委として、引き続き件数についての集計及び公表を行うな629 

ど、推移の確認を行っている。 630 

 631 

 632 

 633 
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【参考 30：最終保証供給の契約電力及び件数推移】 634 

 635 

 636 

⑤ その他運用改善等  637 

【１】インバランス料金・託送料金の未払いに伴う運用の整理 638 

小売電気事業者と一般送配電事業者が需要家へ電気を供給するために結んでいる託送639 

契約について、小売電気事業者によるインバランス料金や託送料金の未払いが続く事例640 

が散見されており、その未納額は、2020年４月から 2022年４月までの２年間で約 450641 

億円に上る状況となっていた（その金額の多くはインバランス料金）。 642 

一般送配電事業者は、小売電気事業者との託送契約について、託送供給等約款上、イ643 

ンバランス料金等の未払いを理由として解約することができるが、当時の運用では、イ644 

ンバランスの発生からインバランス料金の支払期限の到来まで、３ヶ月程度の期間が必645 

要となり、その結果、大規模のインバランスになるほど、一般送配電事業者における当646 

該料金の未収リスクが増大し、最終的には託送料金という形で、広く需要家の負担を招647 

くことになるおそれがある。 648 

そのため、インバランス料金や託送料金の大規模な未払い等を防止し、社会的負担の649 

抑制を図る観点から、2022年９月の制度設計専門会合において議論し、一般送配電事業650 

者による適切な解約に向けた運用の整理（保証金等の仕組みを整えることでの大規模な651 

未払い案件の発生防止）等を実施した。当該整理内容については、2023年４月１日実施652 

の託送供給等約款において反映され、運用が開始されている。 653 

 654 

【２】インバランス料金単価の誤算定（再精算）等について 655 

新インバランス制度が始まった 2022年４月から 2023年６月までの期間に、インバラ656 

ンス料金単価に影響を与えるおそれがあるとして、インバランス料金情報公表ウェブサ657 

イト及び自社のホームページで公表した事例が一般送配電事業者全体で 46件あった。こ658 
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のうち、インバランス料金単価の誤りが精算後に発覚したことから、小売電気事業者と659 

の間で再精算が必要となった案件が７件、インバランス料金単価の変更（訂正）が伴っ660 

たが、通常（毎月）の精算手続きに間に合い一度の精算手続で済んだ案件及びインバラ661 

ンス料金の算定諸元の誤りは発生したが、料金単価への影響及び精算への影響がなかっ662 

た案件は合計で 39 件であった。 663 

インバランス料金単価は、電気の価格シグナルのベースとなることが期待されてお664 

り、卸電力市場における重要な指標の一つにもなっているが、2023年７月の時点でも一665 

般送配電事業者によるインバランス料金単価の誤算定が多く生じていた。 666 

その重要性の認識の社内周知徹底や業務マニュアルの総点検など、各一般送配電事業667 

者で取り組む事項について、2023年 10月 26日に、電取委事務局、一般送配電事業者全668 

社（10 社）及び送配電網協議会が出席し、その進捗状況を確認する会合を開催した。 669 

会合では、各一般送配電事業者からの報告を受け、インバランス料金単価誤算定の再670 

発防止に向けた取り組みも含めた進捗状況を確認するとともに、事務局からは自社の取671 

り組みのみならず、各一般送配電事業者全体として相互の取り組みを学び合い、より一672 

層、インバランス料金単価の正確性を期する意識を持った上で随時、作業工程の点検や673 

再発防止策を実施・改善していくことを依頼した。 674 

【参考 31：保証金等の仕組みの検討について（一例）】 675 

    676 

  677 
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 678 

４－３．活動実績（各論：ガス） 679 

1) 小売全面自由化を踏まえた監視・審査と制度改革（熱供給を含む）  680 

① 小売事業者に対する監視対応 681 

電取委では、ガス小売事業者及び熱供給事業者に対する監視として、(1)小売事業に係る682 

登録審査を行った上で、(2)小売事業者の営業活動等に係る監視を行っている。ガス事業法683 

及び熱供給事業法上、小売事業に係る登録に当たり、経済産業大臣は、電取委の意見を聴684 

くこととされているところ、電取委では、需要家の利益の保護のために適切でないと認め 685 

られる者に該当しないかの審査を行っている。現在、ガス小売事業者は約 200者、旧簡易686 

ガス約 1,100者、合計 1,300者を超える水準となっており、熱供給事業者も 74者存在す687 

る。その上で、登録を受けた小売事業者については、電取委において、営業活動の状況を688 

把握するとともに、不適切な営業活動等が行われていないか継続的に監視を実施してい689 

る。さらに、監視の結果を踏まえつつ、需要家への注意喚起が必要な点については、消費690 

者庁などの関係機関とも連携し、ウェブページや SNSなどを通じて、需要家への情報発信691 

を実施している。 692 

【参考 32：需要家への情報発信事例】 693 

 694 

② 小売事業者に対する指導対応 695 

電取委では、ガス小売事業者や熱供給事業者に対する監視の結果を踏まえて、問題とな 696 

る営業活動等を行っている事業者に対して、報告徴収や指導等を実施している。 697 

電取委が発足して以来、ガス小売事業者に対し、業務改善勧告を計４回、また、2019年 698 

４月以降、ガス小売事業者等に対する文書指導（業務改善指導）を計６回実施した（2024699 

年４月 16日時点）。なお、直近では、大口都市ガスに係る談合等の事案について、2024年700 

３月に、電取委から報告徴収等を行い、調査を進めている。 701 

 702 

③ 制度改正に係る対応（建議） 703 

電取委では、ガス小売事業者や熱供給事業者に対する監視・指導の結果などを踏まえ 704 

て、制度改正が必要と考えられる事項については、経済産業大臣への建議を行っている。 705 
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直近では、電力カルテル事案を発端として大手電力会社の域外進出に向け、営業活動706 

や電源調達について制度面での検討を行う中で、その結果、電気とガスとのセット販売707 

などの提案によって新規需要を獲得しやすくするため、ガス小売事業の変更登録手続を708 

合理化するといった、電力・ガス市場の競争促進に資する建議を実施した（2024年２709 

月）。また、電取委では、効果的・効率的な監視に向け、デジタル化（DX）も行ってい710 

る。具体的には、事業者からの定期報告などについて DXを進めており、報告業務を効率711 

化するのみならず、データ利活用の推進なども行っていく方針である。そのため、DXに712 

適した報告様式への変更など、市場監視の高度化に向けて、所要の制度改正の建議も予713 

定しているところである。 714 

 【参考 33：建議に関する議論の過程】    715 

 716 

 717 

④ 小売規制料金の審査・評価・解除対応 718 

2017年４月のガスの小売全面自由化後、ガス小売事業者は原則自由に料金を設定でき719 

ることとされた。ただし、ガス小売事業者間の適正な競争関係が認められない場合な720 

ど、需要家の利益を保護する必要性が高い場合には、経済産業大臣が指定した供給区域721 

等において、引き続き、小売料金規制が存続されている。2017 年４月のガスの小売全面722 

自由化時点では、小売規制料金を存続する供給区域等として、一般ガス事業者 12者の供723 

給区域等が指定され、その後８者の指定が解除され、現在、４者の供給区域等で小売規724 

制料金が存続されている。 725 

また、熱供給事業についても、2016年４月の全面自由化後、熱供給事業者は原則自由726 

に料金を設定できることとされた。ただし、熱供給事業者が提供するサービス以外を選727 

択することが困難な状況にあることなどにより、熱供給を受ける需要家の利益を保護す728 

る必要性が特に高い場合には、経済産業大臣が指定した供給区域において、引き続き規729 



38 

 

制料金が存続されている。2016年４月の熱供給事業の全面自由化時点では、規制料金を730 

存続する供給区域として、熱供給事業者 13者（17区域）の供給区域が指定され、その731 

後、１者（１区域）が事業廃止したことにより、現在、12者（16区域）の供給区域で規732 

制料金が存続されている。 733 

その上で、ウクライナ侵略に伴う燃料価格の高騰などを背景として、2023年７月～12734 

月にかけて、 熱供給事業者３者が、経済産業大臣に対して熱の規制料金の変更認可申請735 

を行った。これを踏まえて、経済産業大臣から電取委に対して意見聴取があり、電取委736 

による厳格かつ丁寧な審査を経て、熱の規制料金の変更認可が行われた。 737 

  旧一般ガスみなしガス小売事業者の小売規制料金については、原価算定期間終了後、 738 

   毎年度、規制部門のガス事業利益率が必要以上に高くなっていないかなどを確認する事739 

後評価を行うこととなっている。電取委では、経済産業大臣からの意見聴取を受けて事740 

後評価を行っており、これまで行った評価の結果、値下げ認可申請の必要があると認め741 

られる事業者はいなかった。 742 

また、電取委は、旧一般ガスみなしガス小売事業者に対して、毎年度、ガス事業法に 743 

基づき、適正に業務及び経理を行っているかを監査で確認している。監査の結果、問題744 

となる行為が認められた場合には、速やかに改善するよう所要の指導を行っており、745 

2016年度以降では 53件の指導を行った。 746 

ガスの小売規制料金については、「都市ガス又は簡易ガスの利用率が 50％以下である747 

場合」などをはじめとした解除基準に該当し、適正な競争環境が確保されていると認め748 

られる場合は、料金規制を解除することとされている。その結果、現在、222事業者を749 

除いて料金規制が解除されたが、ガスシステム改革小委員会において、「料金規制が課さ750 

れない」又は「料金規制が解除された」ガス小売事業者のうち、「旧供給区域等における751 

都市ガス又は簡易ガスの利用率が 50％を超える事業者」については、ガスの特別な事後752 

監視として、当該旧供給区域等の料金水準を３年間監視することと整理されている。こ753 

れを踏まえ、電取委では、ガス小売事業者からの報告に基づき、合理的でない値上げが754 

行われていないか確認している。監視の結果、合理的でない値上げが行われていたと認755 

められた場合には、適正な料金とするよう指導を行っており、2017年度以降では５件の756 

指導を行った。 757 

 758 

2) ガス卸等の公平性の確保及び取引の活性化   759 

東京瓦斯株式会社、大阪瓦斯株式会社及び東邦瓦斯株式会社（以下、「ガス大手３社」と760 

いう。）のいずれについても、経過措置料金規則解除基準を充足したことに加え、2021年２761 

月、適正な競争環境を確保するために必要な取り組みについてガス大手３社による意思表762 

明（コミットメント）が行われたことを受け、2021年 10月に経過措置料金規制解除が行わ763 

れた。電取委は、2022 年以降、ガス大手３社のコミットメントが遵守されているか、年に764 

１回のフォローアップを行った。フォローアップの結果、これまでのところ、コミットメ765 

ントに違反すると判断された事例は認められていない。  766 
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【参考 35：大手３社によるコミットメントの内容（抜粋）】 767 

  768 
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3) 導管関連分野の監視・審査と制度改革   769 

託送供給約款を策定している等のガス導管事業者については、 毎年度、その託送収支の770 

事後評価を行うこととなっている。電取委では、経済産業大臣及び各地方経済産業局長等771 

の意見聴取を受けて事後評価を行っており、事後評価の結果、託送供給等契約料金の変更772 

命令の対象となる基準を超過したガス導管事業者が 2020年度託送収支で 12者、2021年度773 

託送収支で７者、2022 年度託送収支で９者認められた（いずれも変更命令を前に値下げ、774 

あるいは合理的な説明を行い、命令発出には至っていない）。また、実施した値下げ内容が775 

妥当とは言い切れないことが確認されたため、翌年度中に合理的な値下げをすることを要776 

請したガス導管事業者が、2020年度に４者、2021年度に２者認められた。事後評価を踏ま777 

えて、2020年度以降では、２回の省令改正の建議を行った。 778 

加えて、電取委では、ガス導管事業者に対して、毎年度、ガス事業法に基づき、適正に779 

業務及び経理を行っているかを監査で確認している。監査の結果、問題となる行為が認め780 

られた場合には、速やかに改善するよう所要の指導を行っており 2016年度以降では 1,030781 

件の指導を行った。 782 

また、一般ガス導管の供給区域の変更許可に際して、経済産業大臣が電取委に対して意783 

見聴取を行うこととされており、電取委では、ガス事業法上の許認可基準について、審査784 

基準に基づき審査を行った上で、経済産業大臣に意見回答を行っている。毎年度 90件程度785 

申請があり、それぞれ審査の上で、意見回答の内容はウェブページで公表した。 786 

 787 

５．海外規制機関の調査結果  788 

⚫ 海外の規制機関の調査結果については、【参考資料】｢海外の電力・ガス規制機関の調査及789 

び日本との比較検証｣を参照のこと。 790 

 791 

６．検証結果及び今後留意すべき事項について 792 

1) 本検証における各有識者及び実務者からの指摘内容について 793 

① ＜電力＞小売全面自由化を踏まえた監視・審査と制度改革 794 

② ＜電力＞卸電力市場等の公平性の確保及び取引の活性化 795 

【１－１】検証参加者一覧（ヒアリング） 796 

検証ヒアリング

対象者 

石井 照之 日本商工会議所 産業政策第二部 課長 

加藤 英彰 電源開発 常務執行役員 

二村 睦子 日本生活協同組合連合会 常務理事 

 797 

【１－２】指摘内容（ヒアリング） 798 

⚫ 電取委の取組への評価 799 

① 電力小売の全面自由化【１】（小売監視全般・建議等） 

➢ 監視について、新電力の撤退増加等の状況を踏まえて事業計画を登録審査項目に加えるなど、総じ

て委員会の監視業務に関しては透明性・客観性・適時性が担保されていると評価。（日商 石井氏） 

➢ 事業者への指導については、適切に審議がなされた上で対応がなされていると評価。一方で、電力

自由化が進んでいるとはいえ、電力分野は専門性が高く、需要家にとってハードルが高い領域であ

ることも事実であり、需要家の誤解を招くような事業者の発信に関しては引き続き、監視を通じた
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指導を徹底していただきたい。（日商 石井氏） 

① 電力小売の全面自由化【２】（カルテル・料金審査） 

➢ 料金審査について、自分もオブザーバーとして参加していたが、フォローアップも含め精緻かつ丁

寧に審査していたと認識しており、事務局のリソースを十分に活用して対応していたものと評価。

（日商 石井氏） 

➢ カルテル事案への対応について、公取委とも連携して適切に対応しているものと評価。一方で、「集

中改善期間」におけるフォローアップのみで電取委の対応を終えてしまった場合、本件が風化され、

同様の案件が繰り返されることを懸念。集中改善期間終了後も、組織リソースの観点も踏まえつつ、

効率的な形でフォローアップを進めることが、各社の意識醸成に繋がるのではないか。（日商 石井

氏） 

➢ カルテル事案への対応を進める中で、公取委の独禁法に基づく対応を受け、電取委で適切な対応が

取られたことは、公取委と電取委の関係が適切に構築されているものとして高く評価。（日本生協

連 二村氏） 

② 卸取引（内外無差別・市場監視） 

➢ 適切に監視・指導が行われていると思う。スポットの誤入札など、今後、市場運用システムやガイ

ドライン、事業者側のプロセス管理など更なる改善が必要と思うが、電取委における適切な監視が

あったからこそ、多くの事案が判明し、当該事案の公表に繋がったものと思う。電力は必要不可欠

な商品であり、その市場における信頼確保を目標として、電取委の監視政策を進めているものと認

識しており、この点評価したい。（日商 石井氏） 

➢ 合理的とはいえない過度な規制は監視コストの観点からもマイナス要素となるもの。なお、BL市場

の燃料費にかかる議論、需給調整市場の価格規律などについては、事業者側の実態等も踏まえた上

での議論が適切になされているものと評価。（電源開発加藤氏） 

➢ 指導等に関して、プレスリリースや HP への情報掲載は迅速に行われており、その掲載頻度も高い

ことから、細やかな情報開示を意識的に行えているものと評価。（電源開発 加藤氏） 

③ その他 

➢ 事業者の意見も聞き取りつつ、公平かつ中立的な監視を行っているものと評価。（電源開発 加藤

氏） 

➢ 電取委などが介在することで、電気料金だけではなく需給や電力市場の仕組み・情報などに電力会

社外からもアクセスできるようになったことは、社会的に意味がある。消費者に対する情報の非対

称性の解消にもつながりうるものとして評価。（日本生協連 二村氏） 

 

 800 

⚫ 電取委が今後取り組んでいくべき課題・論点 801 

①  電力小売の全面自由化【１】（小売監視全般・建議等） 

➢ 監視を行うに当たり、需要家向け相談窓口などの設置・運用は大変重要であるが、併せて、電取委

の存在・取組内容が需要家にきちんと認知されることも必要と考える。需要家に対し、電力市場の

安定は電取委が様々な取組の下で支えているということを、我々のような事業団体を使って周知し

ていくことも含め、関係団体等と連携した広報ツールの拡充は検討すべきではないか。（日商 石井

氏） 

➢ 電取委でも HP 等での情報発信等を行っているが、需要家の理解促進という点を踏まえた工夫がも



42 

 

う少しあってもよいのではないか。ルール改定や制度創設、その効果など、図表等をふまえて紹介

するなど、需要家視点に立った対応により、さらに効果的な周知ができるのではないか。（日商 石

井氏） 

➢ グランデータの事案など、消費者への影響も大きい不適切な料金体系の事業者も出てきてしまう状

況について懸念。小売全面自由化の目的とは相反する部分もあると思うが、経過措置料金など、消

費者保護の観点から一定の規律やルールを安全弁として措置する視点も電取委で持って臨んでほ

しい。（日本生協連 二村氏） 

➢ 電取委は電力自由化に伴ってできた組織であることから、脱炭素といった新しい要素も踏まえ、電

力自由化の出口は何か、そのために電取委が果たすべき役割とは何か、といった定期的な振り返り

は、組織運営を行う上で必要。（日本生協連 二村氏） 

① 電力小売の全面自由化【２】（カルテル・料金審査） 

➢ 料金審査の議論内容には異論はないが、ここまで精緻な議論が行われたという点に関しては、料金

の決定プロセス等含め家庭等を含めた需要家にも広く周知し、電気料金値上げに関する理解を醸成

していくことが重要ではないか。（日商 石井氏） 

➢ 電取委では、公取委との人事交流などもあると承知している。一方で、料金審査でのやり取りも含

め、消費者庁ともう少し連携できる点もあるのではないか。消費者庁側からは、どういった形の周

知が消費者に対して効率的かという視点でのノウハウや、電取委側からは、電気料金という専門性

の高い分野をよりわかりやすく説明する際のノウハウなど、双方がそれぞれインプットする動きが

望ましい。（日本生協連 二村氏） 

② 卸取引（内外無差別・市場監視） 

➢ 監視や料金審査などにあっての、データ集約・活用・分析、省人化等に関しては、他国の先進的な

例も参考にしつつ検討して行くことが必要ではないか。（日商 石井氏） 

➢ 新たな市場が立ち上がる際には、監視の在り方も同時に構築されると思うが、スクラップ＆ビルド

の視点も持ちつつ、コスト等の観点から適切な規模感・サイズで検討されていくことが重要。（日商 

石井氏） 

➢ 人材に関しては、互いのノウハウ共有なども視野に海外の規制機関等からの人材の受け入れも検討

に値するのではないか。（日商石井氏） 

➢ 資源のない日本という国において、カーボンニュートラルを達成していくために、どのような規制

が望ましいのか、その達成のためにどのような監視が望ましいのかについて議論を進めるべきであ

り、そのために引き続き事業者との議論も重要。（電源開発 加藤氏） 

➢ 監視に伴う行政コストの裏側では、事業者の監視対応コストも発生している。この点について、年

に複数回の監視を行う市場など、監視実績が蓄積されているものについては、これまでの監視結果

等をふまえて、特に重点的に見るべき項目の絞り込みを意識的に行い、監視の濃淡をつけることで

行政・事業者ともに効率化が図れるのではないか。（電源開発 加藤氏） 

➢ 同時市場について、３パートオファーに基づく市場応用の監視、セルフスケジュールの内容の監視

をどう実施するかが今後の論点。（電源開発 加藤氏） 

④ その他 

➢ 需要家への安定的で経済的な電力提供が電取委の任務と認識。これから GX が進んでいく中で、電

力はそうした取り組みを支える重要なインフラであり、日本の国際的な産業競争力の観点からも電

力の供給は重要な視点であると思う。日本の国際競争力への貢献という視点もふまえつつ、今後の
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電取委の各施策はもとより、中期方針や組織方針についても検討していただきたい。（日商 石井

氏） 

➢ 調整力の確保などの重要性が高まっていく中で、電取委の専門性を高めていくことは重要と認識。

専門人材の確保という観点からは、電力会社の OB など専門知識を持った経験者を集める仕組み等

を検討してもよいのではないか。（電源開発 加藤氏） 

➢ エリアを跨いだ取引の活性化も視野に、旧一電と新電力の競争促進のみならず、旧一電同士の競争

促進を図っていくことも重要な論点ではないか。（電源開発 加藤氏） 

➢ エネ庁・電取委の機能・役割の分担については、監視の中で制度を改善していく必要が出てくるこ

ともあると思っている。制度の大枠はエネ庁で作りつつ、監視と詳細設計を電取委で担うといった

役割分担など、関係者の意見も踏まえつつより良いものにしていってもらいたい。（電源開発 加藤

氏） 

➢ 電力市場の創設時や、関連する制度設計時に設定した監視手法であっても、その後の企業の技術革

新や環境変化などをどれだけ把握しているのか。そういた変化も踏まえた上で、効率的かつ効果的

な監視の在り方を考える必要があるのではないか。（日本生協連 二村氏） 

➢ 電取委において、監視だけでなく制度設計も行っていくのは非常に重要な点。監視コストの抑制と

いう観点でも、制度設計時点にて、コスト抑制的な視点を踏まえて議論がなされることが必要。設

計後も、制度検証を定期的に行いながら、どの程度監視コストを抑制できているのか、という点を

確認していくことも今後の電取委の姿勢として求められるのではないか。（日本生協連 二村氏） 

 802 

【２－１】検証参加者一覧（プレゼンテーション） 803 

検証プレゼンター 國松 亮一 一般社団法人日本卸電力取引所 企画業務部長 

小鶴 慎吾 株式会社エネット 取締役 需給本部長 

佐々木 秀明 電気事業連合会 理事・事務局長 

松田 世里奈 阿部・井窪・片山法律事務所 パートナー弁護士 

 804 

【２－２】指摘内容（プレゼンテーション） 805 

   JEPX國松氏の御指摘内容 806 

● 電取委の担うべき役割について 

➢ カルテルでは、ガイドラインあるいは電事法違反として電取委が主導的な対応を行った上で、最終

的に公取委における独禁法という強力な措置という形が望ましい。公取委と電取委において、事前

に情報共有がなされ、どちらが先に対応するかを議論されるべきと考える。 

● 監視方法の在り方について 

➢ 「官」で小売電気事業者の理想像を描くことは困難であり「民」において自ら構築すべき。電取委

では、公正公平な取引に必要な最低限のルールだけを示した上で、監視業務ではなく、事業者の進

化を促す指導に重点を置くべき。 

➢ 高圧以上の需要家への小売供給と低圧の需要家に対する小売供給で求められる監視は異なるので

はないか。異なるのであれば、現在は共通である小売ライセンスそのものを区別して監視を行うべ

きではないか。 

● 専門性の確保について（事業者側） 

➢ 市場取引における対応については、複雑であり、小売電気事業者側も専門知識が必要とされており、
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新電力間で転職により人材に流動性があるところ、事業者に最低限の規律を守っていただくために

も有資格者制度を導入することも一案と考える。 

● 専門性の確保について（電取委側） 

➢ 癒着の問題など難しい論点はあるものの、監視業務については、専門性が必須であり、プロパー人

材による組織化が必要。また、JEPXや需給調整市場に携わる広域機関との人事交流なども一案と考

える。 

● 内外無差別における規制の在り方について 

➢ 内外無差別については、十分監視出来ており、卸電力市場においては、長期１年、２年、それ以上

も含めて、自社小売と他者で差別化は無く、全ての商品において実現できていると評価している。 

➢ 内外無差別撤廃に向け、余剰電力や常時 BU、ベースロードの強制に関する非対称規制の廃止につい

て検討を進めるべき。 

➢ 市場メカニズムが発揮できるように、市場をシンプルにすべきであり、電取委には市場の監視では

なく、電力市場全体の番人として監視を行ってほしい。具体的には、個別の市場は JEPXのような公

的機関で監視を行い、電取委では市場間の監視を担うという役割分担が良いのではないか。 

●  料金制度・審査の在り方について 

➢ 従来の総括原価方式と変わらない現在の小売規制料金について、卸取引の流動性が上がっている現

状を踏まえると、原価積み上げ以外の小売規制料金の仕組みを導入しても良いのではないか。 

➢ 小売電気事業者が提示する小売料金メニューについては、申請制とした上で、一覧化して開示する

仕組みとしてはいかがか。 

●  その他 

➢ 大手電力事業者は、市場支配力を基準として監視の対象事業者として定義されているが、分社化に

伴う発電事業の切り分け等により、現状市場支配力を有していないと考えられる事業者も監視の対

象とされている。監視対象事業の基準についても見直しを行うべき。 

➢ 脱炭素の取り組みについては、補助にした方が良いのか、市場原理に任せるべきなのか、電取委は

見極めが必要である。 

 

 807 

 株式会社エネット小鶴氏の御指摘内容 808 

● 電力に係る現状認識について 

➢ 小売分野については自由化から 20 年以上が経過する中、制度的措置とともに競争が徐々に進展し

ていると認識。 

➢ ネットワーク分野については、系統全体で安定供給を支えるために予備力・調整力を確保する仕組

みが必要。 

➢ 内外無差別は徐々に進展してきているが、一部のエリアでは指定された卸売電源の価格で大規模工

場等の中・高負荷率需要家へ供給することは困難であり、 小売標準メニューの料金設定が安価と

なっている可能性もあると思料。実際最近は特高・高圧において旧一電にシェアが戻りつつある状

況。 

● 期待する制度設計について 

➢ 容量拠出金については、変動要素が多く、翌年度の拠出金の算定や適切な料金設定・コスト回収の

面で新電力には極めて困難な状況。また、小売電気事業者に対する容量拠出金の負担については、
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取引先の発電事業者が容量市場に応札していないケースも多く、小売電気事業者においては電源調

達コストが増加する状況となっており懸念。 

➢ 再エネの更なる活用に向けては託送ルールの見直しが必要と考える。 

➢ 発電側課金等の制度の導入にあたって、一般送配電事業者と小売電気事業者間でのやりとりの中で

小売電気事業者側に実務負担が多く発生しているケースが多くある。 

➢ 内外無差別な取り組みについては、一定程度進展しつつあるが、通告変更オプションのない商品や、

最低価格のみを設定したオークションの実施による価格高止まりなど、依然として課題が山積。卸

標準メニューの多様化が必要。 

● 電取委の担うべき役割について 

➢ 既存電源の活用策について、情報掲示板でのマッチングという取組があったが、マッチングに至ら

ない理由の詳細な分析等が必要なのではないか。 

➢ 今後の小売電気事業者の展望について、需要家参加型のサービスを提供していくサービス競争にな

っていくと考えている。 

➢ 導入してきた制度について、現場レベルで見ると大小さまざまな問題が発生している。電取委の役

割としては、これらの問題が発生する前に、事業者の意見も聞いてフィードバックを得ながら検証・

評価し、ファインチューニングしていくこと、また、事業者間の多様なサービス競争が行われてい

く中で、環境整備をしていくとともに、問題点を事前に洗い出し先手を打った対応策が必要ではな

いか。 

● 震災など有事における新電力の協力という観点について 

➢ 新電力といっても規模が様々であるので、DRを発動するなど各社の需給状況に応じた取組を、それ

ぞれが実現可能な範囲で協力することができるのではないかと考えている。 

● 新電力間における情報共有や自主規制などの取組状況について 

➢ 新電力が二十数社入っている新電力連絡会という任意の組織体があり、そこで適宜情報共有は行っ

ているが、自主規制を作ったりするところまでは至っていない。700 社を超える新電力全てをカバ

ーすることは難しいと考える。 

 

 809 

  電事連事務局長佐々木氏の御指摘内容 810 

● 料金審査について 

➢ 料金審査に関して、経過措置料金については、市況に対して低い水準となっている場合、小売部門

の競争環境にゆがみが生じること、また、料金の改定に長期間を要することから、「水準・期間」の

両面から見直しを行う必要があると考える。水準の面では、原価構造の変化等をふまえた経過措置

料金算定に係る各種ルールの見直し、期間については、競争環境への影響期間の短期化のために、

現在の標準処理期間のあり方も含めて、審査期間の短縮を検討するべきではないか。 

● 卸市場の監視について 

➢ 卸電力市場等の公平性確保に関して、内外無差別な卸売等へのコミットメントを行い対応を進めて

いるところ。一方で、電取委としては、市場環境の変化にあわせた監視ルール・手法の見直しや監

視リソースの充実とともに、例えば、すべての事業者が要件を満たしている項目は評価の対象から

除くなど、事業者の声もふまえて監視に濃淡をつけていくこともコスト低減の観点から必要なので

はないか。 
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● 電取委の担うべき役割について 

➢ 電取委のルール策定にあたっては、政策立案を行うエネ庁とも十分なコミュニケーションを図るこ

とで、制度趣旨と整合的な、事業者だけではなく需要家にとってもより良い電力政策となることを

期待している。 

● その他 

➢ 不正閲覧事案やカルテル事案など、不適切事案が発生したことを受け、コンプライアンス推進本部

を立ち上げ、電事連内会議体の抜本的見直しを行うとともに、会内の法令等遵守意識向上を図るた

め、規程類の整備や新たな研修を実施。 

➢ 公正な競争に疑念を抱かせるようなことがあってはならないと考えており、法令等遵守のさらなる

徹底に向け、取り組みを着実に実行してまいりたい。 

 811 

阿部・井窪・片山法律事務所松田氏の御指摘内容 812 

●電取委の担うべき役割について 

➢ 各種環境や制度の変化、安定供給と競争のバランス、エネルギー政策との整合性等、横断的かつ多

極的な観点から、どのような小売市場 卸市場を志向するかを改めて確認・検討する必要がある。あ

るべき市場を明確化することで、「電力の適正な取引」の範囲を明らかすることが出来、市場監視に

生かせるのではないか。 

➢ 独禁法等他法令の規律との観点から、電取委電事法において監視し、取り締まるべき事象は何かを

再考すべきではないか。二重行政の回避・行政リソースの効率的な活用の観点から、公取委等関係

省庁と緊密な連携を図ることが望ましい。他省庁がカバーする部分は、電取委の監視は少し軽くす

る等、効率化できる部分があるのではないか。 

●制度設計や監視の在り方について 

➢ 卸売市場における寡占的な状態を前提に、小売市場の競争活性化に比重を置き過ぎると、電気事業

全体の効率化という観点からは懸念。市場参入障壁を取り除く側面と、寡占的な事業者と競争でき

るプレーヤーを市場の中で育成していく側面を、併せて議論していくことが重要。 

➢ 電力の適正な取引の観点から、適切な指標に着目し監視に軽重をつけるとともに、各事業者や関係

者が、より自律的に適正な取引行動をとるように仕向けていくことが必要。 

●専門性・効率性の確保について（電取委側） 

➢ 難易度の高い監視等の実務を処理するためには、適切な専門人材の確保や監視ノウハウの継承、デ

ジタル人材の確保、更に、AI等の先端的技術を用いたデジタルツールについての取り入れも検討す

べき。 

●他省庁・他機関との連携について 

➢ 他省庁連携において、情報の秘匿性から他省庁で情報を共有できない場合も発生し得るが、その場

合であっても、法令の見直しではなく、運用レベル（協定等）の見直しで対応できるのではないか。 

●電取委の権能について 

➢ 電取委と公取委を比較すると、電取委の実効性については、迅速・機動的に指導ができる点が素晴

らしく、価値ある点。公取委は制裁が重い分、重厚な審査プロセスを経るため、相当の時間を要す

るが、その分、一度制裁を受けたら当該分野に相当の影響を与える。こうした点を踏まえると、現

状において、電取委と公取委で良い棲み分けができているのではないか。 
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 813 

⑤ ＜電力＞送配電関連分野の監視・審査と制度改革  814 

＜ガス＞小売全面自由化を踏まえた監視・審査と制度改革（熱供給を含む） 815 

      ガス卸等の公平性の確保及び取引の活性化 816 

導管関連分野の監視・審査と制度改革      817 

【１－１】検証参加者一覧 818 

検証ヒアリング

対象者 

大山 力 電力広域的運営推進機関 理事長 

河野 一生 全国電力関連産業労働組合総連合 会長代理 

平瀬 祐子 東洋大学理工学部 准教授 

 819 

【１－２】指摘内容 820 

⚫ 電取委の取組への評価 821 

① 送配電関連分野の監視・審査と制度改革 

➢ レベニューキャップ制度の導入は、高経年化設備更新も含む大規模投資に耐えうる環境整備を念頭

におかれており、投資量は、高経年化設備更新ガイドラインに基づくリスク量を踏まえ確認される

形となっており、現場においても評価されていると認識している。（電力総連 河野氏） 

➢ DXによる人材活用の効率化を図る一方で、災害時においては、デジタル・AI等を活用しながらも、

現地に入り様々な作業の対応が求められるところ。災害時に、現行のレベニューキャップ制度では

効果と効率が結び付かない点がある。（電力総連 河野氏） 

➢ 最終保障供給制度については、市場連動項が導入されたことにより制度趣旨に則った見直しがされ

運用されていると認識。一方で、小売全面自由化の経過措置として規制料金が維持されていること、

一般送配電事業者での最終保障供給制度にかかる対応が急増したことについては、意見もある。（電

力総連 河野氏） 

➢ DXとはデータを入手し、その中から有効な情報を選別して応用し、業務の効率化に繋げる概念であ

ると認識しているが、レベニューキャップ制度における次世代投資の審査においては、データの入

手部分に関する事業者説明が多かった一方で、集めたデータから如何に情報を引き出してどのよう

に応用するかという取り組み紹介は殆ど無かったように見うけられる。実務者だけでなく、経営層

も含めて DX の認識を深めて頂くことで、電取委と事業者の認識の方向性が一致し、審査が適切に

なると考える。（東洋大学 平瀬氏） 

② その他（ガス partも含め） 

➢ 広域機関と電取委は、これまで明確な役割分担の下、緊密に連携し、制度設計や制度運用の両面で

共に改善に努めてきた。より良い電力システムのため、引き続き、両機関が適切に連携していくこ

とが極めて重要。（広域機関 大山氏） 

➢ たとえば次世代投資のような発展途上の技術に関し、電取委におけるコスト面での議論は、資源エ

ネルギー庁による制度設計や仕様検討の後段ではなく、並行してしっかり行うことが重要ではない

か。そうした姿勢が結果的に、監視や審査コストなどの面でメリットが大きくなる可能性もある。

（東洋大学 平瀬氏） 

➢ 課題の把握から既設制度の修正に至るまで、電取委が取り組む PDCA サイクルは、最適な制度設定

を目指す点で高く評価される。このトライ＆エラー的な取り組みは、新規制度設計段階においては

避け難い一方で、サイクルの頻度が多いため、収束までに長期間を要する側面も懸念される。制度
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設計にスピードが求められる状況では PDCAの順序に固執せず、Planや Checkを行う電取委と Doや

Actionを行う事業者間で十分な情報共有を行い、サイクル数を減少させ収束を早める工夫が求めら

れる。これによって監視委のコスト削減や業務の効率化が期待できる。（東洋大学 平瀬氏） 

 

 822 

⚫ 電取委が今後取り組んでいくべき課題・論点 823 

① 送配電関連分野の監視・審査と制度改革 

➢ 現場では、資材高騰、工事量増加、人件費増の状況の中で、収入上限値をかなり意識している。こ

うした状況を踏まえると、レベニューキャップ制度に関して、賃上げや資材価格などのエスカレー

ション等の反映など第１規制期間における期中調整での対応、若しくは第２規制期間に向けての制

度検討などを進めるべきではないか。 （電力総連 河野氏） 

➢ 人材の確保が厳しい中、安定供給に向けて技術の継承等が不安視されており、こうした問題に対す

る取組（人材育成や確保に係る効率的な取組など）や、停電影響の定量化などを通じた、インセン

ティブ対象の拡大など、事業者の取組を、より評価できる仕組みを加えることで、更なる安定供給

に資する取り組みに繋がるのではないか（電力総連 河野氏） 

➢ 2024年の発電側課金について、FIT･FIPを扱う事業者に対しても、既設と新規で取り扱いが異なる

ことから、発電側課金の周知の度合いを確認していくべきではないか。（電力総連 河野氏） 

➢ 広域機関と電取委は、使命が異なる中、役割分担しつつ連携している。系統整備のコスト監視体制

等については、その権限に差があることを踏まえた整理が望ましいのではないか。（広域機関 大

山氏） 

➢ 広域系統整備計画の推進と、将来コスト等の不透明要因への適切な事後チェックの在り方（コスト

等検証小委員会との役割分担）について、整理いただきたい。（広域機関 大山氏） 

② その他（ガス partも含め） 

➢ 人事交流規制の検討については、現場の考え方に合わない、過剰な規制とならないよう、実態を踏

まえ検討を進めて欲しい。 （電力総連 河野氏） 

➢ インバランス料金制度の誤算定はあってはならないが、制度改正にはシステム改修が伴うことを踏

まえれば、システム改修に従事する者の意見も聞いて制度設計・改善を検討してほしい。（電力総連 

河野氏） 

➢ 業務の拡大・複雑化への対応として、専門人材確保は喫緊の課題。一定のルール（中立性や情報管

理）の下で電力事務経験者の出向や採用も考えられるのではないか。（広域機関 大山氏） 

➢ 人材育成について、広域機関と相互連携の可能性を含めて、監視委独自の職員のスキルアップ支援

の仕組や研修強化を検討してはどうか。 （広域機関 大山氏） 

➢ 監視委の予算、体制、権能は十分か。諸外国の規制機関の事例も参考に、中長期を見据え、在り方

の検討を深めてはどうか。（広域機関 大山氏） 

➢ 広域機関では、情報管理の観点から、機微業務は切り分けて他の職員がアクセスできないよう権限

管理した上で、電力会社からの専門人材を受け入れており、電取委においても参考となるのではな

いか。（広域機関 大山氏） 

➢ 電取委においても、DXの取組を進めていると認識しているが、事業者から膨大な資料が提出され、

人力でデータを取捨選択しているように見受けられる。DX には、政策立案に関係する人材とは別

に、DXに精通する専門家による取り組みが必要と考える。 （東洋大学 平瀬氏） 
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➢ DX の促進という観点から、電取委側で提出データ作成支援ツール（チェックツール）等を開発し事

業者に配布することが、審査や監視の意図に関する相互理解を深めると共に、両者のデータ処理のコ

ストの削減や業務効率の向上を実現する手段になる。このようなツールを作成するためには、適切な

体制の構築と専門人材の確保が必要である。（東洋大学 平瀬氏） 

 824 

【２－１】検証参加者一覧（プレゼンテーション） 825 

検証プレゼンター 山本 竜太郎 送配電網協議会 理事・事務局長 

早川 光毅 一般社団法人日本ガス協会 専務理事 

村松 久美子 PwCJapan 有限責任監査法人ディレクター  

公認会計士 

 826 

【２－２】指摘内容 827 

送配電網協議会 山本氏の御指摘内容 828 

●需給運用最適化に向けた対応の評価・今後の期待 

➢ 需給調整市場に係る制度設計及び監視、ガイドラインの改定、調整力向けの連系線確保量の検討、

新インバランス料金制度導入に係る検討、追加 kW・kWh公募の調達結果等の妥当性確認など適宜実

施いただいた。 

➢ 事前的措置の非対称事業者による高額な応札について、引き続き監視・検証を行い、必要な対策を

講じて欲しい。 

➢ 市場環境変化に応じた、迅速な監視・検証や必要な対応をいただける体制の構築（専門性の向上、

AIなどを活用した効率的な監視手法の導入等）について検討いただきたい。 

➢ 電力需給調整力取引所に市場取引監視委員会を設置し監視機能強化を図る予定。電取委による外部

監査と棲み分けをしながら連携したい。市場が活性化することで、自然に自由競争が図られるのが

目指すべき姿と認識。 

●託送料金制度の設計、料金審査、フォローアップ対応の評価・今後の期待 

➢ エスカレーションの扱いについては、第二規制期間に向けた課題。 

➢ 電取委による詳細設計が行われ、海外の託送制度も参考としたレベニューキャップ制度が導入され

たことで、一般送配電事業者の事業計画に基づく必要な投資が可能となる仕組みになったと考え

る。 

➢ 電取委において、料金審査には相当な時間を要していただいたと認識。次世代投資に係る提出様式

の統一、データ授受の DX 等による審査環境の整備、電力設備やシステムに関する専門人材の配置

などによる審査方法の効率化余地について検討してはどうか。 

➢ 一般送配電事業者において、統計査定の精緻化に向けたデータ整備に取り組んでおり、その取組結

果や、見積値と実績値の乖離要因分析等を踏まえた統計査定方法を検討いただきたい。 

➢ 参考とした海外託送制度は随時更新されており、情報の適時アップデートを可能とする調査機能の

強化を検討してはどうか。 

➢ 電力インフラ維持に必要な設備投資や施工力確保に要する費用を賄うに足る収入水準が設定され

ているかどうか、といった観点から検証いただきたい。 

➢ 企業経営の観点では、委員からコメントのあった「送配電事業＝地域独占による安定したビジネス」

という制度設計の前提に対しては、需給調整市場など事業環境の変化に伴う収支リスクの状況等も
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今後見極めながら、必要に応じて制度見直し等を都度行っていただきたい。 

●最終保障供給制度の見直し対応の評価・今後の期待 

➢ 2022年春以降、最終保障供給における契約電力の急増を踏まえ、最終保障供給に係る供給力確保の

在り方について議論・検討し、制度見直しを行っていただいた。 

➢ 制度見直しにより最終保障供給を受電する需要家は減少したものの、一定程度停留している状況で

あり、引き続き停留状況の監視・確認をいただきたい。 

 829 

日本ガス協会 早川氏の御指摘内容 830 

●業務効率化に資する制度改革に関する今後の期待 

➢ 今後の制度設計では、制度措置によって事業者の負荷が増大しないよう、引き続き実態に留意した

検討をお願いしたい。 

➢ また、今後も事業者および事務局機能の効率化に資する制度として、例えば資源エネルギー庁電力・

ガス事業部の「電ガネットポータル」等のシステムを活用し、小売登録以外の資料（供給計画等）

も含めた対応ができるように DXの検討を深めていってはどうか。 

●行為規制に関する今後の期待 

➢ 一般ガス導管事業者の中には従業員が十人程度から数十人規模、需要家数も数千～数万件といった

小規模の事業者も多い中、一定規模以下の事業者に関しては、需要家当たりの負担が相対的に大き

くなる実態も踏まえ、一部の内容については“望ましい行為”としてガイドライン上で整理いただ

いているところ。 

➢ 一般ガス導管事業者の中立性を確保することを前提に、引き続き、今後の行為規制に係る制度運用

等においては、小規模事業者の実情を踏まえた現状の政策を継続いただきたい。 

●託送収支事後評価に関する今後の期待 

➢ 託送収支の事後評価については、託送収支が 11 月の事後評価時点で未公表の一部の事業者（公表

に議会承認を必要とする公営事業者等）においては、例えば定例的に２月の「追加的な分析・評価」

が行われる審議会の場で取り上げていただく等、引き続き実施事業者の事情を踏まえた柔軟な実施

スケジュールの検討をお願いしたい。 

●今後のカーボンニュートラルの動きを踏まえた、都市ガス業界に対する対応について 

➢ 現状で足かせになっているような制度はないが、今後環境は大きく変わりうると思料。 

➢ 特に e-methaneを中心に大規模な投資が必要となってくる中で、事業性や予見性の確保等、事業者

に投資のインセンティブを与えるような制度が今後検討される必要があるのではないかと思う。 

➢ e-methane を海外から持ってくるのか、国内で確保するのかなど複線化していく中で、状況に応じ

た制度的対応が必要になっていくのではないか。 

 

 831 

PwCJapan有限責任監査法人 村松氏の御指摘内容 832 

●リソース・専門人材の拡充 

➢ 社内の自立的な体制作りで言えば、内部統制や IT システムの領域の専門家の活用が重要ではない

か。 

➢ 一時的に負荷が高まる業務のために人材を恒常的に確保することは難しい。そのため、外部委託も

選択肢の一つとして検討してはどうか。 
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●事業者改善の効率化 

➢ 事業者の改善計画の不備について、実行前・実行中の可能な限り早いタイミングで事業者へ対する

フィードバックを行うことで、早期実現に繋がるのではないか。 

➢ 全国で実施しているヒアリングについても、最終結論ではない現場レベルでの講評の提供により、

事業者の取組における軌道修正を図ることができるのではないか。 

➢ 不明点があれば事業者から電取委に相談できる相互関係があってもよいのではないか。 

➢ ルールの理解や審議会での議論を把握するためには、膨大な資料を確認する必要があり困難。簡単

に検索できる生成 AI等を活用したツールが提供されると、調べる労力は削減できるのではないか。 

➢ 行為規制において、電取委は、事業者の実施事項にお墨付きを与えることはできないが、外部の立

場から実効性を評価する役割を有しており、事業者が自律的に内部統制を強化する仕組みが浸透す

るよう働きかけが必要ではないか。 

➢ これまで電力業界においては、不祥事等により事業者名が公表されることが恥という文化があっ

た。事業者への対応については、DXと専門人材の目線を活用し、スクリーニングを行った上で、効

果を踏まえた対応が必要ではないか。 

●監査・モニタリング 

➢ 電取委の監査については、計画策定をしてどこの事業者にどの観点で見に行くか整理を行った上で

実施していると認識している。当該監査については、前例にならってではなく、リスク評価の上、

リスクの高い項目にリソースを手厚く配分するといった監査実施項目に軽重を付けてはどうか。 

➢ 電取委の監査を行う際に、事業者自身が自ら構築している三線モデルや内部監査の評価結果を活用

し、どういった点に不足があり、どういった点が有効に機能しているか確認することで、自律的な

体制を構築していることを見ているというメッセージを伝えてはどうか。 

●システム改革に伴う見直しの必要性 

➢ システム改革が進む中で、事業者が電取委に提出する資料が変化してきている。例えばレベニュー

キャップ制度では、制度導入後に、期中評価資料や事後評価資料を提出することとなったが、当該

資料は、外部会計監査等の対象外であり、信頼性が十分に担保されていない可能性がある。重要性

が高いのであれば、外部会計監査等の対象とすることもバランスを見ながら検討してみてはどう

か。 

 833 

第３回検証における本委員からの御意見 834 

●企業経営の観点について（圓尾委員） 

➢ 電取委も資源エネルギー庁も、よく議論から抜け落ちるのは企業経営の観点。 

➢ レベニューキャップ制度の検討においては、一般送配電事業者は、地域独占により必要なコスト

を回収できるため収益的に問題ないという前提のもと設計を行い、事業報酬率（β値）を非常に

低く設定することとなった。 

➢ ところが、前提としていた安定したビジネスとならず、分社化以降、一般送配電事業者は大きな

赤字を出しており、これに伴い、安定したビジネスを前提としていたレベニューキャップ制度に

も齟齬が出てきた。 

➢ この齟齬を修正するため、これまで電取委の議論において、(1)事業報酬率を上げる、(2)制度不

備の修正による安定したビジネスの実現、という２つ方向性が取り得たが、(2)の方向性をとって
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きた経緯がある。具体的には、一般送配電事業者のビジネスに影響を与えてきた三次調整力②や

最終保障供給制度等における様々な制度上の不備について、制度見直しを行ってきた。 

➢ 今回の検証におけるとりまとめでは、こうした企業経営の観点が制度制定や改定のきっかけとな

ったという観点を入れていただきたい。 

 835 

⑥ 検証結果を踏まえた中期方針（案）及び機能強化方針（案）について 836 

【１－１】検証参加者一覧（ヒアリング） 837 

検証ヒアリン

グ対象者 

川合 弘造 西村あさひ法律事務所・外国法共同事業 

パートナー 弁護士 

田中 誠 政策研究大学院大学 教授 

八田 達夫 公益財団法人アジア成長研究所 理事長 

大阪大学 名誉教授 

松村 敏弘 東京大学 社会科学研究所 教授 

丸山 絵美子 慶應義塾大学 法学部教授 

山内 弘隆 武蔵野大学経営学部 特任教授 

山地 憲治 地球環境産業技術研究機構 理事長 

【１－１】指摘内容 838 

⚫ 電取委の取組への評価 839 

① 中期方針、監視機能の強化方針等 

➢ 経済産業省の中でも、電力市場の監視や料金審査等に係る専門性の高さという点で、電取委は特異

なポジションを確立できており、一定の専門性をもって業務に当たれていると評価。（西村あさひ

法律事務所 川合氏） 

➢ 料金審査等、実務を担っている電取委には、電力全般に関し、専門的な知識が蓄積されていると評

価。この点は今後も強化していく必要があるのではないか。（公益財団法人アジア成長研究所 八

田氏） 

➢ 大手電力の不適切事案に対しては、公取委と電取委で適切な役割分担をしながら対応されたと評

価。（公益財団法人アジア成長研究所 八田氏） 

➢ 海外の規制機関との連携強化は重要であり、電取委の ICERへの加盟に向けた取組を評価。（公益財

団法人アジア成長研究所 八田氏） 

➢ 電取委と公取委、電取委と資エネ庁は、うまく役割分担を行えていると評価。電力のみでなく、エ

ネルギー政策全体、更には国家経済安全保障等も含めた大きな政策の中で、電力市場をどう見るか

という観点も重要であり、８条委員会であることで、それが上手く実施できているのではないか。

（武蔵野大学 山内氏） 

➢ 電取委で、小売料金審査・託送料金審査を行っており、査定の過程で蓄積された専門性は高いと評

価しており、そのノウハウは今後も大切にしていくべき重要な事項。（武蔵野大学 山内氏） 

➢ カルテル事案への対応に関して、電取委と公取委の間でそれぞれ電事法と独禁法で分担があるとは

いえ、電取委の対応が後手に回った感は否めないと思っている。両者の役割は違うと思うが、電取

委として対応の速度感等に問題がなかったとは言えないのではないか。（地球環境産業技術研究機

構 山地氏） 

➢ 電力の小売前面自由化が当初の目的を達成できているのか分からない。消費者の乗り換えの停滞や
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費用対効果など消費者に対しても現状を説明する必要があるのではないか。もっとも、電取委が料

金審査の中で経営の効率化を含め審査を行っていることなど果たしている役割については詳細が

知られてよいし、評価されてよい。（慶應義塾大学 丸山氏） 

➢ 電取委は、小回りが利いて迅速性のある対応ができていると評価。一方で、電力分野でカルテルと

言った大きな事案が発生したことはショッキングであった。電力事業者に十分に抑止力が働いてい

なかったのではないか。（政策研究大学院大学 田中氏） 

➢ 海外の規制機関と比較した上で、電取委は人員や予算が少なく、デジタルツールの活用に差がある

現状について理解できた。その上で、営業活動の停止措置などが需要家保護の観点で有効ではない

かと考えている点も納得できる。 （東京大学 松村氏） 

 840 

⚫ 電取委が今後取り組んでいくべき課題・論点 841 

① 中期方針、監視機能の強化方針等 

➢ 卸電力価格で言えば、資源国ではない欧州などと比較して日本がどうなのかの比較や、電力が比較

的停電等もなく安定的に供給されている点などの定量的指標なども示しつつ、電取委の各種業務の

必要性や成果、ひいては電取委の存在意義をしっかり示すことは重要。こうした業務成果を高めて

いくという説明ができないと、必要な予算要求なども厳しいと思料。（西村あさひ法律事務所 川合

氏）  

➢ 需要側の立地誘導による将来的な系統整備費用の効率化や、レジリエンスの強化など、国民生活に

直結するきめ細かい政策立案は、電取委でも引き続きしっかり検討し、その成果も外部にしっかり

説明していくことも重要。（西村あさひ法律事務所 川合氏） 

➢ 機能強化方針において、エコノミスト、アナリストの確保についても考慮することが重要。そもそ

も、アメリカなどの諸外国ではエコノミストの需要が多いが、日本ではエコノミストが活躍しづら

い環境と感じている。電取委として、専門性の多様化という観点からも、エコノミストやアナリス

トに見合う対価やその後のキャリアモデルなどを明示できるかがポイントとなるのではないか。

（西村あさひ法律事務所 川合氏） 

➢ 電力取引において、電力自由化が先行した米国などでは、送電網枠の奪い合いなど事業者間の紛争

案件が多い印象だが、同じく電力自由化を進めてきた日本では、新規事業者は増えたにも関わらず、

紛争案件が少ない（あっせん、仲裁もほぼない）。電気通信業界と比べてもその差は明確であり、電

力自由化の進捗状況を図る一つの指標として、事業者紛争（旧一電 vs新電力、新電力 vs新電力な

ど）が少ない理由についても検証するに値するのではないか。（西村あさひ法律事務所 川合氏） 

➢ 日本の政策経費が諸外国と比較して小規模であり、この予算規模では対応に限界がある。DX推進、

AI化、ITシステム導入等にも関連するが、電取委として、今度どのような監視体制を構築していく

のかを組織として明確にすることで、導入すべきツール、そのための必要な予算の在り方について

議論ができるのではないか。（西村あさひ法律事務所 川合氏） 

➢ デジタルツールの導入や、必要な専門人材を確保するためには、電取委も、例えば他国のようにラ

イセンスフィーを導入し、会計上独立した形で、予算確保することも検討すべきではないか。（公益

財団法人アジア成長研究所 八田氏） 

➢ 海外の市場運営者は、「取引の信頼性の確保＝取引所の生命線」と認識し、監視体制を徹底して構築

している。他方で、日本の場合は、構造的に、市場運営者に監視をするインセンティブが十分に働

かない状況。取引所の監視体制強化に向けては電取委も市場運営者への指導を強化していくべきで
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はないか。また、電取委との人事交流を行う等の方法も考えられるのではないか。 （公益財団法人

アジア成長研究所 八田氏） 

➢ 先物取引については、電力は単なる現物商品ではないため、電取委でも監視していくべきではない

か。（武蔵野大学 山内氏） 

➢ 広報については、電取委は現在十分に対応できていないため、今後もっと力を入れて行っていくべ

きではないか。（武蔵野大学 山内氏） 

➢ 電取委として、データをどこまで集めて、監視にどう活用するかを議論し、そのために必要なツー

ルを導入するのは重要な課題。監視コスト・監視される側のコストを考慮することが重要。（ 武蔵

野大学 山内氏） 

➢ 今後、レベニューキャップ制度で導入されたインセンティブが上手く機能していることを可視化し

ていくことが重要であり、しっかりとフォローしていくべき。（ 武蔵野大学 山内氏） 

➢ DX・AI活用に関して、ここは非常に重要な点と思う。監視する側だけではなく監視される側のコス

トも効率化するにはこうしたデジタルツールの活用が必須なので、本腰を入れて取り組むべき。一

方で、事業者が市場制度に振り回されて逆にコスト過多になることは望ましくないので、DXによる

最終的な目標を明確にしつつ、必要なデータや DX ツールを明確にしながら進めていくことが必要

と考える。（地球環境産業技術研究機構 山地氏） 

➢ 現状送配電事業は赤字になっており、公益部門であり規制下にある中だが、健全な経営をできるよ

うにすることが、必要と思う。レベニューキャップ制度の中でも議論があるかと思うが、エスカレ

ーションや人件費の考え方など、まずはきちんと収支が取れるような制度にしていくことが重要で

はないか。（地球環境産業技術研究機構 山地氏） 

➢ 卸市場など様々な市場があるが、それぞれの市場については運営主体がしっかり監視し、電取委は

広域機関や JEPX といったそうした主体とコミュニケーションを取りながら適切に役割分担してい

くことが重要と思う。その上で、電取委の役割の一つはそうした複数の市場間の関係の整理をする

ことにあるのではないかと思っている。 （地球環境産業技術研究機構 山地氏） 

➢ BtoCにおける電力契約手続等に係る DX推進も念頭に置くと、DXに対応できない層に配慮するとと

もに、必要事項等の説明においては、明確性の観点の他に重要な情報についてはタイミングよくシ

ンプルにアプローチする「顕著性」を意識する必要がある。（慶應義塾大学 丸山氏） 

➢ 欧州ではエネルギー貧困（生活に必要なエネルギーを十分に享受できない）層への措置として様々

なアプローチがとられており、今後規制料金のあり方について検討する局面があれば、参考になる

議論がされているのではないか。（慶應義塾大学 丸山氏） 

➢ 広報においては、AI 等による需要の増大への対応、GX、安全等に関し、日本の電力政策の重点がど

こに置かれ具体的に何が行われているか示すとともに、全体像の中で電取委の果たす役割や位置づ

けについて再定義しながら、明確に発信してはどうか。（慶應義塾大学 丸山氏） 

➢ 大学において学生と接する立場での印象論ではあるが、人材確保にあたっては、従来の終身雇用の

前提ではなく、キャリア形成という観点が重要となってくる。電取委での業務に従事することで将

来的にどのような分野で活躍できるか示してはどうか。（慶應義塾大学 丸山氏） 

➢ 電取委が、罰則適用や反則調査の権能を持つべきか否かは重要な論点。個人的には、従来からの小

回りの利いた監視に加え、最後必要となった場合には、伝家の宝刀として、そうした権能を使える

ようにすることで、事業者に対して抑止力を利かせることができると考える。また、権能を強化す

る場合は、そのための人員強化も必要。（政策研究大学院大学 田中氏） 
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➢ DX・AI化を進める必要はあるが、その実現のためには、データサイエンティストの確保が特に重要

であり、その確保が課題。ビジネスではなく、規制の中でデータサイエンスを使う経験は、今後の

キャリアを考えても貴重な経験になり得、この点は人材確保の上で、アピールポイントにはなるの

ではないか。（政策研究大学院大学 田中氏） 

➢ 電取委はこれまで適切な競争確保により需要家保護をすることがミッションであったが、太陽光発

電事業者等、需要家でありながら供給者でもある Prosumerのようなプレーヤーに、電取委として、

どのように向き合うかは今後の課題となるのではないか。（政策研究大学院大学 田中氏） 

➢ 広域機関や JEPX との人事交流に関して、専門性を高めるという意味では良いと思う。こちらに人

を送ってもらうだけではなく、これまでにはなかったと思うが、JEPXに人を送るというということ

もありえるのではないか。（東京大学 松村氏） 

 842 

【２－１】検証参加者一覧（プレゼンテーション） 843 

検証プレゼン

ター 

安念 潤司 中央大学大学院 法務研究科 教授 

大橋 弘 東京大学大学院 経済学研究科 教授 

河野 康子 一般財団法人 日本消費者協会 理事 

 844 

【２－２】指摘内容 845 

中央大学 安念氏の御指摘内容 846 

●電取委の位置づけについて 

➢ 電取委の機能は、権限から帰納的に理解するしかなく、電取委は Regulatorであるが、法規的に正

規の法令を定められないこと自体はさほど重要でない。実務的にガイドラインの制定等により実質

的にルールの制定は可能であるため、現行の機能で十分ではないか。 

➢ 経済産業省の屋根の下に、電取委が存在していることで、産業政策は経済産業省で規制は電取委と

視覚化がし易いという考え方もあるのではないか。完全に独立すると、産業界からの陳情などへの

対応が規制当局へ直接寄せられることで、産業政策の意図が含まれた政策となる可能性が生じるの

ではないか。 

●電取委の予算について 

➢ 他事例と比較しても、被規制者から「会費」を徴収することは検討に値する。 

●規制機能の重複について 

➢ アメリカの国法銀行：OCC、FRB、FDIC 

銀行：金融庁、日銀、預金保険機構 

証券会社：金融庁、日証協、証券取引所 

原子力発電所：原子力規制庁、経済産業省、JANSI 

これらの規制機能は相互に完全に役割分担ができているわけではなく、多かれ少なかれ機能の重複

が見られる。これによって、規制の見落としを防いでいる。 

➢ 電気事業においても、電力関係各市場の自主規制と委員会の規制とが重畳的に存在していること

は、何ら不自然ではない。 

●電取委の権限強化について 

➢ 電取委は主務大臣を通さずに、資料の提出等を求めるなどの強い権限を有している。 

➢ 証券取引監視等委員会と比較しても、電取委と同様に審議会（８条委員会）であり、証券取引等監
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視委員会には、国会承認という神々しい規定が存在するが、罷免の制限については、罷免の可能性

は著しく低いことを考えると３条委員会で無くても、十分独立性が高いと言える。 

➢ 犯則調査権などの権限を付与することは可能と考えるが、あまりお勧めはできない。やる際は公正

取引委員会など実績のある組織から聞くなどしっかり準備する必要がある。 

●電取委の人事制度について 

➢ Regulator には、訓練・習熟の時間の観点から、長期雇用が非常に重要であると考える。行政機関

は個社とは違い、自社だけでなく、各社の状況を長く見ているため知見が溜まっていく構造にある。 

➢ 行政機関で所得では他社に勝てないため、公的機関で働くことを目的としている専門人材を探すし

かない。専門人材の募集において注意が必要な点としては、有資格者だから優秀という訳ではなく、

あくまでも人物次第であるため、その見極めは重要である。 

➢ 従来のメンバーシップ型組織として成功している企業も存在しており、一概に「ジョブ型」雇用が

優れている訳ではない。メンバーシップ型組織の長所を活かしてもよいのではないか。 

 

 847 

東京大学 大橋氏の御指摘内容 848 

●電取委の広報について 

➢ 電取委の HPは、一部のアドレスが電取委設立当初の名称（電力取引監視等委員会(EMSC)）のままと

なっていたり、英語版 HPが 2018年以降更新されていない。ウェブでの広報にも十分に気を配って

ほしい。 

●不適切な行為への対応について 

➢ カルテル事案や情報漏えい事案について、ヒアリングも通じて丁寧な対応をされた点は評価でき

る。 

➢ 企業のコンプライアンス体制には、完全・理想形は存在せず、その体制の動的な変容を積極的に評

価することで外形要件を満たしていることで良しとせず、企業にコンプライアンスを常に考えさせ

る手法を編み出すべきではないか。 

●取引監視について 

➢ 発足当初から行っている市場のモニタリングの成果を定期的に公表するとともに、モニタリング手

法の高度化に伴う人材育成を目指した取組は非常に重要。他方で、最近、形骸化・ルーティン化し

ているようにも見受けられる。モニタリングは、監視の肝であり、EBPM を通じた制度設計にもつな

がる点だけに、人材の内生化と人事配置のありかたに、現行以上の配慮と工夫が求められるのでは

ないか。 

➢ 電取委には、他の組織では断片的にしか収集できていないデータが包括的に集まり易い仕組みにな

っている。それらデータを突き合わせた統合的なデータ解析ができるような部署の設置や、人材活

用、専門性向上が求められるのではないか。 

 

●取引監視「等」の考え方と方向性について 

➢ 監視と制度設計は密接な関係があり、監視で得られた知見を踏まえて制度に対して提言する機能は

重要。 

➢ 他方で、「市場の番人」が制度設計を行うときに、監視の容易性を高めるために、実態を折り曲げた

制度設計になってはならない。監視と制度には一定の距離感及び緊張関係を維持することが必要。
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仮に、市場支配力の行使が認められる場合、市場設計を変えて対応するよりも、電取委としては、

市場支配力を識別してサンクションを課すことが、電取委の「市場の番人」として求められる原則

的対応であるべき。その原則的対応が確認されたもとで、サンクションや犯則調査権の在り方につ

いて議論することは適当。 

➢ 監視の考え方として、自由で健全な取引を促すためには以下２つの考え方がある。 

     A）「良貨」のありかたを規定し、それが順守されていることを監視するのか 

     B）監視を通じて「悪貨」を取り締まることで、「良貨」のありかたは市場のダイナミズムに任せ

るのか 

➢ 規制産業から自由市場に向かう過渡期として、A）のような考え方をとることもやむをえないと考

えられるが、「市場の番人」としては、「良貨」が何かをもっと突き詰めて思考すべきであって、望

ましい行為という類型に収めることにとどまってはならない。最終的な自由化の世界においては、

B）において、投資家や需要家のプレッシャーの中で企業・産業を育たせる必要がある。 

➢ 良貨と悪貨を見極めるプロフェッショナルな鑑識能力を実務・アカデミック双方の観点から高める

べきであり、そのための専門職の育成とキャリア形成のプログラムの創設も検討に値するのではな

いか。 

 

 849 

日本消費者協会 河野氏の御指摘内容 850 

● 電力・ガス取引監視等委員会と運営理念について 

➢ 設立時の将来図における需要家ファーストの姿勢や国民生活を豊かにするといった記述など、大変

心強く思うが、実際この青写真をどこまで実現できているか。外部環境の変化や市場の創設など、

変化への予見・対応がどこまでできているのかは気になるところ。 

● 委員会の情報開示について 

➢ HPでのリリースについて、委員会の情報発信として HPでの情報公開は非常に大事なことと思うが、

専門用語が多いなど公開内容がかなり専門的であり、内容や社会への影響力について一般消費者の

理解が難しい部分もあるのではないか。 

●電力市場への監視について 

➢ レベニューキャップ制度の設計や規制料金審査において、事務局が費やした膨大なコストや、消費

者への周知などの活動の点から、市場の番人としての委員会の活動は十分だったと実感している。 

➢ 他方で人海戦術には限界があるところ、取引監視システムの高度化やそれにともなう人材確保は早

期に着手するべきと考えている。 

●レベニューキャップ制度について 

➢ 消費者は実際の料金負担への関心が高い。一方で、国民生活にとって必需である送配電が直面して

いる設備更新の必要といった事実や、今後のエネルギー政策が向かう方向についての問題意識を消

費者と共有することが、政策の中身を決める前提として必要だと感じている。 

➢ また、制度が現状想定通りに動いているかは都度、見直しを行ってほしいと思う。最近では制度の

見直しも機械的に行われていること部分もあるように感じるが、常に感度高くモニタリングしてほ

しいと思う。 

●「新電力」など新規参入事業者の持続可能な事業運営について 

➢ 燃料費の高騰等にともなう新電力の契約停止など、消費者は背景事情等もわからず不安も大きかっ
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たと思う。一方で、自由化には義務と責任が伴うと思っており、事業者に対してはリスクに対して

説明する義務を課し、消費者にはリスクを踏まえた契約先の選び方の周知等を行っていくべきでは

ないか。 

●脱炭素社会等への対応について 

➢ 需要家の求める価値の見える化やそのためのルール策定は進んでいるのか。カーボンプライシング

など料金に影響する可能性もあると思うが、そうした時にどのような料金設計をしていくのかは今

から検討していってほしい。 

●他機関との連携について 

➢ 制度変更に関する広報やリテラシーの向上など、関係省庁で連携する形で強化していくべき。 

●機能強化方針（案）・中期方針（案）について 

➢ 方針（案）に異論はない。電取委の取組内容について周知・広報を進め認知度を高めることで、事

業者と消費者双方にとって、電取委が頼りになり信頼に値する組織として広く認知されることが重

要と思う。 

 

 851 

 852 

2) 今後留意すべき事項と対応について 853 

今般の検証において整理されたこれまでの電取委の活動実績に対して、有識者及び実務者854 

からの指摘等を総論としてまとめると、現状につき、電取委においては、中立性・公平性等855 

を適切に担保しつつ、組織として求められる役割を果たしてきたものと評価されている。 856 

また、今般、電力・ガスの小売全面を踏まえた監視・審査の制度改革や、卸電力市場等の857 

公平性の確保・取引の活性化、送配電関連の制度改革や需給運用の最適化及び大手電力会社858 

等の不正事案への対応等における個別事項についても各論として整理を行ったところであ859 

るが、これら個別事項においても、制度設計から実行、確認（評価）、見直しといった PDCA860 

サイクルの適切な実践や、一定の専門性をもっての制度議論の実施、事案把握からの報告徴861 

収や指導・改善計画に向けた建議等における迅速かつ機動的な対応の確保といった電取委の862 

各対応内容につき、期待された役割を適切に果たしてきているものとの評価が大宗を占めて863 

いるところ。 864 

一方で、電力・ガスに係る制度設計業務、監視業務が更に高難度化していく中で、今後も865 

電取委として期待される役割を果たしていくためには、電取委における専門性や機能を今後866 

も継続的に高め、効率的・効果的に活用していくことが求められ、個別業務においても、DX867 

や AI 化等も念頭においた上での各監視・審査業務の最適化や、将来的な市場導入などを見868 

据えた監視対応の在り方の検討、需要家保護の強化、着実な業務遂行の観点から電取委と関869 

係機関における各種業務の在り方等について更なる検討が必要であるとの評価を受けてい870 

る。 871 

特に、電取委における専門性強化、DX 推進や AI 化等の導入加速等に係る対応検討の必要872 

性については、今般の組織検証において実施した海外規制機関の調査【参考資料】における、873 

電取委と海外の規制機関（FERC、OFGEM など）との比較検証結果でも明らかであり、この点874 

につき同調査の示唆でも明示されているところ。 875 

こうしたことから、本検証における各有識者及び実務者からの指摘内容や、海外規制期間876 
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の調査結果が得られた示唆などを、電取委として真摯に受け止め、今後の組織としての活動877 

に活かしていくことが重要であることから、今般、組織運営への反映という観点から、電取878 

委 MVV の一部改訂【別紙１】を行うとともに、今後の課題事項を整理した上で 2024 年度か879 

ら 2026 年度にかけて重点的に行っていくべき対応方針を整理した中期方針【別紙２】の策880 

定、及び MVV及び中期方針を実現していくために電取委として必要となる機能強化方針【別881 

紙３】を策定することとし、これら MVV及び方針を踏まえつつ、電取委として期待される役882 

割を適切に果たしていくこととしたい。 883 

 884 

以上 885 



すべての需要家に、低廉・安定・多様なエネルギーを

そのため、すべての事業者に、公平・多様な事業機会を

委員会が目指すエネルギーシステム（ミッション）

委員会が目指す組織の姿（ビジョン）

委員会が重視する価値観（バリュー）

電力・ガス取引監視等委員会 運営理念

市場メカニズムの適切な活用を通じ、需要者・供給者双方が、主体的かつ合理的に行動する結果として、

中長期的にも、経済性、安定性、環境適合性が図られる、効率的で強靱な電力・ガスシステムを築く

これらは、国民生活をより豊かにするとともに、エネルギー産業の競争力強化、国際化、健全かつ持続的な発展にもつながるもの

独立性・専門性

独立した専門組
織として設立され
た原点を重視しつ
つ、専門性の継続
的なアップデート

実効ある行動

問題に対し、迅速
に事実を解明し、
ルールに則り毅然
として対処

本質・未来志向

高い視座から全体
構造や中長期の
あるべき姿を見通
し、課題を検討

データを重視

様々なデータを幅
広く集積、客観的
に分析し、小さな
情報も見逃さず、
DX、AI化等の積
極的な推進

更なる高みへ

世界の動き・将来像
も見据え、国内外の
関係機関との積極的
な連携を通じた情報
収集・発信し、更な
る高みを目指す

別紙１

透明な運営

透明性を重視し、
判断やその根拠
データの積極発信
を通じての、組織
運営の信頼性を
向上

市場メカニズムを適切に活用する

■将来あるべき電力・ガスシステムを見据え、
市場とシステムが、全体として整合的に機
能し、適切なメカニズムが働くよう、課題を
明確化し、対応策を提言・実施

NWの適正性を確保する

■地域独占であるNW部門の中立
性、公平性、効率性を確保
■新技術の出現も踏まえたNW性能
やサービスレベルの向上

市場への信頼を守る

■市場への信頼を損ねる行為を是正
■適切に消費者の利益を保護
■市場との対話、消費者、事業関係
者等への正確な情報の発信



                                 

電力・ガス取引監視等委員会における中期方針 1 

(2024年度～2026年度) 2 

 3 

2024年６月 26日 4 

電力･ガス取引監視等委員会 5 

 6 

2024年２月 26日から同年５月 17日にかけて実施1した電力・ガス取引監視等委員7 

会（以下｢電取委｣という。）における組織検証（以下｢電取委組織検証｣という。）の議8 

論内容を踏まえつつ、今後３カ年（2024年度～2026年度）を見据えての電取委にお9 

ける運営の中期方針を、以下のとおり、とりまとめる。 10 

 11 

1. 現状及び課題 12 

 電取委組織検証の結果、電取委の取組状況に対する評価と、今後、電取委におい13 

て果たすべき役割が増していくことを念頭に置いた上での課題については、以下の14 

とおりである。 15 

 16 

① 組織の中立性・公平性・専門性等の状況と課題 17 

 ・電取委では、透明性・客観性・適時性等を適切に担保しつつ、厳正な取引の18 

監視業務、料金審査及び各種ガイドラインや電力・ガスに係る制度設計業務19 

が実施されているものの、今後は、高難度化する各種制度設計、電力・ガス20 

の取引・市場の監視業務負荷への対応という観点から、組織における専門性21 

や機能を高めるための方策等につき、更に検討していくことが必要であると22 

評価された。 23 

 24 

② 電力・ガスの小売全面自由化を踏まえた監視・審査の制度改革の状況と課題 25 

 ・電力・ガス小売への監視業務・料金審査業務全般については、総じて PDCA26 

サイクルが機能し、フォローアップも含め適切な対応が実施されているもの27 

の、今後は、監視・審査業務に係るコスト等の最適化や、電気料金の複雑化28 

に伴う需要家保護の在り方等につき、更に検討していくことが必要であると29 

評価された。 30 

 31 

③ 卸電力市場等の公平性の確保及び取引の活性化の状況と課題 32 

（卸電力市場メカニズムへの監視対応状況と課題） 33 

・多様化する卸電力市場につき、適切な監視対応が実施されているものの、今34 

後は、監視対応の最適化を追求していく観点から、JEPXなど市場運営者等と35 

 
1 第 495 回、第 502 回、第 509回、第 513 回の電力・ガス取引監視等委員会において、電取委に係る組織検証の議

論を実施。 

別紙２ 



 

 

 

の監視業務の役割分担の在り方や、市場参加者の多様化や、市場間取引の増36 

加など、将来的な卸電力市場を念頭においた、監視対応の在り方等につき、37 

更に検討していくことが必要であると評価された。 38 

（卸取引に係る内外無差別の対応状況と課題） 39 

 ・電取委においては、現時点において内外無差別な卸売について､PDCAサイク40 

ルの中で、適切な評価基準の策定及び当該基準に基づいた評価運用が実施さ41 

れているものの、今後は、今後の卸取引形態の変化等を踏まえた評価の在り42 

方について、更に検討していくことが必要であると評価された。 43 

 44 

④ 送配電・ガス導管関連に係る制度改革の対応状況と課題 45 

（託送料金制度の設計、料金審査対応等） 46 

 ・託送料金制度改革の中で、レベニューキャップ制度や発電側課金について47 

は、一定の専門性をもって制度設計の議論を行いながら、制度導入に至って48 

いるものの、今後は、企業経営視点を含めたエネルギー産業や経済社会情勢49 

等を踏まえた、託送料金制度及び料金審査体制の在り方など、更に検討して50 

いくことが必要であると評価された。 51 

（需給運用の最適化に向けた対応等） 52 

 ・需給運用については、正常時、逼迫時、ブラックアウト時など状況に応じて53 

のルール検討及び改訂が、PDCAサイクルの中で適切に実施されているもの54 

の、今後は、引き続き、需給調整市場の状況や、将来の同時市場のあり方も55 

なども踏まえつつ、需給運用の最適化等について、更に検討していくことが56 

必要であると評価された。 57 

 58 

⑤ 大手電力会社等の不正事案への対応状況と課題 59 

 ・大手電力会社等による情報漏えいやカルテル事案等への対応については、実60 

効性という観点から、事案発覚からの報告徴収、指導、改善計画に向けた建61 

議等に至るプロセスにおいて、迅速・機動的に対応できているものの、今後62 

も、引き続きフォローアップ対応は重要であり、かつ、独禁法等他法令を所63 

管する関係省庁の判断を踏まえた適切な監視の在り方など、更に検討してい64 

くことが必要であると評価された。 65 

 66 

⑥ 国内の関係機関、諸外国の規制機関との連携状況と課題 67 

 ・国内の関係機関、諸外国の規制機関との連携は未だ推進途上であり、今後、68 

更なる連携の強化に向けた検討が必要であると評価された。 69 

 70 

 71 



 

 

 

2. 具体的対応 72 

現状認識及び課題を踏まえ、電取委は、目指すべき組織運営の実現に向けて、以73 

下の具体的な施策に取り組んでいく。なお、これらは、電取委の施策を網羅したも74 

のではなく、あくまで、施策の一部を示すものである。 75 

 76 

① 組織における専門性の強化を目指す 77 

イ) 外部人材なども含めた更なる人員増強 78 

ロ) 関係機関との人事交流の検討促進 79 

ハ) 諸外国の規制機関の状況なども参考としつつ、電取委の機能強化方針の80 

策定と当該方針の遂行 81 

 82 

② 電力・ガスの小売事業に対する監視・審査方法の強化（改善）及び効率化を 83 

目指す 84 

イ) リスクチェックなどを通じた小売電気事業者の営業実態の更なる精査85 

と、個別事案などを踏まえた適切な監視方法の見直し 86 

ロ) 電気料金・ガス料金に対する需要家保護の強化（小売事業に係る問い合87 

わせ情報等の DX、事業者が需要家に真に伝えるべき情報内容の再精査な88 

ど） 89 

 90 

③ -(1)卸電力市場の監視機能の強化（改善）及び効率化を目指す 91 

イ) 各市場・相対の取引状況に応じた監視業務の恒常的な精緻化、市場間取92 

引に係る監視強化（市場状況に応じたモニタリング項目等の適時見直93 

し、MOUに基づく提供データの活用促進など） 94 

ロ) JEPXなど市場運営者の監視機能・体制の強化 95 

ハ) 流動性のある先渡・先物市場の形成促進 96 

ニ) 同時市場の議論を踏まえた効率的な監視体制の在り方の検証 97 

-(2)卸売取引における内外無差別の適正化を目指す 98 

イ) エネルギー情勢と共に変化する卸売取引の実態を踏まえた、内外無差別99 

な卸売の促進（コミットメント対象の整理など） 100 

ロ) 内外無差別の進捗状況を踏まえての経過措置解除基準の検証 101 

 102 

④ -(1) 電力・ガスにおける託送料金制度の適正性の確保を目指す 103 

イ) 託送料金制度の精緻化（需要側託送料金の在り方や翌規制期間を見据え104 

たレベニューキャップ制度の見直し、発電側課金制度の転嫁状況のフォ105 

ローアップなど） 106 

ロ) 託送料金の審査機能の強化（更なるデータ整備や第三者機関との連携強107 

化など） 108 



 

 

 

ハ) 他団体等との連携を通じた制度広報の強化 109 

-(2)需給運用に係る監視機能の強化を目指す 110 

イ) 応札状況や対象電源の推移等、需給調整市場の状況を踏まえた監視ルー111 

ルの見直し 112 

ロ) 需給調整市場監視のデジタル活用による強化と、これに対応するための113 

監視体制の構築 114 

ハ) 同時市場の議論を踏まえた効率的な監視体制の在り方の検証 115 

 116 

⑤ 電力・ガスの不正事案に係るフォローアップ等の徹底を目指す 117 

イ) 不正事案のフォローアップ対応を通じての適正な競争確保策の更なる深118 

掘り 119 

ロ) 情報漏えい事案に係る各社の改善計画の進捗状況に関するフォロー、必120 

要に応じての制度改定の検討 121 

 122 

⑥ 国内関係機関（JEPX、広域など）、諸外国の規制機関との更なる連携強化を目 123 

指す 124 

 125 

 126 

3. 今後の中期方針の進め方について（締め） 127 

 ・今後、GX実現等に向けて我が国のエネルギー政策が進んでいく中で、電取委とし128 

ても電力・ガスなどのエネルギー環境の状況変化を常に念頭に置きながら、引き続129 

き、PDCAサイクルによる不断の見直しを行いつつ、2.の具体的な取組を進めてい130 

く。 131 

 132 

以上 133 



                                 

電力・ガス取引監視等委員会における中期方針 1 

(2024年度～2026年度) 2 

 3 

2024年６月 26日 4 

電力･ガス取引監視等委員会 5 

 6 

2024年２月 26日から同年５月 17日にかけて実施1した電力・ガス取引監視等委員7 

会（以下｢電取委｣という。）における組織検証（以下｢電取委組織検証｣という。）の議8 

論内容を踏まえつつ、今後３カ年（2024年度～2026年度）を見据えての電取委にお9 

ける運営の中期方針を、以下のとおり、とりまとめる。 10 

 11 

1. 現状及び課題 12 

 電取委組織検証の結果、電取委の取組状況に対する評価と、今後、電取委におい13 

て果たすべき役割が増していくことを念頭に置いた上での課題については、以下の14 

とおりである。 15 

 16 

① 組織の中立性・公平性・専門性等の状況と課題 17 

 ・電取委では、透明性・客観性・適時性等を適切に担保しつつ、厳正な取引の18 

監視業務、料金審査及び各種ガイドラインや電力・ガスに係る制度設計業務19 

が実施されているものの、今後は、高難度化する各種制度設計、電力・ガス20 

の取引・市場の監視業務負荷への対応という観点から、組織における専門性21 

や機能を高めるための方策等につき、更に検討していくことが必要であると22 

評価された。 23 

 24 

② 電力・ガスの小売全面自由化を踏まえた監視・審査の制度改革の状況と課題 25 

 ・電力・ガス小売への監視業務・料金審査業務全般については、総じて PDCA26 

サイクルが機能し、フォローアップも含め適切な対応が実施されているもの27 

の、今後は、監視・審査業務に係るコスト等の最適化や、電気料金の複雑化28 

に伴う需要家保護の在り方等につき、更に検討していくことが必要であると29 

評価された。 30 

 31 

③ 卸電力市場等の公平性の確保及び取引の活性化の状況と課題 32 

（卸電力市場メカニズムへの監視対応状況と課題） 33 

・多様化する卸電力市場につき、適切な監視対応が実施されているものの、今34 

後は、監視対応の最適化を追求していく観点から、JEPXなど市場運営者等と35 

 
1 第 495 回、第 502 回、第 509回、第 513 回の電力・ガス取引監視等委員会において、電取委に係る組織検証の議

論を実施。 
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の監視業務の役割分担の在り方や、市場参加者の多様化や、市場間取引の増36 

加など、将来的な卸電力市場を念頭においた、監視対応の在り方等につき、37 

更に検討していくことが必要であると評価された。 38 

（卸取引に係る内外無差別の対応状況と課題） 39 

 ・電取委においては、現時点において内外無差別な卸売について､PDCAサイク40 

ルの中で、適切な評価基準の策定及び当該基準に基づいた評価運用が実施さ41 

れているものの、今後は、今後の卸取引形態の変化等を踏まえた評価の在り42 

方について、更に検討していくことが必要であると評価された。 43 

 44 

④ 送配電・ガス導管関連に係る制度改革の対応状況と課題 45 

（託送料金制度の設計、料金審査対応等） 46 

 ・託送料金制度改革の中で、レベニューキャップ制度や発電側課金について47 

は、一定の専門性をもって制度設計の議論を行いながら、制度導入に至って48 

いるものの、今後は、企業経営視点を含めたエネルギー産業や経済社会情勢49 

等を踏まえた、託送料金制度及び料金審査体制の在り方など、更に検討して50 

いくことが必要であると評価された。 51 

（需給運用の最適化に向けた対応等） 52 

 ・需給運用については、正常時、逼迫時、ブラックアウト時など状況に応じて53 

のルール検討及び改訂が、PDCAサイクルの中で適切に実施されているもの54 

の、今後は、引き続き、需給調整市場の状況や、将来の同時市場のあり方も55 

なども踏まえつつ、需給運用の最適化等について、更に検討していくことが56 

必要であると評価された。 57 

 58 

⑤ 大手電力会社等の不正事案への対応状況と課題 59 

 ・大手電力会社等による情報漏えいやカルテル事案等への対応については、実60 

効性という観点から、事案発覚からの報告徴収、指導、改善計画に向けた建61 

議等に至るプロセスにおいて、迅速・機動的に対応できているものの、今後62 

も、引き続きフォローアップ対応は重要であり、かつ、独禁法等他法令を所63 

管する関係省庁の判断を踏まえた適切な監視の在り方など、更に検討してい64 

くことが必要であると評価された。 65 

 66 

⑥ 国内の関係機関、諸外国の規制機関との連携状況と課題 67 

 ・国内の関係機関、諸外国の規制機関との連携は未だ推進途上であり、今後、68 

更なる連携の強化に向けた検討が必要であると評価された。 69 

 70 

 71 



 

 

 

2. 具体的対応 72 

現状認識及び課題を踏まえ、電取委は、目指すべき組織運営の実現に向けて、以73 

下の具体的な施策に取り組んでいく。なお、これらは、電取委の施策を網羅したも74 

のではなく、あくまで、施策の一部を示すものである。 75 

 76 

① 組織における専門性の強化を目指す 77 

イ) 外部人材なども含めた更なる人員増強 78 

ロ) 関係機関との人事交流の検討促進 79 

ハ) 諸外国の規制機関の状況なども参考としつつ、電取委の機能強化方針の80 

策定と当該方針の遂行 81 

 82 

② 電力・ガスの小売事業に対する監視・審査方法の強化（改善）及び効率化を 83 

目指す 84 

イ) リスクチェックなどを通じた小売電気事業者の営業実態の更なる精査85 

と、個別事案などを踏まえた適切な監視方法の見直し 86 

ロ) 電気料金・ガス料金に対する需要家保護の強化（小売事業に係る問い合87 

わせ情報等の DX、事業者が需要家に真に伝えるべき情報内容の再精査な88 

ど） 89 

 90 

③ -(1)卸電力市場の監視機能の強化（改善）及び効率化を目指す 91 

イ) 各市場・相対の取引状況に応じた監視業務の恒常的な精緻化、市場間取92 

引に係る監視強化（市場状況に応じたモニタリング項目等の適時見直93 

し、MOUに基づく提供データの活用促進など） 94 

ロ) JEPXなど市場運営者の監視機能・体制の強化 95 

ハ) 流動性のある先渡・先物市場の形成促進 96 

ニ) 同時市場の議論を踏まえた効率的な監視体制の在り方の検証 97 

-(2)卸売取引における内外無差別の適正化を目指す 98 

イ) エネルギー情勢と共に変化する卸売取引の実態を踏まえた、内外無差別99 

な卸売の促進（コミットメント対象の整理など） 100 

ロ) 内外無差別の進捗状況を踏まえての経過措置解除基準の検証 101 

 102 

④ -(1) 電力・ガスにおける託送料金制度の適正性の確保を目指す 103 

イ) 託送料金制度の精緻化（需要側託送料金の在り方や翌規制期間を見据え104 

たレベニューキャップ制度の見直し、発電側課金制度の転嫁状況のフォ105 

ローアップなど） 106 

ロ) 託送料金の審査機能の強化（更なるデータ整備や第三者機関との連携強107 

化など） 108 



 

 

 

ハ) 他団体等との連携を通じた制度広報の強化 109 

-(2)需給運用に係る監視機能の強化を目指す 110 

イ) 応札状況や対象電源の推移等、需給調整市場の状況を踏まえた監視ルー111 

ルの見直し 112 

ロ) 需給調整市場監視のデジタル活用による強化と、これに対応するための113 

監視体制の構築 114 

ハ) 同時市場の議論を踏まえた効率的な監視体制の在り方の検証 115 

 116 

⑤ 電力・ガスの不正事案に係るフォローアップ等の徹底を目指す 117 

イ) 不正事案のフォローアップ対応を通じての適正な競争確保策の更なる深118 

掘り 119 

ロ) 情報漏えい事案に係る各社の改善計画の進捗状況に関するフォロー、必120 

要に応じての制度改定の検討 121 

 122 

⑥ 国内関係機関（JEPX、広域など）、諸外国の規制機関との更なる連携強化を目 123 

指す 124 

 125 

 126 

3. 今後の中期方針の進め方について（締め） 127 

 ・今後、GX実現等に向けて我が国のエネルギー政策が進んでいく中で、電取委とし128 

ても電力・ガスなどのエネルギー環境の状況変化を常に念頭に置きながら、引き続129 

き、PDCAサイクルによる不断の見直しを行いつつ、2.の具体的な取組を進めてい130 

く。 131 

 132 

以上 133 



                                                   

1 

 

電力・ガス取引監視等委員会における機能強化方針 1 

 2 

2024年６月 26日 3 

電力・ガス取引監視等委員会 4 

 5 

１．組織運用の現状について 6 

・ 2024年２月 26日から同年５月 17日にかけて議論を実施1した電力・ガス取引監視等7 

委員会（以下｢電取委｣という。）における組織検証（以下｢電取委組織検証｣という。8 

）においては、現行の組織運用について概ね妥当であるが、一方で、電取委におけ9 

る MVV（改定案）等も念頭においた上での、2024年度～2026年度にかけての中期方10 

針（案）の着実な遂行に加え、今後の市場など取引監視の複雑性、専門性の高度化11 

を見据えると、現行の組織機能では対応が困難となる局面も想定されるとの評価を12 

受けた。 13 

・ こうしたことからも、電取委が、今後、組織として課された各 Missionを確実に果14 

たしていくためにも、「組織機能の強化」は喫緊の課題事項であることから、今般の15 

電取委組織検証における指摘内容や、諸外国における規制機関の実態調査結果など16 

を踏まえ、｢電力・ガス取引監視等委員会における機能強化方針｣を以下のとおりと17 

りまとめる。 18 

・ なお、本方針ついては、電力・ガス事業等を巡る状況変化が生じる場合には、その19 

都度、状況を分析した上で、必要な見直し等を行っていくものとする。 20 

 21 

２．今後の機能強化に向けた対応方針（案）について 22 

・ 電取委において機能強化を検討すべき具体的な事項としては、電取委組織検証にお23 

ける議論内容、諸外国における規制機関の実態調査結果などを踏まえると、①組織24 

における専門性強化（人材確保・専門性向上等）、②市場監視や料金査定等に係るシ25 

ステムの DX･AI化の推進、③適切な予算措置・執行、④組織における権能の在り26 

方、⑤他機関との有機的な連携、⑥その他、に大きく分類される。 27 

・ これら各事項における具体的な対応方針については、電取委組織検証における議論28 

内容、諸外国における規制機関の実態調査結果なども踏まえた上で、以下のとおり29 

定め、今後、具体的な機能強化に取り組んでいく。 30 

 31 

 
1 第 495 回、第 502 回、第 509回、第 513 回の電力・ガス取引監視等委員会において、電取委に係る組織検証の議論を実

施。 
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2 

 

① 組織における専門性強化（人材確保・専門性向上等） 32 

➢  2023年度機構定員要求結果（総合監査室の設置、定員増）を踏まえた人員確保33 

を進めつつ、組織として継続的な人員増強に向けた対応の実施。 34 

➢   電取委において市場監視、事業監査及び制度設計等に従事する専門人材育成に35 

向けて、今後の監査や制度設計に係るノウハウの継承やリスキリングを目的とし36 

た新たな研修システムの設計、運用。 37 

➢   今後の業務内容を見据えて、必要となる専門性を再整理した上で、これに沿う38 

外部の専門人材の確保（例えば、弁護士・会計士・税理士や、DXや AIなどシス39 

テム関連の専門家、データサイエンティスト、アナリスト（データ、金融、エネ40 

ルギー）、エコノミストなど）の戦略的な推進。 41 

➢   組織の専門性向上に合わせて、各施策において議論を行う有識者会合において42 

も、今後推進すべき業務内容（例えば、事業者の内部統制の強化や、システム監43 

査の推進など）に適合する形での、専門性の更なる拡張。 44 

 45 

② 市場監視や料金査定等に係るシステムの DX･AI化の推進 46 

➢   監視及び査定等の適切性の向上、業務負荷の軽減の観点から、現在、諸外国の47 

規制機関に比べて整備が遅れる傾向にある電取委の市場監視や料金査定等に係る48 

DX･AI化を活用した各種システム構築に向けて、海外実態調査などを踏まえ、電49 

取委における DX･AI化推進に係る工程表などの策定に向けた検討を実施。なお、50 

工程表の策定にあたっては、同時市場など将来的な市場環境の状況を見据えるこ51 

とも重要。 52 

➢  電取委における DX･AI化推進に向けた組織体制の構築。 53 

 54 

③ 適切な予算措置・執行 55 

➢   電取委において 2024年度の政策関連予算として措置された「電力市場監視機56 

能強化等事業」を活用して、電力市場及び事業者のログ情報やシステム共有の解57 

消状況といった適切な情報管理や内部統制等の監視・分析業務について、高度58 

化・精緻化等に向けた抜本的強化を行うため、外部委託等を通じた、高度 IT人59 

材等による監査、分析に係る業務等の実施。   60 

また、小売電気事業者間の競争をより活性化するため、状況分析の精緻化や今61 

後のカルテル対応策などに係るより高度かつ多面的な分析を行い、検討を進める62 

べく、外部委託等を通じた、収集データの整理・分類及びデータの分析業務の実63 

施。 64 
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➢   ①組織における専門性強化（人材確保・専門性向上等）、②市場監視や料金査65 

定等に係るシステムの DX･AI化の推進に係る予算措置については、諸外国の規制66 

機関の事例なども参考としつつ検討。 67 

 68 

④ 組織における権能の在り方 69 

➢   電力・ガス事業においては、これを取り巻く事業環境が目まぐるしく変化する70 

状況にあることから、電取委としては、引き続き、現行の権能の範囲内にて、迅71 

速性・機動性を最大限高めつつ、業務に係る実効性を担保していくことを基本と72 

する。 73 

一方で、諸外国の規制機関と比較した場合、その権能に差があることは明確で74 

あり、今後の電気事業法違反事案の発生状況等に応じて、新たに追加が必要と考75 

えられる権能（例として、業務停止命令権、犯則調査権など）については、適時76 

検討を行うことが妥当。 77 

 78 

⑤ 他機関との有機的な連携 79 

➢   諸外国の規制機関との連携（例えば、グローバルな視点をもっての諸外国の規80 

制機関との更なる関係構築、積極的な MOUの締結、双方向の人材交流の活性化81 

等）を通じての専門性の向上。なお、直近の目標としては、International 82 

Confederation of Energy Regulators(ICER)への加盟対応などに向けた動きを加83 

速。 84 

➢   電力広域的運営推進機関や JEPXなどの関係機関との人材交流等を中心とした85 

連携を通じての専門性の向上。また、着実な業務遂行の観点から電取委と関係機86 

関における各種業務の在り方に関する検討の実施。 87 

 88 

⑥ その他 89 

➢   電取委として、業務を推進する上で関係する重要な関係事業者、関係機関、消90 

費者等のステークホルダーと、相互の理解、信頼関係を高めていくための取組と91 

して、電取委の取組内容についての認知度を更に高めるための工夫（例えば、消92 

費者庁に加え、関係団体等と連携した広報ツールの拡充や、電取委として達成し93 

た成果の発信など）や、海外への情報発信を目的とした電取委ホームページのア94 

ップデートなど、戦略的な広報対応の実施。 95 

 96 

以上 97 
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⚫ 電力・ガス取引監視等委員会の体制・活動と、海外の規制機関の体制・活動を比較することにより、参考になる事

例や我が国への示唆を抽出する。

本調査・比較検証の目的

出所）電力・ガス取引監視等委員会（第495回）、“電力・ガス取引監視等委員会の検証について”, 閲覧日：２０２4年4月8日, https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc/495_haifu.html
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⚫ 海外の規制機関として、米国・欧州における5つの規制機関を参考とし、文献調査及びヒアリング調査を実施した。

調査対象国

日本
米国
連邦

米国
ペンシルベニア州

英国 フランス スウェーデン

規制機関

電力・ガス取引監視等
委員会（EGC）

連邦エネルギー規制
委員会（FERC）

ペンシルベニア州公益事
業委員会（PA PUC）

ガス･電⼒市場委員

会（GEMA）
ガス・電力市場局（O
ｆgem）

エネルギー規制委員
会（CRE）

エネルギー市場監督
局（EI）

政策当局

経済産業省 連邦エネルギー省
（DOE）

環境保護局（DEP） エネルギー安全保
障・ネットゼロ省
（DESNZ）

環境・持続可能開
発・エネルギー省
（MEDDE）

気候・企業省

設立年

2015年 1977年 1937年 2000年
（前身のOfgasは
1986年、OFFERは
1990年）

2000年 2005年

規制対象

電力・ガス 電力・水力発電・天然
ガス・石油

電力、天然ガス、通信、
上下水道、旅客・貨物輸
送等の公益事業全般

電力・ガス・スマート
メータ通信

電力・天然ガス 電力・天然ガス

備考

小売市場は監視対象外
（各州の公益事業委員
会が所管）

卸市場は監視対象外
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⚫ 人員

⚫ 予算

⚫ 権能

⚫ デジタルツールの活用

⚫ 広報

諸外国における参考事例の整理
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⚫ 日本と比較すると、特に米国FERC、英国Ofgemは職員数が非常に多い。

⚫ 権能の違いはあるが、市場監視を担う部署の職員数を比較すると、日本よりも多い職員数で監視を行っている。

規制機関の職員数

日本
（EGC）

米国連邦
（FERC）

ペンシルベニア
州

（PAPUC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

職員数

• 約140名
➢ 本省約80名
➢ 地方局約60名

• 約1,500名 • 約500名 • 約2,150名 • 約165名 • 約220名

市場監視を
担う部署の

職員数

• 64名
➢ 小売市場：24名
➢ 卸市場：10名
➢ 送配電15名、
➢ 情報管理・内部

統制：12名

• 388名
➢ 執行局：164名
➢ エネルギー市場

規制局：224名

• 45名
※小売・配電の監
視のみ

• 560名
➢ 小売市場：360

名
➢ 卸市場：80名
➢ 送配電：120名

• 97名
➢ 小売市場：45名
➢ 卸市場：12名
➢ 送配電：40名

• 105名
➢ 小売市場：22名
➢ 卸市場：34名
➢ 送配電：49名
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⚫ 特に人数が多い米国連邦FERCと英国Ofgemの組織体制に注目すると、米国連邦FERCは事業許可・セキュリ

ティ対策検討・信頼性評価を担う部署が設置されている。一方、英国Ofgemはスマートメーター通信も管轄範囲

であることに加えて、賦課金スキームの運営やネットゼロに向けた戦略検討を担う部署が設置されており、技術

開発推進も担っている。これらは日本では電取委以外の省庁や広域機関、NEDOが担っている領域であると考

えられる。電取委の管轄範囲の部署であったとしても、権能の違い（米国同様、英国も事業許可の権限がある）等により、

日本とは人数の乖離があると考えられる。

⚫ コーポレート機能についても、人材採用・広報・IT等を担う人材が手厚く配置されている。

日本と米国連邦FERC・英国Ofgemとの管轄の比較

部門 業務内容 人数

エネルギー市場規制局 料金等の審査を行う。 224

執行局
市場における問題の特定と是正を行ってい
る。

164

エネルギー政策革新局
新技術の効率的な開発・利用に向けた助言を
行う。

80

法律顧問局 法的問題への助言を行う。

314行政訴訟局
裁判形式の審理に対応する。

行政法審判局

長官室
全てのFERCオーダーと規則を公布し、公表
する。

196
渉外部 コミュニケーションと広報を担当している。

事務局長室 事務支援サービスを提供している。

エネルギープロジェクト局
パイプライン等のプロジェクトを承認・監督す
る。

345

電力信頼性局
電力信頼性・保安基準の策定と見直しを監督
し、基準の遵守を保証する。

90

エネルギー・インフラ・
セキュリティ局

インフラのセキュリティ関連の対策を検討す
る。

25

公共参加局
FERCの手続きに関する情報提供等を担当
している。

19

部門 業務内容

小売部門 小売分野の監督を担当する。

エネルギーシステムマネジメント・
セキュリティ部門

卸売市場・系統アクセス料金の監督を担当する。

系統部門 送配電分野の規制を担当する。

執行・新たな問題部門
各コンプライアンス違反に関する捜査・執行を
担当する。

分析・保証部門 経営および財務管理の評価を担当する。

法律顧問部門 法的問題への助言を行う。

コーポレートサービス部門 Ofgem全体の組織運営を担当する。

コミュニケーション部門 Ofgemの広報を担当する。

デリバリー・スキーム部門
DSENZから委託された各種スキーム（グリー
ンガス賦課金など）の運営を担当する。

戦略および脱炭素部門 2050年ネットゼロに向けた戦略を検討する。

電取委の管轄範囲米国連邦FERCの組織体制 英国Ofgemの組織体制
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⚫ 海外の規制機関の市場監視を行う部署では、日本では採用していないエコノミスト・エネルギーアナリスト・エン

ジニア・データアナリスト・ITスペシャリストを採用している。

⚫ エコノミスト・アナリストは、定量的分析スキル（コードを書いてモデルを構築する・大量のデータを分析をする）を有して

いる人材であり、それぞれのバックグラウンドを活かしつつ、市場監視のための調査や分析に従事している。

⚫ エンジニアは電気工学や土木工学の専門性を有している人材であり、料金設定や事業認可において技術的な観

点から審査を行っている。

⚫ データ・デジタル専門家は、市場監視の部署とは別に存在するITインフラ構築を担当する部署とも連携して、

データ管理やツール構築を行っている。

職員の専門性

米国連邦
（FERC）

ペンシルベニア州
（PAPUC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

弁護士 〇 〇 〇 〇 〇

会計士
〇 〇 〇 〇 〇

エコノミスト

〇 コーディング・データ分
析の素養を持ち、監視業務
における調査・分析を担っ
ている。

〇 経済的な観点から料金
審査を担当している。

〇 コーディング・データ分
析の素養を持ち、監視業務
における調査・分析を担っ
ている。

〇 経済的な観点から料金
審査を担当している。

〇 専門性に対応する特定
の業務はなく、知見を活か
して様々な業務に対応する。

アナリスト
（金融・エネルギー等）

〇 同上 〇 料金審査における分析
を担当している。

〇 同上 〇 コーディング・データ分
析の素養を持ち、監視業務
における調査・分析を担っ
ている。

〇 同上

エンジニア
〇 事業認可のための技術
評価を担う。

〇 技術的な観点から料金
審査や発電所の検査等を
担当している。

〇 技術的な観点から料金
審査を担当している。

〇 技術的な観点から料金
審査を担当している。

〇 同上

データ・デジタル
専門家

〇 データ管理・ツール開発
を担っている。
（市場監視の部署とは別に
存在するITインフラ構築を
担当する部署と連携してい
る）

〇 データ管理・ツール開発
を担っている。
（市場監視の部署とは別に
ツール開発を担う部署が
存在する）

〇 データ管理・ツール開
発・サイバーセキュリティ対
応を担っている。
（市場監視の部署とは別に
ツール開発を担う部署が
存在する）

〇 データ管理・ツール開発
を担っている。

〇 比較的小規模な分析
ツール構築を担っている。
（市場監視の部署とは別に
存在するITインフラ構築を
担当する部署と連携してい
る）



    

⚫ 基本的に給与が民間企業よりも高いということはないため、特に中途採用で専門人材を獲得するということに

はいずれの国も苦労している。英国では、サイバーセキュリティの専門人材や弁護士等の希少で競争率が高い人

材を採用するために給与水準を20％高く設定している。

⚫ 民間企業と比較した際の利点として、ワークライフバランスが良い、福利厚生が充実しているといった点が多く

の国で挙げられていた。

⚫ 中途採用での専門人材獲得が難しいため、専門性を持つ学生の採用とその育成に力を入れている。専門性を持

つ学生へのアプローチとして、インターンシップからの採用や大学・専門学校とのコネクションによる知名度向上

等に取り組んでいる。

専門人材の採用方法（1/3)

米国連邦（FERC） 米国（PA PUC） 英国（Ofgem） フランス（CRE） スウェーデン（EI）

給与

• 民間企業と比較して給与は高
くない。またスキルに合わせた
高い給与も提供できない。

• 民間企業と比較して給与は
高くない。

• 民間企業と比較して給与は
高くないが、希少で競争率が
高い人材（サイバーセキュリ
ティ専門家・一部の弁護士）
は給与水準を２０％高くして
いる。

• 民間企業と比較して給与は
高くない。

• 民間企業と比較して給与は
高くない。

ワークライフ
バランス

• ー
（他の連邦機関と同様の福利厚
生が与えられる）

• 退職金等の福利厚生面が充
実している。

• フレキシブルなワーキングス
タイル、休日手当、年金手当
が非常に充実している。

• 民間企業と比較して休暇が
多い。

• 公務員はワークライフバラン
スが良い、休暇が多いといっ
た利点がある。

専門性を持つ
学生への
働きかけ

• 基本的に民間企業の方が給与
が高いため、中途で公務員にな
るケースはめったにない。その
ため、新卒採用とその育成に注
力している。

• 連邦職員向けのインセンティブ
プログラムとして学生ローンの
返済支援も行っており、それを
受けた場合にはFERCに長期
間留まってもらうことができる。

• 学生向けに現場見学やインター
ンシップを実施しており、イン
ターンからの採用も積極的に
行っている。

• 大学で行われるキャリアイベン
トへの参加を実施している。

• 有給のインターンシップを実
施しており、参加した学生が
正社員に採用されることも
ある。

• 新卒者が2年間の有期契約
を結び半年ごとに4部署の
ローテーションを行うプログ
ラムを実施している。成績と
組織内の職務の有無に応じ
て、正社員への応募の機会
が提供される可能性がある。

• 上記のプログラムには、デジ
タルおよびテクノロジーの専
門家に特化したプログラム
がある。

• エンジニアリングスクール
(Ecole d’ingénieur)と
のネットワークを駆使して専
門人材の採用を実施。

• 学生向けのインターンシップ
を実施しており、参加した学
生が正社員に採用されるこ
ともある。

• 新卒で入社する人員が多く、
エンジニア、エコノミスト、弁
護士を目指す学生の就職先
として選択されるよう、大学
や専門学校の研究者たちと
コンタクトを取り、知名度の
向上に努めている。

• 様々な大学で開催される就
職説明会への参加や作文コ
ンクールの開催など、学生に
対して知名度を上げる取り
組みを行っている。
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⚫ 若手を育成する仕組みとして、トレーニングプログラムの実施に力を入れている国が多い。

⚫ 人材採用のための人事スペシャリストを採用したり、人事部署において労働市場のリサーチを行うなど、人事採

用のために組織体制を工夫している国もある。

専門人材の採用方法（2/3)

米国連邦（FERC） 米国（PA PUC） 英国（Ofgem） フランス（CRE） スウェーデン（EI）

職員の
スキルアップの

仕組み

• 前頁の通り、新卒の育成
に力を入れており、継続
的な教育プログラム、年
次での多様なトレーニン
グプログラムに多額の投
資をしている。

• 料金設定を学ぶレートス
クールや、パイプラインに
関するトレーニング・資格
取得の検証を実施してい
る。その他にも多数の検
収を実施し、進化する規
制分野に対応できるよう
にしている。

• プロフェッショナルとしての能力開
発の向上にも力を入れており、ト
レーニングコースへの参加、認定の
取得など職員に投資している。

• 取得が困難かつ時間を有するスキ
ル、特にサイバースキルについては
アカデミーを設立し、若い人材を雇
用し、Ofgem内で教育している。

• 研修プログラムに重点を置いてお
り、近年その拡大を図った。

• スキルアップのために社内で部署
異動をすることも可能である。

• スキル開発のために、
EI内部でのインター
ンシップ、他の政策当
局との交流、国際交
流などがある。

人材採用の
ための

組織体制

• 人事スペシャリストを採
用しており、高品質で多
様な人材を特定、惹きつ
け、維持するための経営
陣への助言や育成プログ
ラムの計画・管理・評価を
担っている。

• HRチームと人材獲得チームが、労
働市場の状況、国内の同等の機関
の役割の調査などを行っている。

• Ofgemでの仕事を希望する人は、
エネルギー分野の改革に使命感が
あるような人々であり、そういった
人材を惹きつけるために
LinkedIn等でのPR活動を通じて
ブランディングを行っている。

• 人事部において、CREをより魅力
的にし、職員のロイヤリティを高め
るために、人事管理ガイドラインの
作成等を実施している。

備考

• 連邦政府の人事管理局は、
重要職種の雇用や候補者
の深刻な不足が存在する
場合、採用ルールの適用
無しに採用を行うことが
できる直接雇用権を付与
できる。

• 2021年にはBest 
Places to Workランキ
ングで3位を獲得した実
績あり。

• ペンシルベニア州におい
て、州の全ての公的機関
向けに様々なキャリアプ
ログラムやトレーニング
プログラムを実施してい
る。そこで事務職などト
レーニングを受けた人を
プールし、各機関が必要
な人材を採用している。

• ニーズを先取りした人材獲得戦略
を図っており、欠員があろうとなか
ろうと広告を出して応募者を募り、
面接等の選考を行って良い候補者
と思われる人を集めていき人材
プールを作っている。（次頁で紹介）

• 正社員も任期付き職員以外に、派
遣会社からの派遣やコンサルタント
の雇用も行っている。（次頁で紹介）

• 年末に各自の働きに応じて1か月
の150%までのボーナスを支給し
ている。

• 民間の利益ではなく消費者利益の
ために働くという、公的機関で働く
ことに対する意義に魅力を感じて
選択する人もいる。

• 以前は任期付き職員を多くするこ
とで人員の入替を促進していたが、
最近では離職されるとそれを埋め
るのが難しいといった事態が発生
しており、任期付き雇用と永久雇用
の比率の見直しを行っている。

• 従業員にユニークな
キャリアと能力開発
の機会を提供する事
業者の一つとして、
2023年のキャリア
カンパニー・オブ・ザ・
イヤーに選出された
実績あり。
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人材プールによる人材確保

⚫ 英国Ofgemでは、ニーズを先取りした人材獲得戦略を図っており、欠員があろうとなかろうと広告を出して応

募者を募り、面接等の選考を行い、良い候補者と思われる人材を集めて人材プールを構築している。

⚫ 離職や拡大戦略によって特定の専門性を持った人材が必要になった場合、その人材プールに欠員がある旨を呼

びかけて希望があれば入社してもらう、もしそこで希望がなかった場合は特定の専門性を持った人材を採用する

ための広告を出している。

外部人材の活用

⚫ 英国Ofgemの職員の内訳を見ると、85％が正社員であるが、それ以外に任期付き職員・派遣会社からの派遣

職員・コンサルタント雇用がそれぞれ5%ずつ程度存在するとのことであった。それぞれ特に決まった割合がある

わけではなく、必要な人材を獲得するために適切なアプローチをとっている。

➢ 例えば、コンサルタントの雇用には以下の２つのパターンがあるとのことであった。

- 短期的な個別の業務かつ通常のスキルセット外であり、Ofgem内部にそのスキルを持っている人がいない場合

- Ofgemが持っているスキルセットであるが、現在行っている業務について外部のアドバイスが必要となる場合（開発中の新

しいモデリングを保証してもらう、法律上の見解を別の立場から提供してもらう必要がある等）

⚫ 過去2年間はエネルギー安全保障問題への対応として、新たな政策を迅速に策定しなければならず、派遣職員や

コンサルタント雇用が増加した。

専門人材の採用方法（3/3)
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⚫ 英国では、専門性向上のためにエネルギー政策当局と出向という形で人材交流を行っている。

⚫ EUのエネルギー規制機関であるACERでは、ACER内の職員および各国の規制当局の職員の専門性を高める

ため、EU加盟国のエネルギー規制当局に対して定期的に職員を派遣することを求めている。  また、他国の規制

機関と出向という形で人材交流を行っている国も存在する。

⚫ 電力関係事業者への出向は、独立性の観点からいずれの国も実施していない。

人材交流による専門性の向上

米国連邦
（FERC）

ペンシルベニア州
（PAPUC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

他の政策当局
への出向

• 出向という形での人
事交流はなし

• 出向という形での人事
交流はなし

• 他の政策当局への
出向あり

• エネルギー政策当局
（DESNZ）から
Ofgemに出向に来
ることが多い

• 出向という形での
人事交流はなし

• 他の政策当局への
出向プログラムあり

他国の規制機関
への出向

• ACERへの出向あり
• カナダの規制機関と

双方向の出向あり

• 出向という形での人事
交流はなし

• 豪州の規制機関と
双方向の出向あり

• ACERへの出向あ
り

• 欧州委員会と双方
向の出向あり

• ACERへの出向あ
り

電力関係事業者
への出向

• 出向という形での人
事交流はなし

• 出向という形での人事
交流はなし

• 出向という形での
人事交流はなし

• 出向という形での
人事交流はなし

• 出向という形での
人事交流はなし
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⚫ 海外では職員の人事権を規制機関自らが保有している。

⚫ PA州では、急激な事業環境変化に対応するため、 2008年にPAPUCの組織・人員配置の柔軟性強化を行って

いる。具体的には、特定の局を維持するという法定要件を撤廃、PAPUCに自ら部署を設置し、職員を配置する

権限を与えた。

人員・組織の柔軟性

日本
（EGC）

米国連邦
（FERC）

ペンシルベニア州
（PAPUC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

職員の人事権
の保有者

• 経産大臣 • FERC委員長 • PAPUC委員会 • Ofgem • CRE • EI

• 2008年に施行されたAct 129では、PA PUCが特定の局を維持するという法定要件を撤廃した。一方で、PA PUCに自ら部署を設置し、
職員を配置する権限を与えた。

• このような改正を行った理由としては、21世紀の急速に変化する公益事業環境に対応するため、PA PUCにより大きな運営上の柔軟性を
与えたとされている。

• 運営上の柔軟性が強化されたことで、PA PUCは、変化する公益事業規制環境のニーズに対応し、資源と職務を適切に調整し、より大きな
説明責任を果たし、現在の責任と課題に対応するために最適な職員を採用するために、PA PUCの局や事務所を再編成することができる
ようになった。

• これを受けて、PA PUC運営の内部見直しを開始し、各部署が果たす主要な機能の特定した。包括的なレビューを行うため、コンサル会社
への委託により委員・上級職員・外部利害関係者へのインタビュー、他の管轄区域の同種の機関への相談を実施し、提言を作成した。提言を
踏まえて、再編成計画を作成し、2011年に実行した。

PA PUCの組織・人員配置の柔軟性強化

出所）PENNSYLVANIA BULLETIN, “Implementation of Act 129 of 2008; Organization of Bureaus and Offices; Doc. No. M-2008-2071852”, 閲覧日：2024年4月22日, 

https://www.pacodeandbulletin.gov/Display/pabull?file=/secure/pabulletin/data/vol41/41-35/1487.html#より三菱総研作成
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⚫ 海外の規制機関においては、電力関係事業者での従事経験のある人材の採用も実施している。ただし、電力関係

事業者での従事経験のある人材を採用するために、特別な取り組みをしているといった事例は見られなかった。

⚫ 英国では、電力会社から規制機関に転職する人材は、消費者保護という規制機関のブランド価値のため、あるい

は年金や休日など福利厚生が充実していることからより良いライフワークバランスが実現できるといった理由の

ために転職してきているとのことであった。

(参考)電力関係事業者からの人材採用

米国連邦
（FERC）

ペンシルベニア州
（PAPUC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

電力関係事業者
からの人材採用

• 電力会社等の方が
給与が高いため、
FERCに転職してく
るということはほと
んどない。

• 電力会社での従事経
験のある人材も在籍し
ている。

• 小売事業者や送配
電事業者での従事
経験のある人材を
採用している。（規
制領域の5～10%
程度）

• 稀ではあるが電力
会社、送配電事業
者からも人材を採
用している。

• 電力会社での従事
経験のある人材を
何人か採用してお
り、EIにとって非常
に有益な経験を有
している。
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⚫ 人員

⚫ 予算

⚫ 権能

⚫ デジタルツールの活用

⚫ 広報

諸外国における参考事例の整理
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⚫ 予算に関しては、いずれの国も日本と比較して非常に大きな予算規模となっている。

⚫ 特に米国FERCや英国Ofgemの予算規模は日本と比較して非常に巨額である。それでも近年予算が増加傾向

にある。

規制機関の予算

日本
（EGC）

米国連邦
（FERC）

ペンシルベニア州
（PAPUC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

（2024年度） （2025年度） （２０２２年度） （２０２２年度） （２０２３年度） （２０２３年度）

年間予算額

ー 5億６,５４0万ドル
（８００億円相当）

※うち、電力分野は
3億1,900万ドル
を占める

８,５27万ドル
（120億円相当）

1億4,000万ポンド
（250億円相当）

2,260万ユーロ
（35億円相当）

223百万クローネ
（31億円相当）

うち
人件費

経済産業省人件
費（約240億
円）の内数

※職員基本給、
諸手当、超過勤
務手当の合計値

３億５,０４８万ドル
（5００億円相当）

6,984万ドル
（98億円相当）

1億ポンド
（180億円相当）

1,590万ユーロ
（25億円相当）

ー

うち
人件費以外

1.6億円
＋α（庁費等）

２億1,492万ドル
（３００億円相当）

1,543万ドル
（22億円相当）

4,000万ポンド
（70億円相当）

670万ユーロ
（10億円相当）

ー

ー ：情報なし



Copyright © Mitsubishi Research Institute 16

⚫ 米国FERCの予算増加の要因は、送電線・パイプライン等の建設増加に伴う対応のため人件費の増加および昇給

と、業務効率化のためのAI活用（ルーチンワークの自動化・リソース配分の最適化・膨大なデータセットの分析）

への投資による情報技術費用の増加である。

➢ 連邦機関の支出分類である「設備のO&M費用」にはハードウェアや情報技術システムの運用・保守費用が、「設備」にはハード・

ソフトウェアの購入費用が分類される。近年FERCではこれら費用が増加傾向にあり、職員のテレワーク環境の整備やラップ

トップのアップグレード、クラウドサービスへのリプレース等へ拠出されていると考えられる。

近年の予算推移（1/2）

出所）FERC, “FY 2021 Congressional Justification” (2020年2月), “FY 2022 Congressional Justification”, (2021年3月), “FY 2023 Congressional Justification”, (2022年4月), “FY 

2024 Congressional Justification”, (2023年3月), “FY 20225 Congressional Justification”, (2024年3月)より三菱総研作成 ※四捨五入の関係で、原典と数値が一致しない年がある

米国連邦FERCの予算要求額の推移

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

386,501
404,352

463,901

508,400

541,000
565,400

[千USD] 人件費

福利厚生

連邦政府からのその他物品・サービス

交通費・旅費

施設のO&M費用

輸送費

設備のO&M費用

連邦政府調達局への賃料

設備

その他への賃料

消耗品・物品

通信、公共料金、その他料金

賃借物件改良費

印刷・複製

助成金、補助金、寄付金

アドバイザリーおよびアシスタンス

保険求償・補償

連邦政府以外からのその他サービス

人件費

契約サービス・

消耗品

資産取得

補助金・

固定料金
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⚫ 英国Ofgemの予算増加の要因は、ガス危機対応・サイバーセキュリティ対策のための人件費・コンサルタント費

の増加であった。

⚫ ガス危機対応については、ガス卸価格の高騰により多くの小売事業者が破綻したため、小売市場の監視の必要

性が高まり、120名程度であった小売市場対応の職員を360名まで増加させた。

⚫ サイバーセキュリティ対策については、英国のサイバー耐性を向上させるという英国政府の方針のもと近年注力

をしており、そのための人員を増加している。

⚫ また、2023年にネットゼロを達成する義務がOfgemに課せられ、役割が拡大したため、そのための人員を今

後拡充していく必要がある。（次頁に詳細を記載）

近年の予算推移（2/2）

英国Ofgemの総支出額の推移

出所）Ofgem, “Annual Report and Accounts 2022-2023”, 閲覧日：２０２4年4月22日, https://www.ofgem.gov.uk/publications/ofgem-annual-report-and-accounts-2022-2023-

html#Accountability%20Report等、各年のAnnual Report をもとに三菱総研作成
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[千￡]

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

83,306 87,286
77,053

86,612 90,040
97,162 99,793

121,113
129,872

142,233

賃金及び給与

社会保障費

年金費用

その他人件費

賃貸料（土地・建物）

監査役の報酬及び費用

減価償却費（有形固定資産、IT）

減価償却費（有形固定資産、IT以外）

その他非現金支出

コンサルタント

採用及び研修

宿泊費・旅費・生活費

事務用品及び備品

その他

人件費

賃貸料

非現金項目

その他支出
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⚫ 英国Ofgemは、2023年10月に制定されたEnergy Act 2023に基づき、ネットゼロを達成する義務が課

せられ、またそれに伴いOfgemの規制範囲が拡大した。その背景としては、Ofgemが規制機関として価格統制

と競争監視に注力するばかりに短期的な検討のみが進められたとの批判がある。ネットゼロを達成するにあたっ

ての先行投資を促進し、新技術の導入にかかる規制面での障壁を緩和するために、Ofgemには新たな義務と権

限が与えられた。具体的には新技術であるCO2輸送・貯留や水素の規制等の役割が追加された。

（参考）英国におけるCNに向けた規制機関の役割拡大

⚫ FSO(Future System Operator)の設立

➢ Energy Act 2023では、既存の電力系統運用者（National Grid ESO）とガス系統計画者（National Grid Gas）を統合し

たFSOの設立が定められている。FSOには電力・ガスシステムの計画・運用だけでなく、炭素回収・貯留や水素といった新技術のシス

テムも統合され、「ネットゼロ」「安定供給」「効率と経済性」の達成に向け複数の機能や活動を実施するよう求められている。

➢ Ofgemは「電力系統運用者」と「ガス系統計画者」のライセンスを新設し、引き続きFSOの監視・規制にあたる。FSOは早ければ

2024年中に設立される可能性がある。

⚫ CO2輸送・貯留の規制（ライセンス付与/修正）

➢ OfgemはCO2輸送・貯留の経済規制機関として指名された。Ofgemには、ライセンスを通じてCO2輸送・貯留者の収益上限を決

定し、またネットワーク利用者に課される料金を監督することが求められている。

⚫ 熱ネットワークの規制（ライセンス付与/修正）

➢ 熱ネットワーク消費者を保護するため、Ofgemの規制対象を熱ネットワークまで拡大した。Ofgemには電気・ガスと同様にライセン

スを通じて熱ネットワーク事業者のコンプライアンスを監視し、必要な基準を満たしていない場合には強制措置を執行する権限が与え

られている。

⚫ エネルギー規約のガバナンス

➢ これまでエネルギー業界の各規約は、業界が加盟する委員会によって管理されており、業界に対して責任を負っていた。消費者にとっ

て有益であったり、政府の戦略的優先事項を促進するものであったとしても、業界の利益に反するようであれば、業界にとって規約を

更新するインセンティブはほとんどない状況であった。そこでEnergy Act 2023では、規約ガバナンスの責任者として「規約マネー

ジャー」の役割を新設し、規約マネージャーは業界ではなくOfgemに責任を負うべきであると定めた。この規定により、Ofgemは消

費者の利益と競争の促進のために、規約の更新を戦略的に推進することができるようになる。

Energy Act 2023に基づく英国の役割拡大範囲

出所）Ofgem, “Ofgem welcomes Energy Act getting Royal Assent”, 閲覧日：２０２4年4月22日, https://www.ofgem.gov.uk/publications/ofgem-welcomes-energy-act-getting-royal-

assent



Copyright © Mitsubishi Research Institute 19

⚫ 英国Ofgemは、設立当初から被規制事業者に対してライセンス料を課しており、それにより自身の予算の一部

を賄っている。ライセンス料の設定は基本的にOfgemに委ねられており、予算に関して政府からの独立性を担

保している。

➢ 儀礼的に財務省とエネルギー政策当局にライセンス料の増減を通知しなければならない。規制対象企業の負担を懸念し、財務

大臣からライセンス料を上げすぎないように指摘されることはある。

⚫ 米国PAPUCも同様に、州政府からの独立性を担保するために自らの予算の一部を被規制事業者から調達する

ことで賄っている。

⚫ その他、米国FERC・スウェーデンEIも自らの予算の一部を被規制事業者から調達することで賄っている。

予算に関する規制機関の独立性の担保

米国連邦
（FERC）

ペンシルベニア州
（PAPUC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

予算の
確保方法

被規制事業者
• 規制対象企業に対し

て課される年会費と
申請料によって、その
運営コストを全額回収
している。

• ただし、年会費は連邦
政府に支払われ、直接
FERCに支払われる
わけではないため、予
算の増額が必要な場
合はその正当性につ
いて連邦議会からの
承認を得なければな
らない。

被規制事業者および州
予算
• 管轄公益事業者の州

内事業からの収入に
応じた賦課金および、
様々な公益事業者を
規制するためにPA 
PUCとして必要な費
用に基づき、州から資
金を得ている。

被規制事業者および国
家予算
• 規制対象企業に対し

て課されるライセンス
料と、エネルギー政策
当局から得られる資
金・ガス事業者から徴
収する賦課金等によっ
て運営コストを回収し
ている。

国家予算 国家予算および被規制
事業者
• 気候・企業省からの予

算と市場監視に関す
る業務の手数料により
回収している。
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⚫ 広報

諸外国における参考事例の整理
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⚫ 規則の制定について、今回対象とした海外の規制機関は全て規則制定権を有している。

⚫ 事業許可について、米国連邦、英国、スウェーデンの規制機関はライセンス付与・取消権限を有している。

⚫ 規制料金の認可権限について、フランスでは日本と同様にエネルギー政策当局がその権限を有している。一方、

それ以外の国は規制機関が規制料金の認可権限を有している。

規制機関の権能（1/2）

日本
（EGC）

米国連邦
（FERC）

ペンシルベニア州
（PAPUC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

規則制定

• なし
省令・告示の制定・改正
などを行う権限は有し
ていない。ただし、実態
は建議あるいは報告書
の形で提案し、それらの
多くがほぼそのまま省
令・告示に反映されて
いる。

• あり
連邦規則集で規定され
る規則制定権を有する。

• あり
法令の範囲内で規則制
定権を有する。

• あり
法令の制定権は有して
いないが、規則制定権
を有している。

• あり
法令の制定権は有して
いないが、規則制定権
を有している。

• あり
法令の制定権は有して
いないが、規則制定権
を有している。

事業許可

• なし
ただし、事業登録及び
取消しをしようとする
場合には、ＥＧＣに意見
聴取をしなければなら
ないとされている。

• あり
卸市場取引および送電
事業に関わるライセン
スの付与・取消権限あり。

• なし • あり
発電・送配・小売・系統
連系に関するライセンス
付与権・取消権限あり。

• なし • あり
送配電事業に関するラ
イセンス付与権限あり。

料金規制

• なし
規制料金の認可権限は
経産省にあり、EGCは
料金審査の実務を担う。

• あり
送配電料金の認可権限
あり。

• あり
公益事業料金の認可権
限有り。

• あり
送配電料金の認可権限、
小売料金の上限設定権
限有り。

• なし
小売・送配電料金の認
可権限は政策当局にあ
り、CREは料金設定の
提案を行う。

• あり
送配電料金の認可権限
を有する。
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⚫ 報告徴収・勧告については、日本と同様に海外の規制機関においてもその権限を有している。

⚫ 罰則適用権限については、米国連邦・PA州、英国、フランスの規制機関において、罰金を課すことが可能であり、

違反者との協議の結果、和解に至ることも可能である。また、フランスの規制機関では、営業活動の一時的な禁止

を行う権限を有している。

⚫ 犯則調査権限については、程度の差はあるものの、いずれの国においても情報入手や捜索等の権限を有してい

る。

規制機関の権能（２/2)

日本
（EGC）

米国連邦
（FERC）

ペンシルベニア州
（PAPUC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

報告徴収 • あり • あり • あり • あり • あり • あり

勧告 • あり • あり • あり • あり • あり • あり

罰則適用

• なし
ただし、虚偽
回答等を認
めた場合は、
検察庁に罰
則（罰金）を
課すよう告
発すること
ができる。

• あり
民事罰として罰金を課
す権限を有している。
（刑事責任が疑われる
行為があれば司法省に
報告し、連邦裁判所の
判断で刑事罰が科され
る可能性もある。）
協議の結果、和解に至
ることも可能。

• あり
民事罰として罰金を課す権
限や刑事罰を課す権限を
有している。
協議の結果、和解に至るこ
とも可能。

• （事案に応じて）あり
電気法・ガス法/競争法
/REMIT違反：罰金適用権
限あり。協議の結果、和解
に至ることも可能。
上記以外：なし。
また、電気法・ガス法
/REMIT違反の場合は、事
案によりOfgemによる刑
事訴追も可能。

• あり
営業活動の一時的な禁止
や罰金適用の権限を有す
る。

• なし
罰則を課すべき事案と判
断した場合、行政裁判所に
罰金の適用を申請する。
REMIT違反に対しては国
内法において刑事罰が定
められており、Eiはス
ウェーデン経済犯罪局に当
該事案を照会する必要が
ある。

犯則調査

• なし • なし • あり
査察による事業者の文
書や証言等の情報提供
を求める権限あり。
委員会の権限で証拠の
取り調べ等が可能。
監査執行局が検察の性
質を持つ手続きを開始
する権限を持っている。

• （事案に応じて）あり
電気法・ガス法：家宅捜索
権限なし。
競争法違反：家宅捜索・差
押え権限あり。
REMIT違反：Ofgemの
要請に応じて治安判事が
家宅捜索の権限を付与。

• あり
事業者の施設・土地・敷地・
車両への立入権限、会計・
財務情報へのアクセス権限、
会計書類・請求書・その他
有用な書類や証拠の収集
権限あり。
さらに裁判所の許可を得
て物品および文書の押収
が可能。

• あり
電気法：情報を入手し、文
書を閲覧する権利、特定の
敷地へ立ち入り権限あり。
REMIT違反：情報・書類、
その他物品提出、尋問への
出頭命令権限あり。
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⚫ 競争当局との役割分担は各国によって異なる。

⚫ 特徴的な例として、英国では競争当局とエネルギー規制機関で管轄権の明確な切り分けをせず、管轄権が重複す

る事案が発生した場合には協議の上で対応を決定する方法を採用している。

関係省庁との役割分担（１/2）

日本

（EGC）

ペンシルベニア州

（PAPUC）

英国

（Ofgem）

フランス

（CRE）

スウェーデン

（EI）

競争当局との

役割分担

競争当局が競争制限行為に対
する調査を実施し、違反認定
後、電取委が報告徴収・勧告を
実施

• 独禁法に基づき公取委が
調査を実施し、違反を認定
する。

• その後、電取委が報告徴
収・勧告を実施する。

エネルギー規制機関が競争制
限行為に対する調査・処分を
決定、それに対して消費者保
護局が異議申し立てすること
が可能

• PA州には一般的な独禁法
がなく、独禁法に相当する
問題は消費者保護局
（OCA）が管轄している。

• ただし、公営事業に関する
競争制限行為はPA PUC
が管轄し対処している。

• OCAがPA PUCの判断が
間違っていると考える場合
には、PA PUCの最終決定
に対して異議を申し立てる
ことができる。

競争当局・エネルギー規制機
関のいずれも競争制限行為に
対応する調査・処分権限を有
しており、事案が発生した場
合にはどの機関が対応するか
予め協議の上で決定する

• 競争法および企業法は競
争・市場庁（CMA）の管轄
である。

• ただし、電力・ガス部門にお
ける商業活動に関しては、
GEMA/Ofgemも分野別
規制当局としてCMAと同
時に禁止事項に対応する
権限を有している。

• 競争法に基づき企業の調
査を実施する場合には、予
めCMAおよび他の分野別
規制当局と情報共有の上
協議をし、どの規制当局が
当該案件を調査するか合
意を得ることが義務付けら
れている。

競争当局が競争制限行為に対
する調査・処分を決定、エネル
ギー規制機関は情報提供や意
見提出を行う

• 競争当局（Autorité de 
la concurrence)がエネ
ルギーセクターにおける競
争制限行為を監視する責
任を負っている。

• CREは、違反が行われてい
る疑いがある場合、競争当
局に照会しなければならな
い。

• 競争当局は、CREの権限
の範囲内に関する違反の
照会を競争当局が受けた
場合、CREにその旨を通知
し、CREが意見を述べるこ
とができるようにしなけれ
ばならない。

競争当局が競争制限行為に対
する監視を担当、もし競争当
局とエネルギー規制機関で切
り分けが難しい場合は協議を
して対応を決定する

• 競争当局
（Konkurrensverket）
が競争制限行為の監視を
担当している。

• EIと競争当局で管轄の切
り分けが難しい場合は、Ei
と競争当局が協議をして対
応を決めている。

省庁・規制機関で明確な管轄権の切り分けなし
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⚫ 海外の規制機関は、現物市場のみならず、エネルギーのデリバティブ取引の監視も管轄している。

⚫ 金融市場におけるエネルギー規制機関と金融市場規制当局の管轄権については切り分けが難しい部分があり、

いずれの国においても省庁・規制機関で管轄権の明確な切り分けをせず、管轄権が重複する事案が発生した場

合には協議の上で対応を決定する方法を採用している。

関係省庁との役割分担（2/2)

日本

（EGC）

米国連邦

（FERC）

英国

（Ofgem）

フランス

（CRE）

スウェーデン

（EI）

金融市場

規制当局との

役割分担

金融市場規制当局が金融市
場を管轄している。

• エネルギー規制機関は現
物市場のみを管轄してい
る。

• エネルギー規制機関は市
場間相場操縦を監視する
ために、金融市場規制当局
と連携して先物取引情報
を入手している。

エネルギー規制機関と金融市
場規制当局の管轄権を明確
に切り分けず、重複する管轄
権にて問題が発生した場合の
通知・合意プロセスを定めた
MOUを締結

• エネルギー規制機関は一
義的には現物市場を管轄
しているが、市場間相場操
縦によって卸市場に波及
する場合、FERC管轄権は
デリバティブ取引にも及ぶ。

• そのため、FERCと商品先
物取引委員会（CFTC）の
管轄権は明確に切り分け
られている訳ではなく、２
つの規制当局間で重複す
る管轄権を有している。

• FERC-CFTC間で重複す
る管轄権にて問題が発生
した場合の、相手側当局に
対する通知・合意プロセス
が定められたMOUを締結
している。

管轄権の切り分けが困難な部
分に関しては、エネルギー規
制機関と金融市場規制当局
が協力して対処

• エネルギー規制機関は現
物市場・デリバティブ取引
の両方を管轄している。

• ただし、デリバティブ商品
の市場濫用行為に関して
はOfgemではなく金融行
為規制機構（FCA）が規制
をする。

• そのためOfgemはFCA
と協力する義務を負う。

管轄権の切り分けが困難な部
分に関しては、エネルギー規
制機関と金融市場規制当局
が協力して対処

• エネルギー規制機関は現
物市場・デリバティブ取引
の両方を管轄している。

• CREと金融市場庁
（AMF）は互いに協力して
卸市場を監視している。

• 両者はそれぞれの管轄に
関する違反を発見した場
合、相手側当局への通知や
必要な情報の提供が求め
られている。

管轄権の切り分けが困難な部
分に関しては、エネルギー規
制機関と金融市場規制当局
が協力して対処

• エネルギー規制機関は現
物市場・デリバティブ取引
の両方を管轄している。

• Eiは市場濫用規制を所管
する金融規制庁（Fi: 
Finansinspektionen）
と協力する義務を負う。

• MAR違反が疑われる行為
を確認した場合は、EiはFi
にその内容を通知する。

省庁・規制機関で明確な管轄権の切り分けなし
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⚫ 海外では、市場監視の効率化・高度化のためにデジタルツールの活用を行っている。

⚫ 外部の既成ツールを活用する場合もあるが、いずれの国においても一部は内製のツールを活用している。

規制機関におけるデジタルツールの活用（1/3)

米国連邦
（FERC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

（参考）
EU

（ACER）

デジタル
ツールの活用

• 米国連邦FERCは内部で
様々な監視ツールの開発
を行っている。

• AI活用については、政府
からFERCの業務におい
てAIがどのように役立つ
か検討するよう要請があ
り、それを受けて検討を
始めた段階である。

• データ品質の向上、市場
の透明性の向上、提出に
必要なデータの準備にか
かるコストの削減を目的
とした取り組みを継続的
に検討しており、2012年
にはFERCが提供するソ
フトウェアを使用した提出
から、ウェブサイトを通じ
て直接提出する方法に移
行した。さらに2019年に
はXBRL注に移行し、
2023年10月には
XBRL-CSV標準に基づ
くEQR報告の新しい収集
方法を導入することを提
案している。

• 市場への入札結果を確認
し、不正行為がないかの
確認を行うための卸市場
監視ツールとして
Bloomberg社のツール
を使用している。

• 小売市場の監視のための
ツールの内部開発を進め
ており、直近では小売事
業者が公表している料金
プランの利用規約を検索
するツールを構築した。

• これまではエクセルのテ
ンプレートで情報提供依
頼をしていたが、電力会
社がポータルにログイン
して情報要請を確認し、そ
のポータルを通じて情報
を提出することができる
ようなデジタル情報交換
システムを内製で開発す
るよう取り組んでいる。

• REMITの規定に基づい
て提供されるデータや、
発電事業者・ブローカー
から提供されるデータを
もとに価格や取引量を監
視するための卸市場分析
ツールを内部で開発し
2021年から使用してい
る。

• 異常行動が検知されたと
きにアラートが出る異常
検知ツールも内製し、
2023年夏から使用して
いる。

• 卸市場監視のために、
ACERと欧州委員会から
無償で供与されている
Oracle社の「OBIEE」を
使用している。「OBIEE」
は、取引内容を詳細に確
認したり、目的に応じて報
告形式をカスタマイズし
たりすることができるBI
ツールである。

• 外部の既成ツールのみな
らず、停電に関する市場
メッセージを確認する
ツールを外注して開発し
たり、事例分析用の比較
的小規模なツールを内部
で開発している。

• 卸市場監視のために、特
定の取引パターンを検知
するとアラートを発する
システムであるNasdaq
社の「SMARTS」、BI
ツールであるOracle社
の「OBIEE」を使用して
いる。

• 「SMARTS」により特定
した違反の疑いのある取
引は、EU各国のエネル
ギー規制機関に共有され
る。

注)eXtensible Business Reporting Language。各種事業報告用の情報（財務・経営・投資などの様々な情報）を円滑に作成・流通・利用することを目的として開発されたコンピュータ言語。
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⚫ 市場監視システムの中核としてACERは2012年に、Nasdaq社が開発した「SMARTS」を採用した。

「SMARTS」は特定の取引パターンを検知するとアラートを発するシステムである。SMARTSのデータはEU各

国のエネルギー規制機関にも共有される。

⚫ ACERはまた、BIツールとしてOracle社が開発した「OBIEE」も採用している。「OBIEE」は取引データのレ

ポーティングに用いられ、取引内容を詳細に確認したり、目的に応じて報告形式をカスタマイズしたりすることが

できるシステムである。

（参考）卸市場監視ツールの例

Nasdaq社「SMARTS」の概要

• エネルギー市場を含む世界中の45以上の市場と13の規制当局
が活用しているツールであり、日本においてもJPXがデリバティ
ブ取引の監視に活用している。

• ツールを使用することで、以下が可能となる。

➢ 市場操作や不正行為の検出

➢ アラートのトリガーとなる取引を視覚化

➢ アラートのトリガーとなる取引のコンテキストを理解

➢ 誤検知を最小限に抑える柔軟なツール

➢ ユーザー全体で開発されたベストプラクティスのアラートラ
イブラリを活用し、ユーザー全体で共有

• OBIEE(Oracle Business Intelligence Enterprise 
Edition)は、包括的なビジネスインテリジェンス(BI)プラット
フォームであり、インタラクティブなダッシュボード、アドホック分
析、エンタープライズレポート、予測分析など、幅広いBI機能を
提供する。

• データウェアハウスや運用システムなど、複数のデータソースか
ら単一の論理的なデータビューを提供することが可能であり、直
感的でインタラクティブなWebベースのユーザーインターフェイ
スによって、専門的なBI知識がなくても容易に使用することが
可能である。

Oracle社「OBIEE」の概要

出所)Nasdaq, “Nasdaq Trade Surveillance for Energy”, 閲覧日：2024年４月１６日, 
https://www.nasdaq.com/solutions/nasdaq-trade-surveillance/energy-commodities

出所)Oracle, “Oracle® Fusion Middleware Oracle Business Intelligence Mobileユーザーズ・ガイ
ド”, 閲覧日：2024年４月１６日, 
https://docs.oracle.com/cd/E48246_01/bi.1111/b66194/bicontent.htm
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⚫ 規制機関内部のツール開発体制として、データ・デジタル分野の専門人材が在籍している。市場監視を担う部署

とは別に、ツール開発等を担当する部署を設置しているケースも多い。

⚫ 場合によっては、外部からそういったスキルを持つ派遣社員を雇って開発を行うこともある。

規制機関におけるデジタルツールの活用（2/3)

米国連邦
（FERC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

規制機関内部の
ツール開発体制

• エネルギー市場は非常に独特な構
造であるため、それを監視するツー
ルは存在していないという前提の
もと、内部での開発を開始した。

• 執行局の中に、データサイエンティ
ストやIT関連の専門人材が15～
20名在籍している。さらに、エコノ
ミストやエネルギーアナリストでさ
えも、コーディングができ、ツール
開発に参加できることが期待され
ている。アナリストは60名在籍して
いる。

• 稀ではあるが、外部から人員の派
遣を依頼することもある。

• 中途採用でツール開発に必要とな
る人材を確保することは競争率が
高いため難しく、大学生の中で
SAS、SQL、Python、Power BI
などの開発ツールを使ったことが
ある人材を見つけて採用し、育成す
ることに注力している。

• 執行局とは別に、Office of the 
Executive Director（OED：事
務局室）においてIT関係を所管す
る部署があり、執行局は当該部署
と密接に連携をしてツール開発を
行っている。

• コーポレートサービスグループに
ツールを構築するためのデータ・デ
ジタルの専門人材が90名程度在
籍している。

• 英国ではこういったツールの開発
者は比較的容易に確保できる。

• 派遣会社を利用するアプローチも
多用しており、開発に携わる人員の
うち30%程度は派遣社員である。
通常は個別のプロジェクトごとに不
定期に人員を入れ替えているが、
時には派遣社員を1～2年にわたっ
て雇うこともある。一度開発した
ツールの運用は常駐の職員が行っ
ている。

• ツールの内製と外部からの購入の
いずれを選択するかについて、内
製コスト、内製する場合の持続可能
性のリスク、外部からの購入コスト、
購入したツールの修正の必要性等
を考慮している。現時点では、主に
内製ツールの戦術的な開発を行
なっているが、今後は外部ツールを
使ったより戦略的で永続的なアプ
ローチに移行していくことも考えて
いる。

• ツールの開発・運用は全て内製して
いる。理由としては、①柔軟性が高
く、監視の優先順位を自ら決定でき
る小規模のツールが望ましいこと、
②既存のツールは金融市場向けに
開発されたもので、物理的な発電
量に対する監視は手厚いものでは
なかったということ、③外部のツー
ルを使っても結局は導入・運用・メ
ンテナンスにかなり時間的・金銭的
コストがかかるということが挙げら
れる。

• ツール開発は、卸市場監視部の市
場分析・監視部門にて行っており、
この部には7名が在籍している。そ
のうち4名が電力・ガスの市場アナ
リスト、3名がツールの設計、開発、
最適化、運用を行うITエンジニアで
ある。

• ITエンジニアの募集要項によると、
必須のスキルとしてデータ処理や
データの可視化スキルが求められ
る。（ツールや言語の例：SQL、
Microsoft BI (SSIS), Python, 
Dash, R, Shiny, VB.NET, 
C#.NET, VBA等)

• 社内でツール開発を行う場
合、卸市場の監視を担当す
る部署に1人だけ在籍して
いるコーディングができる
IT関係の専門人材が対応
するとともに、IT部門から
の支援も受けて開発を
行っている。

• IT部門は、オペレーション
サポート部門の中に設置さ
れており、6～７名の職員
が在籍している。
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⚫ デジタルツールの活用により、職員を価値の低い処理業務から、より価値の高い業務（分析業務、政策立案等）に

移行させることができる。

規制機関におけるデジタルツールの活用（3/3)

米国連邦
（FERC）

英国
（Ofgem）

フランス
（CRE）

スウェーデン
（EI）

ツール活用によ
る業務への影

響

• ツールを活用することで、職
員は重要な情報に集中し、
不要な情報に時間を費やす
ことなく、より効率的に作業
を行うことができる。

• ツールを活用する目的は、
職員の数を削減することで
はなく、職員の労働時間を
より効率的に使う（重要な作
業に充てる）ことにある。

• システムへの投資や自動化
への投資を行った場合、職
員を価値の低い処理業務か
ら、より価値の高い分析業
務や政策立案、利害関係者
のエンゲージメントといった
より重要な作業に移行させ
ることができる。

• ツールの活用によって監視
の方法が高度化された。人
員数は今も昔も同程度であ
り、体制面での変化はない。

• 業務の効率性が向上したと
は言えず、むしろ作業量は増
えた。それは対応できる業
務の可能性が拡がったと言
い換えることができる。
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⚫ 人員

⚫ 予算

⚫ 権能

⚫ デジタルツールの活用

⚫ 広報

諸外国における参考事例の整理
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⚫ 米国連邦FERCでは、FERCの活動に対して一般市民の関与を高めることを目的とし、 2021年に公共参加局

（Office of Public Participation(OPP)）が設置された。この部署には19名の職員が在籍しており、 ①FERCの

仕組み、②FERCがカバーする業界/プログラム、③FERC手続きへの参加方法を一般市民が理解できるように

情報発信を行っている。

⚫ 様々な教育用資料（Educational Handouts）を提供しており、一般情報（FERCの概要等）、市場の解説、規則制

定の説明等がわかりやすく記載されている。また、規則制定における意見書提出方法等をYouTubeを使って

動画で解説したり、X・フェイスブック・インスタグラムといったSNSアカウントを通じて日々情報発信を行ってい

る。

⚫ 公共参加局は発足以来、一般市民、団体、業界関係者などから約980件（2021年167件、2022年412件、2023

年402件）の問い合わせを受け付けてきた。主な問い合わせは、意見書提出、提出期限、手続き内容の明確化など

FERCの手続きに関する問い合わせであった。

規制機関による広報（1/３)

FERCのOPPの教育用資料・SNSの例

出所)FERC, “An Introductory Guide for Participation in PJM Processes”, 
閲覧日：2024年４月１６日, https://www.ferc.gov/introductory-guide-
participation-pjm-processes

出所)FERC, “Top 5 Tips for Powerful Comments”, 閲覧
日：2024年４月１６日, https://www.ferc.gov/media/top-
5-tips-powerful-comments-english

PJMプロセスに参加するための入門ガイド 効果的な意見書提出のための5つのTips 建設中のPort Arther LNGの修正案に対する
意見書を提出するよう一般市民に呼びかける

Facebookの投稿

出所)FERC, “OPP 2023 ANNUAL REPORT”, 閲覧日：2024年４月１６日, 
https://www.ferc.gov/media/opp-2023-annual-report
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⚫ 英国Ofgemには、Directorate of Communicationという広報を担当する部署があり、 55名の職員が

在籍している。 SNS（X・フェイスブック・LinkedIn）やウェブサイトでの情報発信、印刷文書、公開記事等の広報に加

えて、議員からの問い合わせ、報道機関からの問い合わせにも対応している。

⚫ OfgemのSNSを見ると、SNSの投稿用に容易に理解できるように作成された画像や動画が日々投稿されて

おり、需要家にも容易に理解しやすい内容となっている。

⚫ また、広報という観点では、CEOやリーダーシップチームによるラジオ・テレビのインタビュー等の対応も行って

いる。

⚫ 英国Ofgemは、消費者へのアドバイスを行う民間の非営利団体であるCitizens Adviceと連携している。

Citizens AdviceはHP上でエネルギー関連のアドバイスの掲載もしており、消費者の窓口としても機能して

いる。 Citizens Adviceのエネルギー・アドバイスのHPサイトは、2021年に140万人のユーザーを獲得し、

280万PVを記録した。

規制機関による広報（２/３)

出所)Ofgem, “information for consumers”, 閲覧日：2024年４月24日, 
https://www.ofgem.gov.uk/information-consumers

OfgemのHPにおける消費者向けページの例

出所)Ofgem, “information for consumers”, 閲覧日：2024年４月24日, 
https://www.ofgem.gov.uk/information-consumers

Citizens AdviceのHPにおける
消費者向けページの例

ヘルプライン（電話）
のみならず、HP上
のチャットから問い
合わせが可能
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⚫ フランスCREの広報を担当するコミュニケーション広報部には6名の職員が在籍しており、うち1名がSNSでの

広報に従事している。 CREではYouTubeでの制度解説動画の投稿や、XやLinkedInでのニュースリリース

や採用情報の発信を行っている。採用情報の発信にあたっては募集要項だけでなく、業務内容を要約した動画や

職員へのインタビュー動画を投稿し、魅力を感じられる工夫が行われている。

⚫ CREのWebサイトの消費者向けページでは電力・ガスネットワークに関する教育コンテンツが公開されている。

➢ フランスでは消費者と事業者間の紛争解決を国家エネルギー・オンブズマン（Le médiateur national de l‘énergie）

が担っており、CREのwebサイト上でエネルギーオンブズマンへの問い合わせ手順を解説する等、両者で連携しながら消費者

保護に取り組んでいる。

規制機関による広報（３/３)

出所)CRE, “L'énergie, comment ça marche ?”, 閲覧日：2024年４月25日, 
https://www.cre.fr/consommateurs/lenergie-comment-ca-marche.html

送配電事業者、小売事業者との
トラブルについては、国のエネ
ルギー・オンブズマンに連絡し
てください

カスタマーサービスに電話する 

トラブルが解決しない場合
事業者に対し書面
でクレームを送る

2か月以内に回答が無い場合

10か月以内にエネルギー・オン
ブズマンに提訴する

CREのHPにおける消費者向け教育コンテンツ CREのHPでのエネルギー・オンブズマンとの連携

出所) CRE, “Saisir le médiateur de l'énergie », 閲覧日：2024年４月25日, 
https://www.cre.fr/consommateurs/saisir-le-mediateur-de-lenergie.html
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日本への示唆
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市場監視を担う職員数

⚫ 権能の違いはあるものの、海外では日本よりも多い職員数で市場監視を行っている。今後必要となる役割等も

踏まえた上で、適切に増員を行う必要がある。

職員の専門性

⚫ 海外においては、エコノミスト・アナリストを採用しているが、これらの人材は定量的分析スキルを有している人

材であり、それぞれのバックグラウンドを活かしつつ、市場監視のための調査や分析に従事している。日本におい

ても、より効率的な監視を行っていくために、定量的分析スキルを有している人材を採用していくことが望まし

い。

⚫ エンジニアは電気工学や土木工学の専門性を有し、料金設定や事業認可において技術的な観点から審査を担当

している。日本においても料金審査において技術的な知見を持つ人材が活躍する可能性は考えられる。

⚫ また、データ管理やデジタルツール構築を内製で行っていく必要が生じた場合には、データ・デジタルの専門家を

採用していく必要がある。

専門人材の採用方法

⚫ 専門人材を採用するための取り組みとして、海外事例を参考にすると、以下のような取り組みが考えられる。

➢ 希少で競争率が高い人材を採用するために給与水準を通常よりも高く設定する。

➢ 給与水準を高く設定することが難しい場合、中途採用での専門人材獲得が難しいため、専門性を持つ学生の

採用に注力し、その育成のためのトレーニングプログラムの実施等に注力する。

➢ ニーズを先取りした人材獲得戦略を図るために、欠員の有無によらず応募者を募り、人材プールを構築し、欠

員が出た際にはそこから希望者を募るといった方法も考えられる。

⚫ 一時的に必要となるスキルを持った人材を、派遣社員という形で雇用するという方法も考えられる。

人員に関する示唆（1/2)
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人材交流による専門性の向上

⚫ 海外では、専門性向上のためにエネルギー政策当局への出向や他国の規制機関への出向を行っている事例もあ

る。日本においても、規制機関の独立性担保には十分に配慮しつつ、専門性向上を目的とした人材交流を行うと

いうことも考えられる。

人員・組織の柔軟性

⚫ 海外では、人員や部署設置に係る権限を保有することで、専門性を確保しつつ事業対応を行っている事例もある。

日本においても、今後の環境変化に対応した専門性向上の観点から、組織構築における柔軟性をどのように高

めていくか検討を行うことも考えられる。

人員に関する示唆（2/2)
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予算の増加要因

⚫ 日本と比較すると、海外の予算規模は非常に大きい。それでもいまだに、送電線・パイプライン等の建設増加に伴

う対応やサイバーセキュリティ対応、カーボンニュートラルに向けた役割拡大といった理由で人件費が増加したり、

業務効率化のためのAI活用のために情報技術費用が増加している事例がある。

⚫ これは日本においても今後対応する必要性が生じうる事項である。必要性を精査した上で、柔軟に予算の拡大を

図っていく必要がある。

予算の確保方法

⚫ 海外においては被規制事業者に対してライセンス料を課している事例も存在し、これによって予算に関する独立

性を担保している。

⚫ 規制機関が必要に応じて柔軟に予算を確保するために、こういった方法により規制機関自らで予算を確保する

ことも考えられる。

予算に関する示唆
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規則制定・事業許可・料金規制・犯則調査の権限

⚫ 海外においてはこれらの権限を自ら有している規制機関も多い。ただし、他省庁との関係性やこういった権限を

電取委が保有した場合に対応する体制が構築できるかといった観点も踏まえて、権限の変更が必要かどうかを

判断する必要がある。

罰金適用・営業活動の一時的な禁止の権限

⚫ 海外においては罰金適用の権限を自ら有している規制機関も多く、営業活動の一時的な禁止の権限を持つ国も存在

する。また、事業者との和解交渉も実施している規制機関が存在する。違反への処罰に柔軟性を与えるという観

点で、必要に応じ、日本においても電取委が自ら罰則適用権限や営業活動の一時的な禁止の権限を有すること

につき検討することも考えられる。

競争当局との役割分担

⚫ 英国では競争当局とエネルギー規制機関で管轄権の明確な切り分けをせず、管轄権が重複する事案が発生した

場合には協議の上で対応を決定する方法を採用している。そういった方法で事案に対して柔軟に対応すること

も可能であるが、日本のように管轄権を明確に切り分けた方が迅速な対応が可能というメリットもある。他省庁

との関係性等も踏まえた上で、どちらが望ましいかを判断する必要がある。

金融市場規制当局との役割分担

⚫ 海外のエネルギー規制機関は、電力の現物市場・デリバティブ等の両方を管轄しているため、エネルギー規制機

関と金融市場規制当局の管轄権については切り分けが難しい部分があり、いずれの国においても省庁・規制機関

で管轄権の明確な切り分けをせず、管轄権が重複する事案が発生した場合には協議の上で対応を決定する方法

を採用している。

⚫ 日本においては、エネルギー規制機関は現物市場のみを管轄しているため、現時点では金融市場規制当局との

管轄権の重複はない。もし今後エネルギー規制機関の管轄範囲が先物市場にまで拡大するようなことがある場

合には、海外と同様に事案に応じて協議の上で対応を決定する方法を採用するということも考えうる。

権能に関する示唆



Copyright © Mitsubishi Research Institute 39

監視ツールの導入

⚫ 海外においては、市場監視の効率化・高度化のためにデジタルツールの活用を行っている。外部の既成ツールを

活用する場合もあるが、いずれの国においても一部は内製のツールを活用している。日本においても同様に監視

のデジタル化による効率化・高度化を進めていく必要があり、これによって職員を価値の低い処理業務から、よ

り価値の高い業務に移行させることができる。

規制機関内部のツール開発体制の構築

⚫ いずれの国においても、規制機関内部のツール開発体制として、データ・デジタル分野の専門人材が在籍してお

り、また市場監視を担う部署とは別に、ツール開発等を担当する部署を設置しているケースも多い。

⚫ 先述の通り、日本においても、また、データ管理やデジタルツール構築を内製で行っていく必要が生じた場合に

は、データ・デジタルの専門家を採用していく必要がある。外部ツールを活用する場合であっても、監視ツールの

導入に関する検討を進める上ではデータ・デジタルの専門家が規制機関内部にいることが望ましい。また、ツー

ル開発等を担当する部署を設置するという案も考えられる。

⚫ デジタルツールの開発において、一時的に開発スキルを持った人材を、派遣社員という形で雇用するという方法

が考えられる。

デジタルツールの導入に関する示唆
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広報機能の強化

⚫ 海外においては、規制機関の活動に対して需要家の関与を高めることを目的とした部署の設置や、広報に特化し

た部署の設置を行い、教育用資料の提供やSNSでの日々の情報発信を行っている。

⚫ 日本においても、広報を担う部署または人材を配置し、教育用資料の提供やSNSでの情報発信を行うことで、電

取委の存在や取り組み内容をより需要家に周知していくことが考えられる。

広報に関する示唆
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